





















小 林 正 美

は じ あ に
この研究は,都 市防災計画の システム化 の方法論 を扱 った ものであ り,特 に,大 地震時 に発
生す る同時多発 の火災 に対す る防災対策 について,そ の合理 的な計画法 の確 立 を目的 とした も
のである。 また,計 画 の評価関数 には,「 安全性の確保 に関す る信頼度」 をと りあげてお り,
シ ミュ レー ションモデルを用いた方法 と対比 させ なが ら,確 率論的な立場か らその定式化 を試
みていることが,本 研究 の特徴 となってい る。
論文 は,各3章 か らなる2部 よ り構成 されてお り,第1部 では,計 画 のシステム化及び評価
方法 についての理論的 な考察 を行 っている。
まず第1部 第1章 では,対 象 を 「システ ム」 として とらえる場合の一般的 な問題 点 を論 じた
後,都 市の防災計画 に属す る種 々の対策 にっいて,そ のシステムと して の性格,及 び全体構成
を説明 している。次に,そ の構成 をもとに した,火 災 の延焼 と人々の避難 との状態推移 の相互
関係 から,人 々の安全が どの程度確保 され るかの確率(信 頼度)が,対 象地 区の平均延焼時 間
と,人 々がその地区外 の安全域 に達す るまでの平均避難時間の関数 として表 わ しうることを理
論的 に証明 してお り,そ れ を安全度評価式 と称 して,都 市防災計画の評価 関数 に用いてい る。
第2章 では,第1章 で示 した都市の防災 システムについてのシ ミュレー シ ョンモデル を作成
した上,前 章で求 めた安全度評価式にっいて,シ ミ4レ ーシ ョンよ り得 られ る値 をもとに,そ
の実用式 と しての検証 を行 っている。 また,重 回帰分析 の方法によ り,モ デルで用いた各変数
の安全度 に対す る感度解析 を行 ってお り,具体的 な防災対策 となる防火帯 による地区分割 の効
果について も,同 じくシミ,・レーシ ョンを用いた方法に よ り,そ の考察 を行 っている。
第3章 では,地 区の平均延焼 時間 の算 出,及 び防火帯によ り地 区を分割 した場合の効果予測
にっいて,各 々,組 合せ理論 にもとついた定式化 を行 ってお り,こ れ と安全度 評価式 とを併用
す るこ とによ り,対 象地 区の安全度 を解析的 に算定 しうることを示 している。
第2部 では,ヶ 一ススタデ ィと して京都市 を対象 とした防災計画 にっいて論 じてお り,火 災
発 生の分布予測や広域避難計画 の可能性,及 び延焼危険に対す る安全度評価 などの項 目にっい
て,解 析 した例 を示 してい る。
第2部 第1章 では,過 去の3年 間に京都市 で発 生 した通常火災の地区別発生件数 について,
地域特性 を表わす要因 を説 明変数にと り入れ,数 量化1類 を用いた回帰分析 を行 ってい る。解
析 に先立 ち,各 変数値 を3年 間 の時系列的変動 を考慮 した測定尺度 で計測 し直 してお り,重 相
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関係数及びカテ ゴ リー数 を比較 しなが ら・回帰モデルの選択 ・決定 を行 ってい る。
第2章 では,京 都市 の元学区 に含 まれ る地域 を対象 と した,広 域的 な避難計画 の可能性 を検
討 してお り、 シ ミュ レーシ ョン技法 を用 いた計画法の解説 を中心 に しなが ら,最 適 な計画解 の
算 出 を試みてい る。
第3章 では,京 都市の三条地区 を対象に して,地 震時 の出火件数 を推定 してお り,そ れ をも
とに,火 災の延焼 と人 々の避難 を含 むシ ミュ レー シ ョンを行 って,地 区の安全度 を計算 してい
る。 また,第1部 第2章 と同様 に,シ ミュ レーシ ョンよ り得 られ る値 をもとに して,安 全度評



















































防 災 シス テ ムの シ ミュ レー シ ョン
一 シ ミュ レー シ ョンに よ る安 全度 の算 出 一
概 説













































分割 メッシュの違 いに よる延焼距離 の変動

































ケー ススタデ ィ ・京都市防災計画
京都市における火災発生密度







































避難群集流動 シ ミュ レーシ ョンモデル(EES)
避難地選定 モデル(DSD)
最適避難 計画モデル(EES+DSD)







(非 計画時 シ ミュ レー シ ョン)
(STEP1の到着地 による計画)
(最適避難計画解)



























































シミュ レ ー シ ョ ン
5-1
5-2
代 表 値 に よ る シ ミュ レー シ ョ ン

















出 火確 率Pk(n,r)の 一 覧 表
京都市広域避難計画最終案










この研究は,火 災 に対す る都市の防災計画 にっいて,そ の計画 として の評価方法の確立 を目
的 としたものであ り,こ こでは評価値の定量化及 び算 出方法にっいての理論的 な考察 を行 う。
一般 に,計 画 の評価 とい うものは,計 画 が実際 に運用 され た場合 に,そ の目的 をどれだけ達
成 で きたかによ り判断 される ものである。本研究 では,火 災 か ら人々の安全 を計 るために行わ
れ る一連の活動(計 画)を 「システム」 として とらえてお り,シ ステムの 目的(安 全の確保)
が どの程度 の信頼性(確 率)で 遂行 されるかによ り,計画 の評価 を行 ってみ た。なお この信頼
性(有 効性E)の 他 に,火 災に よる人命お よび物的な損害にっいての経済的 な評価 を行 い,そ
れ を防 ぐための対策 を実施す るのに必要 な投 資や,防 災施設 の維持,運 用,保 全等 に関す る費
用 も加 えて,総 コス トCを算定す ることができれば,シ ステムの評価関数 に,経 済的 な効率 を表
わす コス ト有効性(costeffectiveness)E/Cを採用することも可能である。 しか しこの研究で
は,人 命等 の経済的 な評価 の難 しさか らまず分子 の方 の有効性 のみに着 目し,評 価 関数 に は
「安全性 の確保 に関す る信頼度 」をと りあげ,そ の最大化 を目的 として防災計画 のシステム化
を行 ってみ た。
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第1章 都市防災 システ ム
ー 計画のシステム化 とその評価関数 一
1.概 説
一 つの建築物 または都市 を対 象 として,そ の防災計画 を論 じる場合 に,こ れ を 「システム」
と して とらえ,そ の信頼性 や有効性 を 「定量的」に求 めよ うとす る研究 が最近盛 んにな りつつ
ある。従来 この分野 の研究 と しては,1972年に寺井俊夫氏 らが建築物 の火災 に対す る総合的
な安全 性についてJこ れ をシステム として とらえ,上 記 の方法に よる研究1)を発 表 され たのが
最初 と思われ る。同研究は,各 サブ システムの動作状態 の組合 せに よ り決定 され るシステムの
状態 の中か ら,許 容 され る異 なった正常状態 をすべて拾い出 し,そ の確率 の和か ら系全体 の信
頼度 を求 める方法に当る もので,サ ブシステ ムの信頼度(有 効度)を 独立 に設定 できると した
場合 の,感 度解析 の問題 についても論 じてある。一方 この研究 では,都 市的規模 の火災の延焼,及
び人々の避難 とい う,時 系列 的な状態変化 をもとに したシステ ムを考 えて いることか ら,シ ス
テムの信頼性 を時 間の関数 と しての確率で表わす こ とを目的 と して お り,サ ブシステム と した
各対策相互間 の独立性 に留意 しなが らシステ ムを構成 してい る。また信頼度 の算出 には,各 サ
ブシステムについて修理系,非 修理 系の区別 を行 い,系 が と りうる状態図(シ ャ ノン図)か ら
得 られ る推移確率行列 によ り,正 常状態の確率 を計算す る方法 を用 いて いる。
2.シ ステムー般 につ いて
2-1構 成 に関す る問題 点
ある複雑 な対象 をシステム,す なわち 「所定の 目的 を果 たすべ く,選 定 され配列 され,連 系
して動作す る一連 の構成要素の組合 せ」2)として とらえ,そ の統 合制御 及 び最適化 を目的 とす
る場合 には,そ れ を階級制 システム とか,多 レベル制御 システ ムとして扱 うこ とが有効 な方法
である。階級制 システム(hierarchicalsystem)とは,上 下関係 のあ る命令系統 のシステムの
一般的表現 であ り,階 級制 を構成 す る要因 には,1.シ ステムの分割,2.制 御機能 の分割,
3.目的 の分割,が あ る1)ま た多 レベル制御 システム(multilevelcontrolsystem)とは,シ
ステ ムまたはプロセ スの分割 と,命 令系統 の ピラ ミッ ド型構成か らなる階級制制御 システ ムの
名称である。いずれにせ よ根本の考 え方 としては,シ ステムの分割 に よって複雑 な全体的制御
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問題 をい くつかのよ りや さしい部分的制御問題 の グルー プに分けて,最 適化制御 の実現性 を期
待す るわけであ るが,そ のためには当然分割 され た部分的問題 は相互 に調整 され なければ な ら
ず,個 々のサブ システムが勝手に最適化 を行 って,全 体 として最適 になることは一般 にない。
このような問題,す なわち トー タルシステムに対 してある全体的 目的(overallgoa1)が与えら
れ・サブシステムに対 して はそれ固有の部分的 目的(subgoal)が与 え られて お り,す べての
サブシステムがある制約式 によ り相互に関連 づけられている場合の最適化 とい うものは,見 方
を変 えれば,全 体的 な目的関数 か ら,い かに合理的 にサブシステムの目的関数 を設定するかと
い う問題 になる。 これは単 に問題解法 のための,「 全体的 目的 とシステム方程式 をサブシステ
ムとその方程式 に分割す る」,い わゆる分割法 とは本質的 に異な り,む しろ現実 に存在す るサ
ブ システム固有の目的関数 を,シ ステム全体 の目的 の中でいかに価値 づけるか とい うことであ
り,部 分的最適化 をいかに統一す るかが問題 となる。これに対 しては,部 分的 目的 関数の最大
化 が全体的 目的関数 の最大化 に連がるようにす ること,す なわち各サブシステムの目的関数Ji,
i=1～nの 最 大化が,全 体的 目的関数Jの 最大化 とほぼ等価であるようなシステムにす るこ
とが有効な方法である。っま りこれは,シ ステムを構成す る際に,サ ブ システ ム間 に干渉 が少
な く,Jiの最大化がJの 最大化 とほぼ等価か比例関係 になる様 な ものを考 えることで,一 般に
　
は,Jが ΣJiに完全 に分割 される(独立性 を有す)場 合が,一 番 問題 ない といわれている。従
って,シ ステ ム全体 の目的達成 を部分 目的の最適化 か ら行 うためには,相 互に干渉 がない よう
に して,各 サブ システムの目的関数 を作成す る必要があ り,これ には,そ のサブシステムで任
意,独 立 に決 定できる操作変数 で,そ の目的関数 を表わせる場合 が一番良い。 しか し現実の問
題 では,あ るシステ ムの状態 を決定す るのに,外 部か ら入 って くる独立変数 でそ こでは制御 で
きない外乱変数 とい うものが,不 可欠 となる場合が多い。これには,シ ステムの評価 の際に,
外乱が一定値 を持続す るとい う仮定 がおければ,同 じく外部か ら干渉がない状態 として システ
ム を扱 うことができるが,一 般 には,評 価関数 に外乱に関す る期待値 を選ぶな ど,統 計的な定
式化 を考えることがよく行われる。都市の防災 システムでは,火 災の発生や延焼 に影響 を与 える,
地震や気象条件 などの自然的要因の扱 いが難 しく,こ れ らの変動 によ り計画 の評価値 が大 き く
変わ って しま う場合 には,評 価 を問 うこと自体 あま り意味がない。 しか しそれ らの外乱変動 が
あるこ とを前提 として,計 画の所望値 を設定することは可能であ り,一般 には,計 画 における
安全率 とい う考 え方か ら,過 去においてある確率年数 をもって発 生 した,危 険度 の高い状態 を
想定 して計画 をたて るこ とが よ く行われ る。なおこの場合,そ の確率年数 自体 が,計 画立案 に
用 いたシステム間 の関係性や・固定 とした外乱等 の持続期 間 と共に,計 画 の耐用年数 と して制
限 を加 えて くることに注意す べきである。
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2-2シ ステ ムの評価尺度
システムが,与 え られ た目的 をどの程度達成で きたか を計測 できれば,シ ステムの評価 を行
うこ とが できる。ここではシステ ムが要求 され た機能 を故 障な く実現 す る確率 である信頼度 を,
評価 尺度 のベー スとして評価値 の定量化 を考 える。そのためには,シ ステムの修理 系,非 修理
系 の区別が必要 とな り,こ の うち 「修理系」 とは,故 障か ら修復 への状態変化 が可能 な系 を意
味 し,ま た 「非修理系」 とは,正 常か ら故 障への状態変化 のみが可能 な系 のこ とである。 なお,
この故障 あるいは正常 とい う状態判断 は,シ ステムがその 目的(機 能)を 遂行 してい るか否か
で決定 される もので ある。
次に,信 頼性 を計測す るための客観 的な尺度 としては,以 下 に述 べ る3っ の基本 的な確率 が
あ り,い ずれ も時間の関数 である。
① 信頼度(reliability):R(t)
信頼度 は,シ ステ ムが規定 の条件下 で,意 図す る期 間中.規 定 の機能 を遂行す る確率 で,時
間t軸 上 に意図す る時間 を規定 し,そ の時点 で全体 の何%が 無故障でい るか を示す ものである。
② 保全度(maintainability):M(τ)
保全度は,修 理可能な システ ムが規定 の条件 において保全が実施 され る時,規 定 の時間内に
保全 を終 了す る確 率で,保 全時間 τ軸上,す なわち故障発生点 を原点 として,そ こか らあ る規
定時間 τ(τ《t)ま でに,全 体 の何%が 修復 されてい るか を示す ものである。
③ アベイ ラビリテ ィ(availability):A(τ,t)
これは,修 理可能 な システムが,あ る特定 の瞬間 に機能 を維持 してい る確率 で,① と② が同
時に要求 され る修理系 にお ける広義 の信頼度 であ り,稼 動率 ともい うべ き確率 であ る。
また これ らを,上 記 のよ うに時 間の関数 の確率 として ではな く,時 間の平均値 で表わ した も
の としては,次 の ような尺度 があ る。
①'信 頼度Rに 関係す るもの と して は,平 均無故障時間,MTTF(meantimetofailure)
とMTBF(meantimebetweenfailures)があ り,前 者は非修理系 の平均寿命,後 者 は修理系
の,故 障 と故障 との間の無故 障時間 の平均 を表わす ものである。
② ノ保全度Mに 関す る もの としては,平 均修復時間(動 作 不 可能時 間)を 表 わ すMTTR
(meantimetorepair)あるいはMDT(meandowntime)があ る。
③'ア ベ イラビ リテ ィは,RとMと の関数 であ るこ とか らこれ らの時 間の比の形 の稼動率 で






この他,同 じく信頼性 を測 る尺度 としては,「 率」 を用いた 「故 障率:R(t)」,「修復 率:
μ(τ)」な どがあるが,こ れ らはn個 中何個不良かとい う相対比率(%)で 測 る ものではなく,
単位時間当 り何%故 障が発生す るか,あ るいは修復 され るか とい う形 で表わされ[1/時 間]
を単位 として持っ ものである。 したが って,A(t)は,MTTF,MTBFの逆数 に相 当するよ う
な尺度 であ り,ま た μ(τ)はMTTRの逆数 にあたる尺度 である。但 し,MTTF,MTBF,MTTR
な どは平均値で あって一定値 であ るが.λ(t)やμ(τ)は一般に時間の関数 である。
ここで信頼度R(t)について,そ の排反 事象 の確率 となる不信頼度F(t)や,さらにそれ を微








す なわ ち,f(t)は全体 に対 す るR(t)の時 間的 減 少率(ス ピー ド)で あ るが,λ(t)の方 は,
tとい う時 点 まで生 き残 って い るR(t)の減 少率f(t)を問題 に して い る。 つ ま り,λ(t)はtま
で残存 して い るR(t)のうち,次 の単位 時 間 に どれ ほ ど故 障 して い くか を示 してお り,R(t)とい
う条 件 っ きのf(t)と言 える。 この(1.4)式 は さ らに次 の よ うに変 形 されて,(1.7)の よ う な








・… … ・・(1 .6)
・一 ・・…(1
.7)
同様 に,保 全度M(τ)について も,そ の修復率 μ(τ)との関係 は次のようになる。
M(τ)は,ある規定時間 τまでに全体 の何%が 修復 しているか を示 して お り,従 っていまだ故
障 してい るものの割合 は,次 のM(τ)で表わ され る。
M(τ)=1-M(τ) … … …(1 .8)
μ(τ)は,τま で故 障 して い るM(τ)のうち,次 の 単 位 時 間 に どれ だけ修復 してい くか を示す
値 とな るこ とか ら,次 の(L9)式 で与 え られ,こ れ を変形 して(1.11)式が得 られ る。
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μ(t)={dM(τ)/dt}/dM(τ)… … …(1.9)
d面(z)/M(τ)=一μ(τ)dτ … … ・(1.10)
fla(・)-e-J。τμ(・)・・ 一 ・(1.11)
従 っ てM(τ)と の 関 係 式 は 次 の(1.12)で 与 え ら れ る 。
M(,)_1_e-f,τ"・(・)d・ … … …(1.12)
次 に,平 均 値 で あ るMTTFとf(t),R(t)と は 次 の 様 な 関 係 で 結 ば れ て い る 。 ま ずMTTFは
故 障 時 間 の 平 均 値 か ら 次 の(L13)式 で 表 わ さ れ る 。
　　 　
MTTF=E(t)=∫t・f(t)dt=∫t・f(t)dt・ ・… … ・(1.13)
一∞0




なお故 障 率 λ(t)=A,(一 定)で,信 頼度 が指 数 分 布 に従 う場 合 には,R(t)=e'At,f(t)=λ♂t
と な り,MTTFは 次 の よ うに な る。
MTTFイ …(・)イ ・・♂td・イ ・-Rt-1… ……(1・15)
同様 に して,MTTRとM(τ)の 関 係 は(1.16)のよ うに な り,μ(τ)=μ,(一 定)でM(τ)=1-
e一μτの場 合,MTTRは(1.17)の よ うに な る。
　　 　




ここで考 える都市 の防災 システ ムは,そ の全体 の構成 が図1-1に 示 す よ うに,大 別 してS1,
S2およびS3の3つ のサブシステ ムか ら成 り立っ ものである。 システム全体 の目的は,火 災 か
ら人 々の安全 を確保す るこ とであ り,そ の領域 は,出 火お よび延焼防止 を意図 した事前の都市
計画か ら,実 際に火災が発生 したときに,で きるだけ短 時間に消火,避 難 を完了 させて,再 び

































































図1-1.都 市 防 災 シ ス テ ム
れ る地域では,い つ もSTARTからSTOPへの流れの うち,ど れかが満足 され ていて人 々の安
全が守 られている必要 がある。
3-1シ ステムの目的
各 サブシステ ムの 目的お よび内容 は次 のよ うになる。 「(S1)火災発生 の防止」は,出 火 自
体 の可能性 をな くす こ とを目的 と してお り,並 列 なシステム 「A1出火原 因の除去」および 「A2
可燃物 の制限」か ら成 ってい る。A1は さらに直列な システム 「R1人的要因 の除去」および 「R2
自然要因の除去」に分割 され,R1は 人間の不注意に よる出火原因 を除 くことで あ り,R2は 地
震,噴 火や気象条件等 の 自然力に よる原因 を除 くこ とである。一 方,可 燃物 の制限 は さらに2
つの並列な システ ムrF,物 の不燃化 」お よびrF2物 の撤 去」 に分割 され,F1は 現 に使 用 し
ている物 の機能 を存続 させ たまま不燃化 を行い,着 火 の可能性 をな くすことを意味 し,F2は可
燃物 の存在 自体 をな くすことであ る。
「(S2)延焼遮断」は,火 災発生の防止が できなか った時 に,延 焼 が広 が るのを出来 るだけ少
な くす ることを目的 とす るシステ ムで,さ らに 「B1延焼 防止」 と 「B2延焼 阻止」 との並列な
システムに分割 され る。B1は建物 の 不燃 化や そ の集積 として の防火帯,防 災街 区等 によ り,
延焼 の防止 を目的 とす るものであ り,B2はいわゆる消防力や消火設備に よ り延焼 をくい止 める
ことを目的 としてお り,シ ステムと しては さらに 「火 災の感知 ・発 見 ・通報」 と,そ れ にっ な
がる 「自動 消火」,「自力消火」,「消防力に よる消火」に分割 され る。
「(S3)避難 」は,火 災状況に よ り広域的 な避難 が必要 な時 に,避 難地 として指 定 されている
安全域へ,で きるだけ短時間に全員 を移動 させるこ とを目的 とす るシ ステムである。それはさ
らに3つ の直列 なサブシステム,rC1避 難指令 の発令 」,rC2避難情報 の伝達 」,rC3安全
域への移動 」に分割 され,CIは 広城避難 が必要 とされ た時,出 来るだけ早 くそ の指令 を出す
こと,C2は その情報 を全員 に出来 るだけ早 く知 らせ ること,ま たC3は指 令 を受 けた後,出 来
るだけ短時間 に安全域へ の移動 を完 了す ることを目的 とす る ものであ る。
3-2シ ステムの区別
ここでは各サブ システムにっいて,修 理系,非 修理系 の区別 を行 い,シ ステムと して どの よ
うな構成 になっているか を解 説す る。
「(S1)火災発 生の防止 」は,常 に動作 してい るシステムであ り,あ る時点 で発生 した火災に
対 して効果が発揮 できなか った と して も,次 の発生防止 には効果が期待 できる。 しか し一っの
火災 を対象 に考 えれ ば,防 止 が出来ずに出火 して しまうと,も う元 の状態 に戻す ことはで きな
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いので非修理系 であ る。
「(S2)延焼遮断 」は,出 火後 に動作 が考え られ るシステムで,目 的が延焼 を防 ぐことか らし
て,た とえ消火が完了 して鎮 火できた として も,延 焼 して焼失 して しまった ものは元に戻す こ
とはできない。従 って非修理系 である。
「(S3)避難」は,出 火直後 には全員が避難 していない状態か ら始 ま り,時 間経過 に伴 って安
全域への移動 が完了 してい くシステムである。ここで避難地 として指定 され た場所 の,火 災に
対す る安全性 は,定 常的に保証 されてい るもの とし,避 難のシステムでは固定化 された外乱変
数 と考 える。 したが って,一 度避難が完了するとそこで収束状態 とな り,故 障から修理の方 向
のみ許 された修理 系 とみなす ことができる。
システ ム全体 では,「 延焼遮断」 と 「避難」 とは並列系 をな し,避難 は消火等 の働 きとは独
立に行われ るものとす る。これ は避難計画 を 「その時の延焼状態に対応 して行われ るもの」 と
考 えるのではな く,逆 に,人 間が最 も容 易に避難で きるよ うな計画 をまずたて,そ れがいかな
る場合 に も実行 できるよ うに,消 防力や防火帯 な どをコン トロール してい く,と い う発想に基
づ くものである。 これ ら2つ の システムは,常 時動作 している 「(S1)火災発生 の防止」に対 し
ては待機状態 にあって,防 止 に失敗 して出火 した場合 に,切 替 って人々の安全 を確保す るため
に動作す るシステムと考 えられ る。従 って,こ の都市の防災 システムは一つの 「待 機 冗 長 系
(stand-byredundancysystem)」を構成 しているとみなす ことができる。
3-3シ ステムの評価値
各 システムの目的が どの程度遂行 され るか,前 記の確率 とか時 間の尺度 により表現 できれば,
定量的な評価 が可能 となる。 しか し都市 の防災 システムでは,信 頼度,故 障率,修 復率な どの
評価値 が,一 般 の機器の部品の ように,実 験的かっ固定的に求め られているわけではな く,シ
ステムが対象 とす る地域やそ こでの防災計画 の実施状況によ り当然異 って くる。 ここでは,各
システムの評価値が どのよ うに して求められ るか,そ の算出方法について述 べる。
(1)「火災発生 の防止 」は,あ る一定期 間の出火率が不信頼度F(t)に当 り,燃 焼単位 または
地 区単位 のメ ッシュと してN個 に分割 した対象地域で,単 位期間 にrケ 所 で出火があった場合,
F(t)=「/Nで求 め られ る。、
(2)「延焼遮断 」の システムは,対 象 とした地域の延焼状態か ら評価値が きま り,出火か ら
時刻tま で何個燃 えずに残 っているかとい う残存率 で,信 頼度R(t)を表現できる。す なわちN
個 の単位 の うち,空 地な ど延焼対象 とならない もの を除いたK個 を分母 として,時 刻tに おい
てまだ燃 えず に残 ってい る個数 をn(t)とおいたとき,R(t)はR(t)=n(t)/Kで与 え られ る。 ま
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た故 障率 λ(t)は,時刻tに おいて 丁度 延焼 す る単位 をr(t)とし,そ れ まで に燃 え ず に残 って い
た単 位 数 をm(t)(すな わ ち,m(t)=n(t-1))と して,λ(t)=r(t)/m(t)で表 わ され る。
(3)「避 難 」 の シ ステ ムは,避 難 完 了状 態 か ら評価 が き ま り,出 火 後,時 刻tに お い て,安
全 域 に避 難 完 了 して い る人 々 の割 合 で 保全 度M(t)が与 え られ る。 す な わ ち対 象 地 域 の 要 避 難
人 口 を1、人 と し,時 刻tま でに避 難 を完 了 して い る 人 数 をn(t)とす る と,M(t)は,M(t)=
n(t)/1・で与 え られ る。 また修 復 率 μ(t)は,時刻tに 丁度 避 難 を完 了 す る人 数 をr(t),それ ま
でに避 難 を終 わ って い な か った人 数 をm(t)とした と き,μ(t)=r(t)/m(t)で表 わ す こ とが で き
る。
(4)最後 に,人 命 の安 全確 保 を目的 とす る防災 シ ス テ ム全体 の 評価 値 は,同 じく対 象 地 区の
要避 難 人 口 をL人 と した と き,出 火 後,時 刻tに お いて,延 焼 と避 難 の状 態 か ら安 全 で あ る人
数n(t)が求 め られ れ ば,信 頼 度R(t)=n(t)/Lで表 わ す こ とが で き る。
4.防 災 システムの評価関数
こ こでは都市 の防災 システムの うち,実 際 に出火 した場合 に動作す る 「延焼遮断」と 「避難」
か ら成 る部分 を取 り上 げ,こ れ らのシステムが ある信頼性 のもとに動作 した場合に,系 全体の
目的 であ る 「人 の安全 の確保」 が どの程度保証 され るか,そ の信頼性 を表わす評価関数 の理論
的 な算 出方法 にっ いて述 べ る。
4-1信 頼 度 の算 出
まず 簡 単 の た め に,「 延 焼 遮 断 」のシステムが,故 障 率R(t)=λ(一 定),し たが って 平均 延
焼 時 間MTTF=1/λ,信 頼度R(t)=e一λtで遂 行 され,ま た 「避 難 」 の システムが,修 復 率 μ(t)
=μ(一 定) ,し た が って 平均 避 難 時 間MTTR=1/μ,保 全度M(t)=1-e一μtで遂 行 され た揚
合 の問 題 を扱 う。(図1-2)
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図1-2.防 災 システム(二 要素並列系)
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防災 システムが扱 う対象域のある単位 において,シ ステムiが動作 している状態 をXi,動作 し
ていない状態 をiiで表 わ した場合,サ ブシステムS2,S3がと りうる状態 は表1-1の ような
もの とな る。
表1-1.要 素 の と り う る状 態
S2
x2=延 焼(出 火)し て い ない








一 方 ,系 全 体 と して の と りうる状 態,す なわ ち あ る単位 が と りうる状 態 は,こ れ らの組 合 せ
か ら表1-2に 示 すEo～E3の4っ の状 態 とな り,そ の うちシステム全体 としての目的 「人の 安全
の確 保 」 が満 足 され て い る のは,Eo,E2,E3の3っ の状 態 とな る。
表1-2.系 の と り う る 状 態
0
1EE
X2・ヌ3=延 焼 せ ず,人 が い る





X2・X3=延焼 せ ず,人 もい ない
文2・X3二延 焼 して も,人 が い ない
○
○
したが って,火 災発 生 時 を原 点 と して,時 刻tに お い てEiと い う状 態 に あ る確 率 をPi(t)
とす れ ば,防 災 シ ステ ム と して の信 頼 度 は,R(t)=Po(t)+P2(t)+P3(t)で表 わ され る こ とに
な り,こ の各 確 率 は 次 の よ うに して算 出 され る。
系 が と りうる4状 態 間 の推 移 確 率 の ダイ ヤ グラム は,図1-3の よ うにな り,△tあ た りの こ
の推移 確 率 行 列 と,こ れ を微 分 方程 式 の形 で表 わ した もの を,式(1.18),(1.19)に示 す 。






























… … …(1 .18)
・・・・… 一(1 .19)
こ の連 立微 分 方 程 式 を,初 期条 件P、(0)に対 して解 くこ とに よ りPi(t)を求 め る。 これ はA
=P-1,sI-A,か ら初 期条 件P(0)のも とにP(s)=P(0)/(sl-A)を求 め,Pi(s)にっ いて
ラプ ラ スの逆 変 換 を行 ってPi(t)を得 る ので あ るが,t=0で はEo状 態 に あ る と して,P(0)=
(1000)であ る。 次 に(sl-A)-1は
(sl-A)-1=Isl-A「1・adj(sI-A)… … …(1.20)
の 関係 を用 いて 求 め るが,adj(sI-A)は,P(0)に 対 応 す る一 行 目の要 素C1」,j=1～4だ
け を計算 す れ ば よい こ とに な り,各 値 は次 式 で与 え られ る。
1
1sl-A「1= … … …(L21)
S2(S十A)(S十R十 μ)
1:1::∴λ)∴:∵+λ)}一(L22)
こ れ ら の 値 を 用 い て,各Pi(s)は 次 の(1.23)式 か ら 求 め ら れ る 。
P(s)=(po(s),P1(s),P2(s),P3(s))
=lsl-A「1・[C11 ,Cl2,C13,C14」 … … …(1.23)









R十 μs λ十 μs十 λ十 μ
μ
P2(s)=(
S十 λ)(S十 λ十 μ)
11
=一(1 .26)





R十 μss十A λ十 μs十 λ十 μ






。 一 ♂t+、 辛 。 ・e'(a+μ)t(・ ・31)
防災 シ ステ ムの信 頼度 は,R(t)=Po(t)+P2(t)+P3(t)から,結 局,次 の(1.32)で求 め られ




な おE1の 状 態 が,系 全体 で の故 障状 態 に あ た るの で,不 信 頼度F(t)は次 式 で表 わ され るこ
と にな る。
F(・)-P1(・)一 、至 。 一 、 転 ・e-(λ+μ)t(・ ・33)
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4-2ア ベ イ ラビリテ ィ
以上の ことは,防 災 システムを2要 素並列 系と して,そ の信頼度 を算出 したものであ るが・
これ は防災システム全体 を,一 っ の要素S(λ,μ)からなる修理系 と考 えて,そ のアベイ ラ ビリ
テ ィを算 出 した場合 と全 く同 じ結果にな る。す なわ ちシステムの信頼度,保 全度 が,(1.34)





」 ・… 一(1 .34)
!







図1-5.単 一 要 素 の シ ヤ ノ ン 図
こ の場 合,そ の正 常状 態 をEo,故 障状 態 をElと す る とシ ャ ノン図 は図1-5の よ うになる。









これ を以 前 と同様 に して ラ フoラス の逆 変 換 を用 い て解 くと,ア ベ イ ラ ビ リテ ィがPo(t),ア
ンァベ イ ラ ビ リテ ィがP1(t)として 次 式 に よ り求 め られ る。
μ+λ .e-(・+μ・・Po(t)=A(t)=






これ らは,(L32),及 び(1.33)式 と全 く同 じ関数 に な る。 ここで上 式 につ いて さ ら に考 察
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を加えると,こ れ らの式の第2項 は過渡項であ り,t→ 。。とす ると残 りは第1項 の定常項だけ













ここで アベ イ ラ ビ リテ ィA(t)と,定常 ア ベ イ ラ ビ リテ ィAと の 関係 は 図1-6の よ うに な る














図1-6.ア ベ イ ラ ビ リテ ィ
以上 によ り,都 市の防災 システムの信頼性 を計測できる評価 関数が得 られたことになる。 た
だ し(1.32)や(L37)式を算出す るのに用 いた,λ,μ=一 定,と い う仮定 は,一 般 に複雑 な
系の安定 した稼動状態 に現われ るもので,故 障 にっいていえば,そ の発生の時間間隔が ランダ
ムな偶発故障(CFR:constantfailurerate)に適用 できる ものである。従 って,対 象 とす る
地域の特性 に よりその動作状態 が異なる都市の防災システムにおいては,い つ も成 り立っ もの
ではない。 しか し,図1-6か らもわか るよ うに,故 障率A(t),修復率 μ(t)の関数形 は,こ の
都市 の防災 システ ムでは,定 常状態に至 るまでの過渡的な段階における信頼度 の時間変化 を知
りたい場合 に必要 となるもので,最 終的 な状態 を問題 にす るのであれば,式(1.39)で示 した
定常 アベイ ラビ リテ ィを評価関数 と して用い ることができる。 これには平均時間 とい う代表値
のみを扱 えば よいので,結 局,結 論 としては次のようにい うことができよ う。
出火後 に動作す る都市 の防災 システムについて,そ れが最終的 に何%の 人の安全 を確保 でき
るかを示す評価 関数 は,そ のシステムの働 きによる,地 区の延焼状態 を 示 す 平 均 延 焼 時 間
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(MTBF)と,地区 の避難状態 を示す平均避難時間(MTTR)か ら,修 理 系 と しての信頼性 を示






以下,こ の論文では(1.41)式を安全度評価式 と呼 ぶことにす る。
5,ま と め
ここでシ ステムと して扱 った都市 の防災計画では,計 画 自体 に対す る発 想か ら,「延焼遮断」
と 「避難」 のシステ ムが並列 な関係 にな るように配置 してある。そ のため相互に干渉が ない状
態 で各 目的 を遂行 でき,シ ステムの構成 か ら理論的 に求 め られた系全体の評価 関数(1.41)で
は,対 象地域 の平均延焼時間 の最大化 と,平 均避難時 間の最 小化 をそれぞれ独立 に行 うことに
よ り,系 全体 の最適化 が得 られ るようにな ってい る。 この後必要 とされ ることは,各 平均時間
と具体的 な建築 あ るいは都市計画的 な操作変数 との対応 をっけることであ り,本 論文では次の
第2,3章においてその一部 を論 じてい るが.例 ば 「延焼遮断」 の システムでいえば,平 均延焼
時間 と建物 の不燃化率や防火帯の造成 との関係,及 び消防施 設の配置 の問題 を含 む消防 力 との
関係 であ り,「 避難」 のシステムでいえば,平 均避難 時間 と避難地 の場所や経路 との関係 であ
る。 なお この場合,「 火災発 生の防止」 のシ ステ ムで与 えられ るこ とになる建ぺ い率,隣 棟間
隔や空地 率,及 び街路パ ター ンなどの,都 市の幾何学的 な形態 が外生 変数 として入 って くるこ
とに なるが,何 をそ こでの操 作変数 とす るか を明確 にすれば,各 平均時間 の最適化問題 も同様
に してそれ ぞれ独立 に設定 できる もの と考 え られ る。
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第2章 防 災 シ ス テ ム の シ ミ ュ レ ー シ ョ ン
ー シ ミュ レー シ ョ ンに よる安 全 度 の算 出 一
1.概 説
この章 では,第1章 で示 した都市防災 システ ムの各 内容 をモ デル化 し,あ る計画 の もとで人
々の安全が どの程度確保 され るか を予測 できる,シ ミュレーシ ョンモ デル を作成 してみた。ま
た,第1章 で求 めた地 区の安全度(対 象地区 の人々が安 全である確率)を 表 わす評価式(2.1)





さらには,重 回帰分析 の方法 に よ り,シ ミュ レー ションで用 いた各変数 の安 全度 に与 える影
響 も調 べてお り,具体的 な防災対策 となる,防 火帯による地区分割 の効果について も,同 じく
シ ミュ レーシ ョンを用いた方法 によ りそ の考察 を行 って いる。
2.シ ミュ レー シ ョンモデル
都市において地震 火災 が発生 した時 の問題 は,(1)何ケ所 で火災が発 生す るか,(2)それが
どの よ うに延焼す るか,(3)人々は どのよ うに避難す るか,(4)結果 と して何割 の人の安全が
確保 で きるか,の4段 階 に分 けて考 えることがで きる。 これ らの項 目と第1章 の3で 示 した防
災 システム(図1-1)と の関係 は,(1)にはSIの 「火災発生の防止」,(2)にはS2の 「延焼
遮断」,(3)にはS3の 「避難」の各サブ システムが対応 し,(4)には防災 システム全体 の目的
が対応す る。以 下に,各 項 目につ いてのシ ミュ レー シ ョンのためのモ デル化 を説明す る。
2-1出 火 モデル
出火 モデルでは,対 象地域 のどこで火災 が発生す るか とい う,出 火の場所 と件数 の予測 が最
終的 な目標 とな り・そ の際,モ デルの変数 に都市計画的 な要 因を組 込 めれば,火 災発生 の防止
を計画 サイ ドか ら検 討す るこ とが可能 となる。以上 のことを目的 として,平 常時の出火 デー タ
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をもとに,火 災発生密度の回帰分析 を行 ってみ た査1
これは京都市(228ゾー ン)における3年 間の出火件数か ら,各 ゾーンの火災発生密度 を求 め
て これを基準変数 に と り,地域特性 を示す用途分類,人 口密度,容 積率 を説 明変数 に して,数
量化1類 による回帰 を行 った ものである。説明変数 を決定す るにあた り,不燃化率 は,火 災発
生密度 との単相関がr=0.036で,全く相関関係 がなかったので変数か らは外 した。 また結果
は表2-1,2-2,2-3,に 示す通 りで,重 相関係数 はR=0.548とな り,満 足できる回帰
値 は得 られなかった。従 って,こ の解析に基づ く限 り,上記の変数 を用いての出火地点 の予測
は困難であ り,都市計画的な対策で出火防止 を計 ることも難 しい問題 といえよう。
表2-1.回 帰 係 数














































































表2-2.単 相関行 列 表2-3.相 関係数









用 途分類 人 口密度 容積 率
0.1810.3150,294
0,548
次 に,地 震時の出火に関 しては,こ の種 のデー タが少ないこ とか らか,火 災発生 と地 域特性
の関連 を とらえた研究 はほとん どない。 しか し,家 屋 の倒壊率 と出火件数 との関係 を回帰 した
ものと。ては凍 京消防庁により作成 されたグラ。P及 び水野氏 らが行った鹸%・ ある.前
者 は,関 東大地 震時 の出火率 の調査 か ら求 め られ たもので,図2-1に これ を示す 。なおこの
出火率は,地 震時の出火件数 と木造建物棟数 の比であ り,ま たこの値 を現 在に適用す るために
は種 々の修正が必要なこ とが述べ られてい る9)








02 5 , 2
侭りか い 率 多
図2-L関 東地震 にお ける倒 かい率 と出火率(文 献1)P30よ り引用)
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後者 は,過 去 の12の大 きな地震の調査 データをもとに,地 区の炎上火災の出火件数yを(2.
2)式に より回帰 した ものである。 ここに,炎 上 火災 とは全出火 の うち即時消止 できずに燃 え
広がった火災であ り,ま たx/Nが倒壊率 にあたる。
y=α ・β・B・N・(x/N)a
但 し
y:炎 上 火 災出 火件 数
α:火 器使 用 率,夕 食 時(PM5～7時)で は,α=2.50
β:季 節係 数,冬 季 で は β=2.4087(β=eo'8791)
N:全 世 帯数




これ らの方法 を用 いれば,倒 壊率が決 まると出火件数 だけはある程度予測できる。 しか し同
じ規模の地震 を対象 として も,両 者の方法の間には,算 出 され る値にかな りの開 きが生ずるこ
とが文献3)に述 べ られている。
以上のこ とか ら,火 災の発生は都市計画的な レベルで操作 できる事象 とはな りえず,こ の都
市の防災 システムでは,コ ン トロールできない外生変数(外 乱)と して扱 うことに した。従 っ
てこの出火モデルでは,出 火件数 を単なる入力 デー タとして扱 うことに し,そ の発生箇所 も場
所 を特定 できないこ とか ら,対 象地域内の任意 の地 点を全 く無作為に選ぶ ことに した。
2-2延 焼モデル
延焼 モデルは,図1-1に 示 した防災 システムの中の,「 延焼遮断」の システ ムのシミュ レ
ー ションを扱 うものであるが,こ の うち消火 を目的 とす る 「延焼阻止」のサブシステムは,地
震時 の場合,消 防力 による消火 などが,交 通障害等 から極 めて不確定 な要素 になることが予想
され る。従 って,こ れ は もしうま く動作で きれば安全側に働 く要素 とみ なす ことに して,延 焼
モデルか らは除外 したま1し か し,そ れ とは並列 な関係 に位置す る 「延焼防止」 のシステムに
ついては,空 地や不燃建築物 をメッシュで表現す ることによ り,そ の効果 を計測 できるよ うに
してい る。す なわち,こ こでは対象地区 を50m角のメ ッシュに分割 して,そ れ を木造,不 燃




で並んでいることを前提 にずi隣 接す る木造 メ ッシュ間では必ず延焼 が起 こ るとして いるが・
不燃造,及 び空地 メ ッシュへ の延 焼はない ものと した。なお,こ のモデルでは,上 記 の地 区の
構 造デー タの他 に,延 焼速度 と出火件数 の2つ を変数 としているが,出 火件数 にっいては,地
震時に何件発生す るか とい う予測の問題 には触れてお らず,"N件 の場合 には"と い う形式 に
して単なる入力 デー タと して の扱い を した。
(1)延焼速度
延焼 の状態 は,各 メッシュの中心 に一 っのポイン トを対応 させ,そ こが延焼す る時 間で表 わ
してい る。また出火ポイ ン トか らの延焼 は,メ ッシュに分割 したこ とか ら8方 向 と してい るが,
各方向の延焼速度はす べて同 じに して,円 形拡大 による近似 を行 った。一般 に,延 焼形態 が風
向 の影響 を受 けることは明 らかであ り,堀 内博士 の研究4)によれば,均 質 な地 区 において一定
方向 の風 を受 けた場合 には,延 焼が卵形 に拡大す る結 果が得 られて いる。 また,風 向,風 速,
及び家屋 長 と隣棟間隔 のデー タが得 られれば,浜 田博士 により求められた経験式5)を用いて,風
下,風 上,風 側 の各方向の延焼時間,従 って延焼速度 を算 出す るこ とも可能 である。 しか し風
向は きわめて不確 定な要素 と考 え られ,た とえ出火時 の風 向 を予測 できた として も,長 時間 に
わた る大規模火災では,火 災 自体の影響 で旋風 が生 じた りす るので,そ のまま定方向 を持続 す
るとい う保証は得 られ ない。 これ らの理 由か ら,こ の延焼 モデルでは,風 向を変数 に して方向
別 の延焼速度 に差異 をっけることは しなか った。そのかわ り,風 速vに おける最大の延焼速度
を用 いて各方向の延焼 を行 うこ とに し,こ れに浜 田式 の風下側延焼速度Vを あて ることに した。
このV(m/分)は,対 象地 区の風速vm/sec,家屋 長am,及 び隣棟 間隔dmが 定 まった とき,
(2.3)式の風下側延焼時間t2を用 いて(2.4)式よ り得 られ るもので,こ の速度 で延焼 を行 う








次に,同 じく浜 田式 に よる と,延 焼速度 自体 が時 間経過 によ り段階的 に増加す るとしている
が,こ のモデルではそれ も一定値 のままと した。 これ は,飛 火 な どの影響 に よ り一般的 には増
*1浜 田式 に従 え ば,隣 棟 間 隔dが,風 速 をvm/secと して,D=5+v/2で 表 わ され る延 焼 限 界距 離Dmよ り大 き
い場 合 には,延 焼 が起 こ らな い と してい る。従 って,こ こでは 木造 メ ッシ ュに,風 速 がv=0の ときで も延 焼 す る距 離
の,d=5m以 下 の地 区 を考 え るこ とに した。 詳細 は 付録1「 浜 田式 に つい て」 を参 照 の こ と。
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加す ることが予想 され ると して も,過 去の大火例では,他 の要因による影響 のためか減少 して
いる揚合 もあ り9)あ ま り確 定的 なものではないとみ な したことに もあ る。 しか しそれ以上 に,
ここで扱 うような都市的規模 の火災 とい うマ クロな現象においては,そ こで用いる変数 もそれ
に相応 してマ クロな処理 をした方が,問 題の性格 を見誤 る危険が少ない と考 えたか らであ り,
変動幅 があるこ とを前提 に した"平 均的 な値"と い う意味で,固 定値 を採用 した ものである。
なお,浜 田式についての詳 しい解説,及 びその問題点 についての考察は,付 録1「 浜 田式に
っいて」 でと りあげてい るので ここでは省略す る。
(2)出火地点
出火地点 に関 しては,発 生場所 が全 く不確 定であるとみな してお り,入力 データと して与え
られるn件 の予想 出火件数 に対 して,対 象地区内のメ ッシュn個 を無作為 に選び出 し,そ この
ポイ ン トか ら出火す るとしてい る。但 し,選 んだメ ッシュが空地 の場合は再び プロッ トをや り
直 し,不 燃造 の場合 には出火 して も延焼 せず と して,木 造メ ッシュからの出火のみ により延焼
をシミュ レー トしている。
(3)延焼過程(ア ル ゴリズム)
シミー レーシ ョンは,1分 を単位 とす る固定時間増分法で進行 させてお り,毎 時,出 火ある
いは延焼す るポイ ン トを選 び出 し,そ れに隣接す る木造 メ ッシュのポイ ン トに延焼時刻 を与 え
る操作 を繰返 してい る。 また,異 なる出火点 によ り,2っ 以上 のポイン トから延焼時刻 を与 え
られることになったポイン トは,そ の中で最小の値 を持っ よ うに してお り,出 火メ ッシュか ら
連続 して並ぶ木造 メッシュを,す べて燃や し尽 した段階で,シ ミュ レーシ ョンを打切 っている。
(4)出 力
延焼 モデルの出力 としては,ま ず各地点の
延焼時刻(単 位,分)で 表わ され る延焼動態
図があ り,こ の例 を図2-2に 示す。これは
50m角のメ ッシュ100個か らな る地 区を対
象 と した もので,内 部 に×印で示 した10個の
不燃造 メ ッシュを含 んでお り,出火状況 は,
4件の火災の うち2件 が不燃造 メッシュで発
生 した場合 である。各 メッシュには,延 焼速
度 を5m/分としたときの延焼時刻が示 されて
お り,こ の うち出火 メ ッシュには1分 が与 え
られてい る。 図2-2.延 焼動態図
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25 11 25 35 45 55 65 69
35 25 21 25 35 39 49 51 55 59
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次に,地 区の ・燃 えやす さ ・の指標 とな る平均延焼 時間があるが,こ れ は延焼対象 となる木
造 メ ッシュの,燃 えた時刻の平均値 と して求 めてお り,図2-2の 例 では,90メッシュの平均
として38.3分が得 られた。
2-3避 難モデル
ここでの避難は,対 象地区内の人々が,そ の地区に接す る広域避 難路 や近隣公 園な どの,一
次的な安全域 に到達す るまでの状態 を扱 ってお り,避 難命令 が出 され ると,各 自そこに向か っ
て最 短な経路 を通 って移動す るものと している。従 って,こ の間 においては特 に火災情報 に基
づいた誘導 があるわけでな く,自 由に避難 が行われ るもの としてい るが,一 次的 な安全域 に到
達 した後,さ らに広域的 な避難 が必要 とな る場合 には,最 終的 な安全域 となる広域避難地 まで,
誘導 な どによ り安全 に行 ける状態 を前提 としてい る。
シミー-Lレーシ ョンにはメ ッシュ表現 を用 いてお り,延 焼 モデル との対応 か ら,同 じく50m
角のメ ッシュを一単位 と した。出火 か ら避難完了 までの避難時間 は,移 動 を開始 す るまでの避
難 開始時間 と,安 全域 までの移動 に要す る移動時間の2っ に大別 してお り,こ の うち避難開始
時問 には,各 メッシュとも同 じ値 を与 えて この避難モデルでの操作変数 とした。 これは,避 難
開始 までの時間 に決定的な影響 を与 えるのは,
いっ避難命令 が出 され るかであ り,そ れが全
、メッシー同時 に発令 で きると考 えたか らであ
る。一方,移 動 にっいては,安 全域 に至 るま
での最 も簡明 な最短経路 を,あ らか じめデー
タと して各 メ ッシ ュに与 えて お り,そ の歩行
速度 には50m/分の一定値 を考 えたので,1
分 で1メ ッシュ移動 できることになる。この
例 と して,図2-2と 同 じ地 域で,四 周 に向
か う発散型 の避 難 を行 った場 合の移動時間 を
図2-3に 示す。各 メ ッシュには外周 に到達
す る までの時間(単 位,分)が 与 え られてお
り,平 均 は2.20分となった。
図2-3.移 動時 間
以上 のよ うに,こ のモデル では,対 象地 域が与 え られ るとその安全域 との位 置関係 か ら,各
メ ッシュの避難経路,従 って移動 時間は一意的 に決 まるこ とになってお り,延 焼状 態 を判断 し
て経路 を変 えるな ど・実際の避難 において とられ る行動 はモ デルに組 込 まなか った。 これは,
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計画サイ ドか らみた場合,パ ニ ック等が予想 され る災害時の避難にお いては,本 能的 で単純 な
ルールに基づ く行動 しかあてにできない と考 えたか らで,そ のよ うな避難行動 を前提 と して作
成 した防災計画の安全性 に問題 がある時 には,延 焼遮断 のシステ ムの方にフ ィー ドバ ックして,
一定水 準の安全性 を確保 してい こうと考 えたか らである。
2-4評 価 モデル
防災計画 の評価 は,対 象地区において火災が発生 して避難が行 われた時 に,結 果 として何%
の人の安全が確保 できたかで表わす ことができる。 しか し,炎 や煙に よ り,実際 に人々が死 に
至 る状況 を決定す ることは困難なので,こ こではその前提 とな る,人 と火災が同時に存在す る
状態 が発生 した揚合 に,「 危険」 と定義す ることにした。
す なわちこのモデルでは,延 焼 と避難 の時
系列変化の重ね合わせ を行 い,避 難単位 であ
るメッシュが,避 難 を開始す る前 に延焼 して
しまうか,あ るいはその移動途 中に延焼中の
メ ッシュと重なることがあるか を調 べ,こ の
様 な状態 に出会 わず,無 事 に避難出来たメッ
シュ数 の全体に対 す る比率で もって,地 区の
安全度 の計測 を行 っている。
図2-4に,こ の重ね合わせ を行 った例 を
示す。これは図2-2の 延焼状態 に対 して,
出火5分 後 に避難 を開始 させ,図2-3に 示
した移動 を仔 った場合 の結果 である。各メ ッ 図2-4・ 延焼と避難の重ね合わせ
シュには,延 焼 メッシュと重 なった時刻(分)
が与え られてお り,1分 は出火 メッシュで,そ の他は移動途 中にこの出火メ ッシュと重 なった
時刻である。この例 では,全 部で8個 の メッシュが危険 な状態に出会 うことか ら,安 全 度 は
92%となる。
5.シ ミュレー シ ョンによる解析
以上 に述べて きたモデルを用いて,こ こでは実際にシ ミュレーシ ョンを行い,第1章 で求 め
た安全度評価 の理論式(1.41)の検 証や,こ のモデルで用 いた各変数 が,安 全度 に対 して どの
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様 な影響 を与 えてい るかの感度解析 を行 ってみた。また,防 火帯 による地 区分割 の効果 につい
て も,同 じくシ ミュ レー シ ョンによる結果 を もとに して,そ の考察 を行 ってい る。
なお,こ の研究での大 きな特徴 の一っで ある,出 火地点 の任意性 をふ まえた平均延焼時 間,
及 び安全度 を求 めるため,こ こでは同 じ条 件の もと,出 火地 点 を全 くランダ ムに与え るシ ミュ
レー シ ョン を各 々10回 繰 返 して お り,そ の算 術 平 均 を もって 一組 の 入力 デ ー タ の値 と した。
また,対 象 地 区 の モ デル ケー スに は,50m角 の メ ッシュ100個(10×10)か らな る正 方 形 の
領 域 を用 い て い る。
3-1安 全度評価 式 の検証
ここでは(2.5)の理論 式 にっいて,シ ミュレーシ ョンよ り求 めた安全度 と理論式か ら求め
た安全度 を比較す ることによ り,評価 関数 としての妥当性 を調 べてみた。 なおこの研究では,
シミュ レー シ ョンを,デ ー タを発生す る計算機 に よる実験(computerexperiment)と考え,
シ ミ'レ ー シ ョンよ り直接得 られ る安全度 を実験値Yと し,ま た平均延焼時間及 び平均避難 時
間 を(25)式 に代入 して求 めた安全度 を推定値Xと 考 え,YとXの 相 関係 数 を調 べ ることで,
理論 式の検証 を行 ってい る。
平均延焼時間安全度 =
平均延焼時間+平 均避難時間
。 ・・■ 一・・。 ・(2 .5)
できるだけ広 い区間 の安全度 をサ ンプル にす るため,各 入力 デー タには次 のよ うな区間の値
を用いた。 まず延焼速度 には,2～20m/分 まで2m/分 間隔 で10個 の値 を用 い,出 火件数 に
は,1～10件までの10ケースを,また避難開始時間には,1,5,10,15,20分の5ケースを用いることに
した。従 って,全 部 で10×10×5=500個 の組合 せ をシ ミュ レー トす ることになる。 なお,
平均延焼時間 を用 い る理論式 では,防 火帯 な どによ り燃 えない メッシュが生 じた時 の安全度 の
上昇 を,そ の平均時 間の変化(増 加)で 表 わす ことはで きない(平 均延焼時間=+。。となるの
で)。 従 って,こ の検証 のためのシ ミュ レーシ ョンでは,不 燃化率 を操作変数 か ら外 してお り,
対 象地 区は木造 メッシュのみで構成 して,す べて延焼す るよ うに した。次 に,同 じく理論式 の
検証 において,安 全域 の配置 が異 なる場合の あては ま りの良 さを比較す るため,図2-5に 示
す3種 類 の避難 タイプ をと りあげてお り,そ の各 々の場合 について,上 記 の500個の安全度 を
求 めてみ た。 なお,図2-5のAは 発散 型の避難 タイプで,四 周 に,広 域的 な避難路 と して の
安全域が存在する場合 で,こ の時の平均移動時間Tsは2.2分となった・またBは 集中型 の避難 タイ







































従 って,こ の時 の対 象領 域 は96メ ッシ ュ とな り,Tsに は4.17分が得 られ た。 次 にCは ス ラ
イ ド型 の避 難 タイ プで,一 辺 の みに安 全 域 が接 して い る と した場 合 で あ り,Tsは5.5分 となっ
た。
各避 難 タイ プにお け るYとXの 相 関係 数 は,表2-4,図2-6の よ うに な った。 この相 関
係数 は,XとYの 平均 的 な 関係 か らXに 対 す るYの 回帰 直線Y';aX+bを 最 小2乗 法 に よ り
求 めた時,式(2.6)よ り得 られ る ピァ ソンの相 関係 数rで あ り,YとXの 間 にみ られ る線 型









この場 合 そ れ が いず れ の タイ プで も0.95以上 の高 い値 とな り,シ ミュ レー シ ョン値 と理論
値 の間 には強 い相 関関 係 が み られ,ま た直線 の形 も図2-6に 示 す よ うに,Y=Xに かな り近






A発 散 型 1,561 一35 .07 0,960
B集 中 型 1,609 一46 .67 0,955
Cス ライ ド型 1,465 一37 .17 0,957
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次に各避難 タイプについて,シ ミュ レーシ
ョン値 と理 論値 のあては ま りの良 さを比較す
るため,こ こでは(2.7)式の相関指数 ρを求











す なわちここで求 めるρは,シ ミュ レー ション値Yと 理論値Xが 等 しいはずであ るとした場合
に,そ の関係(Y=X)に 最 も近 いのは どの タイ プか を求 めるために算出 した値 であ り,Y'=
Xと おいたY'が,Xに 対す るYの 回帰直線 として実際 に求 め られたわけではない ので,い わゆ
る相関指数 ρとは意味 を異 にす るま1
なお(2.7)式については,変 数YとXの 回帰関係 が直線的 でYがY'=aX+bで 回帰 されて
いる場合 には,ρは(2.6)式の相関関数rと一致 しナ2例 えば表2-4のa,bを 用 いたY'=aX+
bを(2.7)式に代入す れば,表2-4のrと 等 しい ρが得 られ る。
*1す な わ ちY'が 回帰 に よ り求 め られ た もの では な いの で,マ=Y'と い う関係 が成 立 してお らず ,VEくVが 必 ず し
も保証 され な い。 従 って,Y'とYの 間 に かな りの差 が あ る と きに は,1-VE/Vが 負 に な る こ と もあ る。
*2Y'=aX+bのa,bは,(1)式 で与 え られ るVEが 最 小 にな る よ うに求 め られ て お り,こ れ はVEをaお よびbで 偏
微 分 して次 の よ うに算 出 され る。
VE=1/N・Σ(Y-Yノ)… … …(1)
諜 儒:1}… 一(・)
a・1/N・ΣX2十b又;1/N・ ΣXY… … …(3)
Y=aX十b… … …(4)
a=Σ(X一 又)(Y-Y)/Σ(X一又)2… … …(5)
こ こでY-Y'は 次 式 で表 わ され る。
Y-Yノ=Y-(aX十b)=(Y-Y)十a(X一 又)… … …(6)
従 って,こ れ と(5)のaを(3)式に代 入 して,x=X-X,y=Y-Yと お くと,VEは 次 の様 に変 形 され る。
・・ 一 青 ・Σ(Y-Y')2
-k・ Σ(_Σxy.y"Z
xx)2
-k・{Σ ・・一 ・・姿 ・Σ ・y+(雛)2・ Σ ・・}'
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表2-5.適 合度(相 関指数)
避難タイプ 発 散 型 集 中 型 スライ ド型
相 関指数 0,893 0,782 α790
この結果 は表2-5の よ うにな り,シ ミュ レー シ ョン値 と理論値が もっともよく適合す るの
は,タ イ プAの 発散型の避難である。 これは,理 論式 における安全度 の算出方法か ら考察すれ
ば,次 の様 に説明 され よ う。
(2.5)の理 論式 にお いて,あ る1っ のメッシュの安全 は,そ こが延焼 して しまう時 間と,
そのメッシュか ら人がいなくなって しまう時間,す なわち避難 開始時間 との関係か ら求 められ
てお り,移動途中において,他 のメ ッシュの延焼状態 によ り危険 になることは直接含まれてい
ない。そのかわ り,移動 に要す る時間 を求 めてそれ を避難開始時 間の遅れに繰 り入れてお り,
結果的 には避難 開始時間の増加 による安全度 の減少で,移 動途中の危険 をもり込むことを試み
ている。従 って,こ れ は,ど ちらかといえば不確定な部分 となるので,平 均移動時間が小 さく,
その影響の少 ない タイプAの 発散型 の方が,あ ては まりの良い結果になった といえよ う。
3-2各 変数 の感度解析
ここではシ ミュ レーシ ョンよ り得 られる値 をもとに して,延 焼速度 や出火件数,及 び不燃化
率や避難 タイプな どの各変数 が,安 全度 に対 して どの様 な影響 を与えているかを調べてみた。
解析 には重回帰分析 の方法 を用いてお り,各 変数 の安全度 に対す る偏相関係 数の絶対値 から,
その影響度 を考察す ることに した。




V-k・ Σ(Y一 マ)2-k・ Σy2⑧






こ れ は(2.6)式 のrと 全 く一 致 す る 。
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に して,発 散,集 中,ス ライ ドの各避 難 タイ プ につ き,別 個 に解 析 を行 って み た。 結 果 は表2
-6 ,2-7,2-8の よ うに な り,重 相 関 係 数 は い ず れ も0.9前後 の 高 い値 とな った の で,
この回 帰 式 を も とに各 変数 の考 察 を行 って もさ しっ か え な い と い え よ う。
表2-6.発 散型避難
＼ 延焼速度 出火件数 避難開始時間 定 数 重相関係数
偏回帰係数 一2 .808 一4 .353 一3 .155 143.88 0,910
偏相関係数 一 〇.766 一 〇.679 一 〇,846 サ ンプル数
500単相関係数 一 〇.496 一 〇.384 一 〇.659
表2-7.集 匹抑彗14避i難
＼ 延焼速度 出火件数 避難開始時間 定 数 重相関係数
偏回帰係数 一2 .879 一4 .494 一2 .931 127.83 0,898
偏相関係数 一 〇.759 一 〇,673 一 〇.815 サンプル数
500単相関係数 一 〇.514 一 〇.401 一 〇.618
表2-8.ス ラ イ ド酉哩避 難i＼ 延焼速度 出火件数 避難開始時間 定 数 重相関係数
偏回帰係数 一2 .624 一4 .856 一2 .422 119.91 0,919
.
偏相関係数 一 〇.800 一 〇.777 一 〇.824 サ ンプル数
500単相関係数 一 〇.526 一 〇.487 一 〇.574
ノ
いずれ の避難 タイプにおいて も,偏 相 関係数 の大 きさは,避 難開始時間 〉 延焼速度 〉 出
火件数,の 順にな り,特 に避難 開始時間がいつ も0.8以上 で,安 全度 に強い影響 を与えている
結果 が得 られた。
瞬 こ 不燃化率 の影響 を調 べるため,そ れ も変数に加 えた シ,。 レーシ 。ンを行 つてみ た.
この場合には,延 焼速度 を2～10m/分まで,2m/分お きの5段 階 と し,出 火件数 も1～5件
までの5段 階 にお さえて,組 合せの数 を減 らす よ うに した。 また不燃化率 については,0～40
%ま での10%お きで5段 階の変化 を行 ってお り,各 値 に対応す る数の不燃造 メッシュ を,対
象地 域に全 くランダムに配置 して シミュレーシ ョンを行 うことに した。避 難開始時間 は,3-
1の場合 と同 じ5段 階 としたが.こ れで も各避難 タイプにつ き,54=-625個のデータがサ ンプ
ル として得 られるこ とになる・この不燃化率 も変数 に加 えた場合 の重回帰分析 の結果 を,表2
一30一
一9
,2-10,2-11に 示 す 。
}
表2-9.発 散型避難
＼ 延焼速度 出火件数 避難開始時間 不燃化率 定 数 重相関係数
偏回帰係数 一2 .334 一4 .509 一1 .223 0,183 120.63 0,840
.
偏相関係数 一 〇,629 一 〇.616 一 〇。713 0,302 サンプル数
625単相関係数 一 〇.439 一 〇.424 一 〇.552 0,172
表2-10.集 中型避難
＼ 延焼速度 出火件数 避難開始時間 不燃化率 定 数 重相関係数
偏回帰係数 一3 .161 一6 .488 一1 .530 0,229 123.13 0,866
偏相関係数 一 〇.677 一 〇.687 一 〇.731 0,317 サ ンプル数
625単相関係数 一 〇.461 一 〇.473 一 〇.536 0,167
表2-11.ス ラ イ ド型 避 難
＼ 延焼速度 出火件数 避難開始時間 不燃化率 定 数 重相関係数
偏回帰係数 一3 .343 一7 .286 一1 .497 0,240 122.32 0,902
偏相関係数 一 〇、746 一 〇.773 一 〇.769 0,373 サンプル数
625単相関係数 一 〇.484 一 〇.527 一 〇.520 0,174
これに よると,い ずれ のタイプで も不燃化率の偏相関係数 は0.3程度 とな り、安全度 に特に
強い影響 は与 えてい ない。他 の変数 の影響度 の違 いは,表2-9の 発散型では以前 と同 じく,
避難開始時間 〉 延焼速度 〉 出火件数,の 順 となったが,表2-10の 集中型では,避 難開始
時間 〉 出火件数 〉 延焼速度,ま た表2-11の スライ ド型では,出 火件数 〉 避難開始時間
〉 延焼速度,な どと,わ ずかの差 ではあるが,避 難 タイプの違 いによ り安全度に対す る影響
度 の順番 が変 わっている。
従 って,次 に避難形態 の違 い も考慮 に入れた上 での各変数の影響度 を調べ るため,3タ イプ
のデータ625×3=1875個を同時に処理 して解析 を行 ってみた。
まず,避 難 タイプの違 い を平均移動時間 の違 いで表 わ し,重 回帰 モデルで処理 した場合には,
表2-12の ような結果 となった。 なお各 タイプの平均移動時間は,Aの 発散 型で2.20分,B
の集 中型で4.17分,Cのスライ ド型では5.50分となっている。
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表2-12.重 回 帰 モ デ ル
＼ 延焼速度 出火件数 避 難開始時間 不燃化率 移動時間 定 数 重 相 関係 数
偏回帰係数 一2 .946 一6 .094 一1 .417 0,217 一4 .432 139.57 0,878





-0,436一 〇.451 一 〇.503 0,161 一 〇.314
これ による と,安 全度 に最 も強 い影響 を与えてい るのはや は り避難 開始時間 で,次 に出火件
数 と延焼速度 がほぼ同 じ値 で続 き,そ の後 に移動時間,不 燃化率が くるとい う順番 になった。
次 に避難 タイプの違 いを分類 で表わ して,同 じデー タを数量化1類 と重回帰 の合成 モデル*1
によ り分析 してみた。これ は避難 タイプの違 いによる影響度 にっいて,単 に移動時間の大小 で
は表わ しきれ ない部分 があるのではないか.の 疑 問に対 して行 った ものである。 結果 は表2-
13に示す通 りで,避 難 タイプの偏相 関は・O.556とな り,重 回帰 モデルのみで回帰 した場合の
一 一_.ノ
偏相関 一〇.549と,絶対値 ではほぼ同 じ値 となった。従 って今回行 った程度 の避i難形態 の違 い
では,そ の結果生 ずる安全度 への影響 は,す べて平均移動時 間の違 いで表 わ しうることがわか
る。なお,そ の他 の変数 間の関係は,表2-12の 場合 と全 く変わ りが ない。
表2-13.合 成 モ デ ル
延焼速度 出火件数 避 難i開始時間 不燃化率
避難タイプ 重 相 関
係 数
.
発 散 集 中 ス ラ イ ド
偏回帰係数 一2 .946 一6 .094 一1 .417 0,217 130.35119.74115.99 0,880







1,875単相関係数 一 〇.436 一 〇.451 一 〇.503 0,161 0,318
以上 のことか ら結論 をい うと,安 全度 に影響 を与 えてい る順番 は,避 難開始時間 〉 出火件
数 ≧ 延焼速度 〉 移動時間 〉 不燃化率 とな り、安全度向上 に最 も効 果がある対策 は,「 で
ダ
きるだけ早 く避難 を開始す ること」 となる。従 って,都 市計画的 な対策 を行 う場合で も,ま ず
目標 となる避難開始時 間を設定 し,そ の後,他 の変数 を順次操作 して一定水準 の安全度 を確保
す るとい う方法が,妥 当かっ最 も効果的 といえよ う。
次 に,3-1の 安全度評価式 の検証で用 いた,不 燃造 を含 まない場合 の発散 型避難 のデータ
*1合成モデルの詳 しい説明は,第2部 第1章 「京都市における火災発生密度」を参照のこと。
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500個をもとに して,安 全度Yの,平 均延焼時間Xlと平均避難時 間X2による重回帰分析 を行
ってみた。これ はYを,X1とX2の 線型重合 であるY=a1×1+a2×2+Cの 形 で回帰 した場
合 に,ど のよ うな相関が得 られ るか を求 めてみた ものである。
結果 は表2-14の ようにな り,重相関係数 にはR=0.835が得 られ た。 しか し3-1に お
いて,安 全度 をY=a・X1/(X1+X2)+bの形 で回帰 した場合には,単 純 相 関 係 数 がr=
O.960にもなってお り,従 って これか らも分数形で求 められている評価式 の妥 当性 が確かめ ら
れ る。
表2-14.安 全度 の線型重合
＼ 平 均延焼時間 平 均避難時間 定 数 重相関係数
偏回帰係数 0,767 一3 .155 79.20 0,835
偏相関係数 0,681 一 〇.767
.
サ ンプル数
500単相関係数 0,513 一 〇.659
最後 に参考 までに,不 燃化率 も変数 に含んだ場合の発散 型避難におけるデー タ625個を もと
に して,平 均延焼時間 を基準変数 に した重回帰分析 も行 ってみ た。なお この場合,対 象地域 に
不燃造 メ ッシュを含 んでいるので,平 均延焼時間 は,"燃 えた木造 メッシュ"の 平均値 として
算出 してある。
結果 は表2-15の ようにな り,重相関係数はR=0.753であまり良い回帰が行われたわけで
はないが,偏 相関係数 を比較す ると,出 火件数 の影響が一番強いことがわかる。
表2-15.平 均延焼時間の重回帰分析
＼ 延焼速度 出火件数 不燃化率 定 数 重相関係数
偏回帰係数 一8 .93 一54 .70 3.65 260.07 0,753
偏相関係数 一 〇.288 一 〇.677 0,523 サ ンプル数
625単相関係数 一 〇.197 一 〇.605 0,403
3-3防 火帯に よる地 区分割の効果
木造家屋 の連続 す る地 域 を防火帯 によ り分割 した場合 には,地 区の安全に対 して次の様 な効
果 が考 えられ る。 まず,木 造地区が道路,公 園な どの空地 に変え られて防火帯が造成 されると,
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出火件数 自体 の減少が期待 され る。 また,こ れが不燃建築群 で構成 された場合 で も,そ こでの
出火 が他 の建物 へ延焼す ることがないので,延 焼火災件数 の減少 につなが る。次 に,地 域が防
火帯 によ り分割 されていると,1件 の火災 で延焼危険の生ず る範囲が、分割 され た一つの地区
に限定 されることにな り,従 って避難 にっいて も,延 焼危険 のある地 区か らさえ逃れ ておれば,
一次的 な安全 は確保 され るこ とになる。
これ らの効果 を計測す るため,こ こでは次の2種 のタイプについてのシ ミュ レーシ ョンを行
ってお り.初期状態 と した,防 火帯がな く木造 メ ッシュのみが連続 す る場合 との安全度 の比較
を行 ってみた。
タイプ1:不 燃造 メ ッシュによる防火帯 で,地 域が分割 されてい る場合
タイ プ 皿:そ の分割 を行 うのに必 要 とした,同 じ数 の不燃造 メマシュ を全 くランダムに配置
した場合
1と皿の違 いは,皿 の方 は3-2で 行 ったの
と同 じく,単 に不燃化率 の安全度 に対する影響
を調べ ることになるが.1の 場合 は,同 じ数の
不燃造 メ ッシュを規則的 に並べ,防 火帯 として
の役 を成す ように した時 の効果 をみ ることにな
る。 なお避難形態は,い ずれ も地域の外周 に向
か う発散型 を基 本 としてい るが,防 火帯 には,
そこ も安全 な避難 路 となる路線防火帯 を考 えた
ので,分 割 された地区 ごと,同 じく発散型 の避
難が行 われ るもの とした。 この例 を図2-7に
示す 。
地 区の分割 は,図2-8の 上 段に示す2～10
図2-7.2分 割 における避難 方向
分割 までの5ケ ース を行 ってお り.これ に対応す る,タ イ プ 皿の ランダムに配置 した場合 を下
段に示 した。
シ ミュレーシ ョンは,こ の各分割 ケースにっき,避 難 開始時間Tを5段 階(T=1 ,5,…,
20)に変化 させて行 ってお り,延焼速度 を5.6M/分,出火件数 を2及 び3件 と した場合の結
果 を表2-16,及 び図2-9に 示す。 また同 じ条 件で,延 焼速度 を8.2m/分と した場 合 を,
表2-17,及 び図2-10に 示す。
グラフにおいて,実 線は タイプ1を,破 線 はタイ プ皿の場合 を示 してい る。なお縦軸の安全


















































































































































































































図2-9.安 全 度 の 変 化(実 線:タ イ プ[,破 線:タ イ プ1)


















延 焼 速度=8.2Mlmln出 火件 数=3






































































































































タイ プ1の 値 は,そ の分割 に対応す るメッシュ数 でプ ロットしている。また延焼速度 の5.6及
び8.2m/分は,浜 田式の風下側延焼速度(2.4)において,家 屋長8m,隣 棟間隔2mの 場合
に,風 速 をそれぞれ15m/sec及び20M/secとしたときの値 である。
これに よると,避 難開始時間が早い時 には,不 燃造 メッシュの存在 自体があま り影響 を与 え
ていない。 しか し避難開始が遅 くなれ ばなる程,ま た延焼速度が早 くなる程,不 燃化 による安
全度 の上昇は高 くな り,分割 の効果 もこの時に現われて きている。例 ぱ,図2-10,出 火件数
=3,T=20に おいては,分 割が増す とタイプ1,皿 間では安全度 に10%程 度 の差 を生 じ,
初期状態か らは30%も 上昇 す る結果 になった。従 って,地 区分割 の効果が顕著に現われ るの
は,延 焼速度 が早 く,か つなかなか避難できなか ったような時で,ほ ぼ延焼状態のみによ り安
全度が決定 されて しま う場合 といえよ う。 しか し出火件数 が多 くなると,ラ ンダムに配置 した
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場 合 とあ ま り大差 が な い こ とに な り,こ の例 と して,延 焼 速度=8.2m/分 ・ 出火 件 数=5・ と





























































































図2-11,安 全 度 の 変 化(実 線:タ イ プ1,破 線:タ イ プ 皿)
4.ま と め
この研究は,地 震火災 に対 しての,都 市の防災 システムのシ ミュ レーシ ョンを試 みた もので
あるが,一 般 に火災 を扱 った場合 には,そ の出火地 点の予測が きわ めて難 しい問題 となる。従
って ここで は,① 出火地点 の任意性,及 び ② 緊急時に人間が と りうる単純 な行動 に基 づ く避
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難計画,の2つ を所与の条 件 とし,こ れ らの前提 をふ まえた上 での防災計画 を考 えるため,延
焼 と避難 を独立に扱 ってお り,両 者の重ね合わせか ら安全性 を論 じてい ることがモデルの特徴
となっている。
(2.1)の安全度評価式にっいては,こ こでのシ ミュレーシ ョンか ら得 られ る値 において は,
その妥当性 を十分 に確かめ られた と考える。 しか しこの式 は,も とよ り厳密 な値 を求 めるため
の ものではな く,概 算値 として得 られ る安全度か ら地区ご との ランク付 けを行 い,防 災対策の
優 先順位 を決 める場合に有効な方法 となろう。
次に感度解析 か らは,安 全度 を左右 している主要因が,避 難 開始時間 〉 出火件数 ≧ 延焼
速度 の3つ であ り,「避難開始時間の決定」 が,防 災対策 のポイ ン トになるこ とがわかった。
また,不 燃化促進 による効果が大 きく現われ るのは,延 焼速度 が早 く,か つ避難開始が遅 くな
った場合であ り,こ の時さ らに,防 火帯 を構成す るよ うに して地域 を分割 してお くと,よ り大
きな安全度 を得 られ ることが確 かめられ た。なお,分 割 された一地区の安全度 は,そ れ を一つ
の領域 として(2.1)の評価式 を適用 することによ り,同様 に算 出できるが,そ の際,分 割 が等
しい面積 で行われてい ると,一 地区の安全度 がすなわ ち全体の安全度 とな り,こ の逆 もまた成
り立っ。
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第1章 においては,対 象 とす る地区の平均延焼時間 と平均避難時間 を用 いて,火 災 の延焼 に




また第2章 では,シ ミー.Lレーションより求 めた安全度 とこの(3.1)式を用いて求 めた安全度
との相関 を示す ことに よ り,そ の評価式 と しての妥 当性 を証明 した。なおその際(3.1)式の平
均延焼時間に代入 した値 は,安 全度 を求 めるシ ミー レーシ ョンにおいて,同 時 に算 出され る,
シ ミュ レーシ ョン値 と しての平均延焼時 間である。
一 方この章では,対 象 とす る地域内の各点 にっいて,任 意 のnケ 所 の出火点 か らの最短距離
(平均延焼距離)を 確率的 に求 める方法 を示 してお り,そ れ をもとに して,地 区の平均延焼時
間 の算出を試みている。 また,防 火帯 に よ り地 区 を分割 した場 合 の効果 にっいて も,同 じく
組合せ理論 に基 づいた定式化 を行 ってお り,最 後 に,こ れ らの方法 を用いて安 全度 を試算 した
例 を示 している。
2,平 均延焼時間の算 出
ここでは,対 象 とす る地域 においてn件 の出火が予想 され る場合 に,そ の出火地 点が全 く任
意 である(ど こで発生す るかわか らない)こ とを前提 に して,以 下 の問題 を扱 う。
ある地点が出火後何分 ぐらいで延焼す るかは,そ こか ら一番近 い出火点 までの距離(延 焼 距
離)と,そ の時の延焼速度 によ り求 めるこ とがで きる。従 って,こ こでは まず対象地 区内の各
地点 が,任 意のn個 の出火点 に対 して持つ距離 の中で最 も近 い出火点 との距離が どの くらいの
値 になるのか,そ の期待値 を求 めてお り,さ らにそれ らを全地点で平均 した値 に よ り,地 区と
しての平均延焼距離 を算 出 してい る。なお対象 とす る地 区の形状は,そ の領域 に属す る任意の






今,対 象地 域 をk個 のメ ッシュに分割 し,そ の中の一つのメッシュiに 与え られ る延焼距離
にっいて考 える。
1件の火災に対す る出火点には,k個 のメ ッシュのうちの どれか一っが選ばれ ることになる
が,出 火地点 の任意性 か らその選択 され る確率は各 メッシュとも等 しく,す べて1/kとなる。
故 に,メ ッシュiが1件 の出火 に対 して持 っ延焼距離には,メ ッシュiとk個 のメッシュの中
心点 を結 んでで きるk本 の距離41,1=1～k,の うち,ど れか1本 が1/kの確率 で与 え られ
ることになる。従 ってn件 の出火に対 して地点iが 最終的 に持っ延焼距離には,こ のk本 の距
ee411,j=1～k,の 中か ら,繰 返 しを許 してn本 を選 ん だ中 で一番 小 さな値 が与 え られ る こ
と にな る。
ここで,こ の距eeellを小さい ものか ら順に並 びかえ,1～kま での番号 をつけて新たに 五1,
」=1～k,と す る。その上 で,各1、ijが,地点iの 最終的 な延焼距離 と して選ばれ る確率 を考
えると,そ れは次 の様 に して求 められ る。
ある一っの値L』,(1≦m≦k)が 延焼距離 となるためには,n本 選んだ距離の中に,Lim
が少 くと も1回 以上現われているとと もに,そ の他の距離に,L』 より小 さな ものが入ってい
ないこ とが必要 であ る。
今,n本 の中にLLがs回 出現す るとした場合,そ の組 合せは.C,となる。 また,L㌔ の 生
起確率は1/kであるが,残 りのn-s本の距離 には,L」 よ り大きな値 のもの しか含 むことがで
きな く,そ の様 な状態の生起確率は,(k-m)/kとなる。以上に より,L」がn本 の うちs回
発 生 す る確 率p(n,s)は,次 の(3.2)式で表 わ され る こ とに な る。
・(・,・)-nCs・(去)s・(≒m丼 … … ・…(3.・)
こ こで,sに はs=1～nま で の各 場 合 が考 え られ るので,結 局,m番 目に小 さい距 離LL









従 って,任 意 のn個 の出火点に対す る地点iの 延焼距離 の期待値Li(n)は,iと他 の点mを 結
んだ距離L」 に,上 記 の生起確率Pm(n)を乗 じた ものを,m=1～kに ついて加算 して次の(3.4)





、茸1・C・(吉)s・(≒m丼s]… … …(3・ ・)
このLi(n)を,i=1～kの各点 にっいて求 めて平均すれば,対 象地 区にn件 の出火が あった
場合 の平均延焼距離L(n)を求 めることができる。
L(・)一是 ・葱Liω
一 是 舗L」 ・[茎
1。C・・(1)・・(klft-)n's]…(3・・)
2-2分 割 メ ッシュの違 いによる延焼距離の変動
(3,5)式で求 められる平均延焼距離L(n)を,延焼速度 で割れば,対 象地 区の平均 延焼時間
が算出 され る。 しか し(3.5)式には,メ ッシュの個数kが 変数 と して入 っているので,次 に,
同一の対象域において,メ ッシュ数が異な る場合,す なわち単位 とす るメッシュの大 きさが異
なる場合 に,延 焼距離が どの程度変化す るか を調べてみた。
計算対象 には,100m角 の正方形 の領 域 を用 いて,表3-1に 示す4種 類 のメ ッシュ分割 を
行 ってみた。各 分割 ケースについて,1～10件 までの出火に対す る平均延焼距離 を求 めてみ た
ところ,結 果は表3-2の よ うになった。
表3-1.分 割 ケ ー ス
ケ ー ス 1 2 3 4
分割数 5×5 8×8 10XlO 12×12
一 メ ッ シ ュ







1 2 3 4
1 50.95 51.71 51.87 51.93
2 38.20 38.61 38.72 38.77
3 31.13 31.81 31.95 32.01
4 26.75 27.54 27.70 27.76
5 23.66 24.54 24.71 24.78
6 21.32 22.29 22.47 22.54
7 19.47 20.52 20.71 20.79
8 17.95 19.08 19.29 19.38
9 16.67 17.89 18.10 18.20
10 15.58 16.87 17.10 17.20
これによると,こ の程度 の分割の違 いではたい
した差 は現われ ていないが,メ ッシュ間の距離 を
各 メ ッシュの中心点 を結んで求 めていることか ら,
分割が荒 くなるほど領域 を小 さ くした結果にな り
(図3-2),そ の影響で平均延焼距離 も小 さ くな
'1く'2
っている。 しか しこれは,延 焼時間が短 くな って
図3-2.地 区の安全度 を実際 よ り低 く見積 ることになるの
で,防 災的 には安全側の問題 として扱 えよ う。
なお一般 に,ど の程度 の大 きさのメ ッシュに分割す るかは,メ ッシュを用 いて表 わす値 に,
どの くらいの精度 が要求 され るかに よ り判断 され る もので,単 に分割 を細 くすればよい とい
うものではない。
表3-2の うち,10×10分割 の ときの,出 火件数nに 対す る平均延焼 距離L(n)の変化 をグ
ラフで示す と,図3-3の よ うになる。またこの値 をもとに,延 焼速度Vを,2・-IOM/分 ま


















表3-3.平 均延焼時間(100m角)T(n,V) n:出火件数,V:延 焼速度(m/分)
L(n):平均延焼距離(m)
＼ 2468101214161820 L(n).
1 25.9412.97 8.65 6.48 5.19 4.32 3.71 3.24 2.88 2.5951.87
2 19.36 9.68 6.45 4.84 3.87 3.23 2.77 2.42 2.15 1.94
1
38.72
3 15.98 7.99 5.33 3.99 3.20 2.66 2.28 2.00 1.78 1.60
1
31.95
4 13.85 6.93 4.62 3.46 2.77 2.31 1.98 L73 1.54 1.39
.
27.70
5 1236 6.18 4.12 3.09 2.47 2.06 1.77 1.54 1.37 1.24
.
24.71
6 11.24 5.62 3.75 2.81 2.25 1.87 1.61 1.40 1.25 1.12
.
22.47
7 1036 5.18 3.45 2.59 2.07 1.73 1.48 1.29 1.15 1.04
1
20.71
8 9.65 4.82 3.22 2.41 1.93 1.61 1.38 1.21 1.07 0.96
1
19.29
9 9.05 4.53 3.02 2.26 1.81 1.51 1.29 1.13 1.01 0.91
1
18.10
10 8.55 4.28 2.85 2.14 1.71 1.43 1.22 1.07 0.95 0.86
.
17.10
2-3シ ミュ レー シ ョンに よる平 均延 焼 時 間 との 比較
第2章 で は,50m角 の メ ッシ ュ100個(10×10)か らな る地 区 の平 均 延 焼 時 間 を,シ ミュ
レー シ ョンに よ り求 めてみ た。従 って ここ で も同 じく,500m角 の地 区 を100個 の メ ッシ ュに分
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割 した場合 の平均延焼時 間 を算定す ることに して,そ れ と第2章 のシ ミュ レー ション値 との比
較 を行 ってみた。
出火件数 に1～10件 までの値 を考えると,各 件数 に対す る平均延焼時間は,先 に100m角
の地 区を10×10に分割 して求 めた表3-3の 値 を5倍 した ものにな り.そ れ とシ ミュ レーシ
ョンよ り求 めた値 とを並記 した ものを,表3-4,及 び図3-4に 示す。 なお シミュ レーシ ヨ
ン値 は,各 出火件数 にっ き,そ の出火地点 をランダムに決定 して行 ったシ ミュレーシ ョン,10
回の平均値 である。
表3-4.平 均延焼時間(分) 上 段(理 論 値L/V)













140.8742 45.135.029.0 24.2 22.4 16.6 17.017.4
96.848.432.3 24.2 19.4 16.1 13.8 12.1 10.89.7
2 193.6
102.0 51.835.728.821.6 17.7 15.913.3 14.1 13.1
79.9 40.0 26.620.016.013.3 11.4 10.08.9 8.0
3 159.8




61.830.9 20.615.4 12.4 10.38.827.726.866.18
5 123.5
63.933.6 21.917.714.0 11.4 10.68.448.928.64





52.027.4 18.2 13.5 11.2 9.428.777.106.956.98





46.0 245 14.8 12.59.988.417.915.916.456.27











図3-4.平 均 延 焼 時 間 の 比 較
この図3-4か らも両者 の値 がほぼ一致 し
てい ることはわかるが,さ らに,シ ミーレー
シ ョン値 をY,こ こで求 めた理論値 をXと し
て,表3-4で 示 した100組の値 を もとに,
YとXの 相関係数 を求 めてみた。
結果は図3-5の よ うにな り,回 帰直線 は
Y=LO5X+0.914で,相関係 数 にはr=
O.998もの高い値が得 られた。従 って,両 者
の間 には全 く差 がない ことか ら,木 造家屋 の
みが連続 した地域 の平均延焼時間 を求め る場
合 には,シ ミュレー シ ョンの代 りにここで述
図3-5.シ ミュレーション値 との相関
(平均延焼時間)
べ た解 析 的 な方 法 を用 い て も,何 ら問題 が ない とい え よ う。
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5.安 全度の算出
(3.1)式を用 いて安全度 を算 出する場合 に必要 となる,平 均延焼時間は,以 上に述べた方法
によ り求 めることができる。一方,同 時 に必要 となる避難時間は,第2章 の2.「避難モデル」
の項において,既 に決定論的 な扱い をしているので,こ こで もその算出方法 をそのまま用 いる
ことに してお り,そ の概略 を以下に説明す る。
3-1避 難時 間の扱 い方
避難時間は,出 火時 から避難完了までの時間であ り,地 区の避難の しやすさ を表 わす もので
ある。ここでは,そ れ を避難 開始 までの時間と移動時間の2っ に大別 してお り,前者 には計画
変数 としての扱 いか ら,全 地域同一 の値 を与 えた。一方,移 動 にっいて も,安 全域 への最 も簡
明 な最短経路 をあらか じめ決定 してお り,ま た移動速度 も50m/分の一定値 としたので,対 象
域が決 まると地 区の移動時間は一意的 に求 まることになる。
ここでは,平 均延焼距離 を求 める際 に行 ったの と同 じメ ッシュ分割 を用 いて,ま ず各地点 の
移動時間 を求 め,そ れ らの平均値 で地区の移動時間 を表 わすこ とに した。例 ば,100m角の地
域 を10×10のメッシュに分割 して,発 散型の避難 を行 った場合 には,平 均移動 時間 は0.44
分 とな り,500m角のときには,こ れ を5倍 して2.20分が得 られることになる。
なお移動 にっいては,そ の速度が50m/分と,火 災 の延焼速度 が5m/分程度 なのに対 して,
オーダが異 なるほどの違 いがあ り,対 象領域が小 さい揚合 には,避 難開始時 間に比べて もご く
小 さな値 となる。従 って,移 動時 間が安全度 に影響 を及ぼすのは,非 常 に条件が悪 い時であ り,
これからも,「 いっ避難 を開始するか」 とい う避難開始時間が,安 全度 に対 しての決定的な要
因になっているこ とがわかる。
3-2シ ミュレー ションによる安全度 との比較
第2章 では,(3.1)式に代 入す る平均延焼時 間に,シ ミュ レーシ ョンよ り求 めた値 を用 いて,
その安全度評価式 と しての検証 を行 ってみ た。ここでは,そ の平均延焼時間に,前 節で示 した
方法による値 を代入 して理論的 な安全度 を求 め,同 じくシ ミュレー ションによる安全度 との比
較 を行 ってみた。
シミュ レー ション値 としての安全度には,対 象地 城に不燃造 メ ッシュを含 まず,発 散 型の避
難 を行 わせて,延 焼速度,出 火件数,及 び避難 開始時 間を変化 させた場合の500個のデー タを
用 いてお り、それ に対応す る理論的 な安全度 を求 めて相関 を調べてみた。
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シ ミュ レーシ ョン値 との間には,す でに平均
延焼時間で高い相 関が確かめ られているこ とか
ら予想はできるが,第2章 で行 った揚合 とほぼ
同様 な結果 とな り,シ ミユレーシ ョン値 をY,
理論値 をXと した回帰直線には,Y=1.469X
-25.65が得 られ,単 純相 関係数はr=O.949
となった(図3-6)。 また,Y=Xと しての
適合度 は,相 関指数 が ρ=0.900となって,第




4.地 区分割の効果 に対す る確率的考察
防火帯 による地区分割 の効果 は,解 析 にシ ミュレー シ ョンモデル を用 いた場合 の結果 を第2
章 において示 した。ここでは,同 じ問題 を延焼危険 と出火件数 の減少 と して とらえ,確 率論的
な立場 か ら,そ の効果予測の定式化 を試みてみた。
4-1延 焼危険の算定
ある地域が防火帯によ り分割 されている と,分 割 された地 区相互間では延焼 が生 じないこ と
か ら,地 域全体 の安全度が向上す ることになる。ここではその効果 を延 焼危険 の減少 として と
らえ,地 区の分割数 と出火件数 の2っ を変数に して,そ の定式化 を行 ってみた。
この基本的 な考 えを述べ ると,次 の様 になる。
図3-7,aを,木 造家屋の連続 す る地域 とし
た時,そ こに1件 の出火が予想 され る場合 には,
延焼危険は100%となる。 しか しこれ を図3-
7,bのように,防 火帯 に より2つ の地区A,B
に等分割す ると,1件 の火災に よ り延焼す るの
はA,Bの いずれか一方 となるこ とから,地 区









同様 に して,あ らか じめ2分 割 されてい る地域 に,2件 の出火が予想 され る場合の問題 につ
いて考 える。ここでは,火 災の発生 は前回の出火場所 には影響 されず,1件 ごと独立 な事象 と
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考 えてい るので,そ の発生状態 には,表3-5に 示す4っ のヶ一スが考 えられ る。 また,各 火
災のA,B両 地 区での出火確率 は,毎 回同 じで1/2となるこ とか ら,4状 態の生起 確率Piは
いずれ もPi=(1/2)2=1/4とな る。従 って,こ のPiに,対 応す る各状 態の延焼危険度Diを
乗 じて加算すれば,地 域の延焼危険の期待値Eが 求め られる。 この結果 は表3-5の よ うにな
り,地 区の延焼危険度にはE=75%が 得 られ る。














A A 50 1/4 12.5
.ΣD・P
75.0%
2 B A,B 100 1/4 25.0
3
B
A A,B 100 1/4 25.0
4 B B 50 1/4 12.5
以上 のことは,一 般的 には次 の様 な問題 と して扱 える。
「木造家屋 が密集 した地 域において,出 火地点 が全 く任意 なn件 の火災が,同 時 に発生する
ことが予想 されるとき,そ こを防火帯に より,他 へ の延焼がないk個 の等面積の ゾーンに分割
した場合 に,地 域全体 の延焼危険が どの程度 にな るか を予測す ること。但 し,延 焼危険 の算定
は,1つ の ゾー ンに少 くとも1件 以上 の出火が予想 されると,そ の区画の中はすべて延焼対象
になると考 えて,全 地域の1/kに延焼危険があるものとす る。」
この解は,順 列,組 合せの問題 として次のよ うに求め られ る。
1件の火災は,そ の発生場所 にk個 のゾーンの うちどれか一っをとることか ら,n件 の出火
による発生状況(順 列 の数)に は,全 部でkn個の状態が考 えられ る。 この うち,n件 の火災
が.J個 の異な るゾー ンにわたって発生する場合の状態の数 をP歯n)とす ると,そ れ は 次 の
(3.6)の漸 化 式 で与 え られ る。
　　　
P'(n>=kCJ・[Jn一 ΣPJ且(n)]… … …(3.6)
1=1
但 し,P～(n)=kC1・1=k-… ・・(3.7)
従 って,そ の状態の生起確率 はPノ(n)/knとな り,こ の場合 には,地 域全体のJ/kが延焼危
険 にな る。
以 上 の こ とか ら,対 象 地 域 の延 焼危 険 の期 待値P(k,n)は,n件 の火災 が,一 っ の ゾー ンか
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ら高 々n個(J=1～n,但 しn≧kの とき はJ=1～k)の ゾー ンにわ た って発 生 す る場 合 の,





=ΣJ/kn+1・kCJ・[Jn- .EPJ正(n)]… … …(3.8)
J=1 且=1
この(3.8)式 にお い て,地 区 の分割 数 をk=1～10ま で,出 火 件 数 をn=1～10ま で変化
させ て求 め た延 焼危 険 を,表3-6に 示 す 。
表3-6.延 焼 危 険 度P(k,n) (単位,%)
出火件数
kn 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
分割数
1 100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0
2 50.0 75.0 87.5 93.8 96.9 98.4 99.2 99.6 99.8 99.9
3 33.3 55.6 70.4 80.3 86.8 91.2 94.2 96.1 97.4 98.3
4 25.0 43.8 57.8 68.4 76.3 82.2 86.7 90.0 92.5 94.4
5 20.0 36.0 48.8 59.0 67.2 73.8 79.0 83.2 86.6 89.3
6 16.8 30.6 42.1 51.8 59.8 66.5 72.1 76.7 80.6 83.9
7 14.3 26.5 37.0 46.0 53.7 60.3 66.0 70.9 75.0 78.6
8 12.5 23.4 33.0 41.4 48.7 55.1 60.7 65.6 69.9 73.7
9 11.1 21.0 29.8 37.6 44.5 50.7 56.2 61.0 65.4 69.2
10 10.0 19.0 27.1 34.4 41.0 46.9 52.2 57.0 61.3 65.1
次に,シ ミュ レーシ ョンモデル を用いて
行 った第2章 の3-3,「防火帯 による地区
分割の効果」 との関係は,こ の延焼危険度
P(k,n)から求 め られ る安全度S(k,n),
S(k,n)=1-P(k,n)が,3-3で求め
た安全度の極 限値 と して扱 える。すなわ ち
S(k,n)は,延焼状 態のみか ら地域の安全
が決定 される場合の値 で,避 難 を行 わなか
った時 とか,延 焼が早 くて避難 す る余裕 が














き る。 この対 応 を見 るた め,第2章3-3で 行 っ た シ ミユ レー シ ョンの中 で,延 焼 速 度 が8.2
m/分の場 合 に,出 火件 数 がn=3で,避 難 開 始 時 間 を20分 と して求 め た安 全 度 と,こ の
S(k,n)を並記 した もの を図3-8に 示す 。 なお,図 中3-3の シ ミユ レー シ ョン値 は破 線 で
示 して ある。
4-2出 火件数 の減少予測
ある地域 に,出 火地点が全 く任意 なn件 の火災 が予想 されるとき,そ こを防火帯 によ り,k
個 の等面積 の ゾー ンに分割 してお くと,当 然のこ ととして,一 っの ゾー ンで予想 され る出火件
数 の減少が期待 される。 ここでは,そ の値 がどの程度 になるかを,確 率的 に求 めてみ た。
以前 と同 じく,1件 の火災が一っ の ゾー ンに発生す る確率 は1/kとなるので,n件 の うち,
r件がそ こに発生す る確 率Pk(n,r)は,組合せの問題 として次 の(3.9)式で求 め られる。
11
P・(…)=・C・ ・(E)「 ・(1-F)n-「 … ・●…'(3・9)
k:ゾ ー ン 分 割 数
n:地 域 出 火 件 数
r:ゾ ー ン 出 火 件 数(0≦r≦n)
こ こで,一 つ の ゾー ンに,n件 の火 災 の うち1件 も発 生 しない揚 合 の確 率Pk(n,0)をとって
み る と,そ れ は,(3.8)式 で示 した延焼 危 険度P(k,n),及 び4-1で 示 した安 全度S(k,n)
と,次 の よ うな 関係 にな る。
Pk(n,0)=1-P(k,n)
=S(k,n) … … …(3 .10)
すなわち,Pk(n,0)はP(k,n)の排反事象 であ り,延焼危険に対す る安全度S(k,n)は,k
個 に分割 された中の一つの ゾー ンに,1件 も火災が起 こらない確率か らも求 めることがで きる。
これは1個 の ゾー ンの安全度 であるPk(n,0)が,地域全体 の安全度S(k,n)を表わ しているこ
とにな り,こ の地 区分割 を,シ ステム分割 の問題 としてみれば,「 一つ のシステ ム(地 域)の
安全 を,k個 の相互 に独立 なサブシステム(ゾ ー ン)の 安全 の問題 に分割 してお り,し か も1
個 のサブシステム(ゾ ー ン)の 安全度の向上が,シ ステム全体(地 域)の 安全度 の向上 と等価
な関係 になっている」 とい うことができよ う。
なおこのPk(n,r)については,k,n,rを種 々に変化 させた場合の一覧表 を,付 録2に おい
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て 示 して い る。
5.評 価 式 に も とつ く計 算 例
こ こ では,以 上 に述 べ て き た方 法 を用 い て,800m角 の地 域 に2件 の 出 火 が 予想 され る場 合
の安 全度 を,例 と して求 めて み た。 な お,避 難 開始 時 間 は出 火 後20分 と し,延 焼 速度 は4m/分
とす る が,こ れ は,家 屋 長8m,隣 棟 間隔 が2mの 地 域 に,平 均11m/sec程度 の風 が吹 い た時
の,浜 田式 風下 側 延焼 速度 で あ る。
まず,2件 出火 の と きの平 均 延 焼 距離 は,100m角 の場 合 の値(表3-7)を8倍 して,L=
38.72×8;309.8mとな り,平 均 延 焼 時 間X1に は,Xl=L/4=77.44分 が得 られ る。 次 に
移 動 時間 は,同 じく100m角 の場 合 の値 を8倍 して0.44x8=3.52分 と な る こ とか ら,平 均
避 難 時 間X2に は,X2=20+3.52=23.52分 が得 られ る。従 って安 全度Aに は,(3,1)式 を




出火件数 1 2 3 4 5
平均延焼距離
(m)
51.87 38.72 31.95 27.70 24.71
次に,こ の800m角の地域 を,防 火帯 によ り4つ の地 区に等分割 した場合 の安全度 を求 めて
み る。これは,そ の中の1個 である400m角の地 区の安全度 を求 める問題 とな り,ま ず,各 出
火状態 の生起確率 は次の値 となる。
全体 で2件 の出火の うち,こ の地 区(400m角)で1,及 び2件 発生す る場合 の各確率 は,
(3.9)式を用 いて次式で表 わされ る。
P・(2,1)一 ・C1・(吉)・(号)一 ・・375・ … … …(3.12)
P・(2・・)一 ・C・・(士)2・1-…625… … …(3 .13)
*1こ れ は表3-2,ケ ー ス3(10x10分 割)の 値 で ある。
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こ れ か ら,1件 も 発 生 し な い 確 率P4(2,0)は,次 の(3.14)式 で 表 わ さ れ る 。
P4(2,0)=1-[P4(2,1)十P4(2.2)]=0.5625… … …(3.14)
従 って,400m角で1件,及 び2件 の出火が予想 され るときの各安全度Aは,表3-7な ど
の値 をもとに して(3.11)式の場合 と同様 に算出 され るので,対 応す る生起確率Pを 乗 じてE
=ΣA・Pを 求 めると,4分 割 した場合の平均的 な安全度が得 られ る(表3-8)。 結果は約87














0 / / 100.0 0.5625 56.25
ΣA・P
86.67%
1 207.48 51.87 70.45 0.3750 26.42
2 154.88 38.72 6402 0.0625 4.00
平均避難時間=20+α44×4=21.76(min)
以上 のよ うに して,対 象地域 の安全度 を概算 す ることが出来 るが,こ こで,平 均延焼時間X1
と平均避難時間X2か ら地 区の安全度Aを 求 める(3.1)式にっいて,そ の分子分母 をX1で割 り.
(3.15)式のよ うに変形 してみ る。
A=X1/(X1十X2)=1/(1十X2/X1)=1/(1十 α)… …(3.15)
但 し,α=X2/X1
す なわち,地 区の安全度Aは,X2とX1の 比 α=X2/X1から決まることになり,例えばAを
80%程度 にす るためには,平 均延焼時間 を平均避難時間の4倍 以上にする必要があ る。
Ct〈O.25
4×2くX1 ・… 。・・(3 .16)
これ に関 して,逆 に,ど の程度 の広 さの領域において1件 の火災が発 生す るならば,安 全度
が80%以 上 になるか を次 に求 めてみた。なお,避 難 開始時 間は20分とし,延 焼速度 も以前 と
同 じ4m/分を用 いてい る。
今,求 める領域 を一辺n(×100m)の 正方形 とすれば,平 均延焼時間X1,及 び平均避i難時













従 って,火 災発生密度 を,700m角程度 の周囲 か ら延焼のない地域 で,1件 程度 に押 さえる
ことが出来 るな らば,風 速11m/secの時に出火20分 後 に発散 型の避難 を行 ったとして も,約
80%の安全度は得 られ ることになる。
6.ま と め
この研究は,火 災の発生 を全 く確率的 な事象 と考 えることに よ り,地 区 の平均延焼時間 と防
火帯 による地 区分割 の効果 について,そ の解析的 な算出方法 を求 めてみ た ものである。具体的
には,出 火地点 のランダム性 を前提 に して,組 合せ理論 を用 いた定式化 を行 った もので,そ の
結果は次の2っ の式に要約 され よう。
まず平均延焼時 間につ いては,k個 のメ ッシュに分割 した対象地 域において,各 メ ッシュi
とそ の他 の メ ッシ ュ との距 離 を小 さい もの か ら順 にLL,m=1-kと した時,任 意 のn個 の
出火 メ ッシ ュ との最 短 距 離L'(n)は,次式 で得 られ る こ とが わ か った。
L'(n)一譜 ・』・[
,亀・C・・(吉)・・(≒m)一 ・]
従 って,こ の1」1(n)をk個の各 メ ッシュにっいて求 めてそれ を平均すれば,地 区 の平均延焼
距離L(nlが得 られ,さ らにそれ を延焼速度 で割 るこ とによ り,地 区の平均延焼時 間が算出 され
るこ とにな る。
また,防 火帯 による地 区分割 の効果 にっいては,地 域 をk個 の ゾー ンに分割 した場合,そ の
中の一つ の ゾー ンに,全 出火件数nの うちr件 が発生す る確率は,次 のPk(n,r)で表わすこと
ができる。
・、(・,・)一 。C,・(吉)・ ・(i一 麦)一 ・
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従 って,こ れ らの算出式 と,(3.1)式で示 した安全度評価式 を用 いれば,同 時 多発 の地震火
災に対す る地 区の安全度 を,シ ミユレーシ ョンによらず ともある程度予測 できるこ とになる。
また,こ れ らの算 出方法によれば,木 造家屋 の連続す る地域 を,互 いに延焼す る危険がない
700～800m角程度 の ゾー ンに分割 し,か つその中で発生す る火災 を1件 程度 に押 さえること
ができるならば,風 速10m/sec,出火20分 後の避難開始 とい う条件 の もとで全地域 にわたっ
て延焼 が起 こって も,約80%の 人 々は安 全 に避難 できているとい う結果が得 られた。従 って,
まずこれ を一つの 目安 と して路線 防火帯 を整備 してい くことが,全 都市の不燃化 とい う究極的
な目的 に対 しての一つの足掛 りとなろ う。
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ここでは防災計画の骨子 とな る,出 火分布の推定や広域避難計画の可能性,及 び延焼危険 に
対す る人々の安全度評価 などの項 目にっいて,京 都市 を対象 に して解析 した例 を示す。 しか し
これ は,第1部 で述べた方法論 の具体的 な応用 ではなく,む しろ第1部 の第1章 で説 明 した防災
システム,及 び第2章 のシ ミュ レーシ ョンモデルなどは,こ こで得 られた結果 をもとに して作
成 された ものである。
まず第1章 では,昭 和40年か ら42年までの3年 間に,京 都市で発生 した火災の地域分布 を
もとに して,多 変量解析法による回帰分析 を行 ってみた。次に第2章 では,京 都市 の元学 区に
含 まれ る地域 を対象 とした,広 域的 な避難計画 を扱 ってお り,シ ミュレーション技法 を用 いた
計画法 の解説 を中心 に しなが ら,計 画解 の算 出を試みている。第3章 では,京 都市 の一地 区を
対象に して地震時の出火件数 を推定 してお り,火 災の延焼 と人々の避難 を含 むシ ミュ レー ショ





この研究 では,都 市域での火災発生密度(出 火件数/ha)を基準 変数 に と り,多 変量解析 に
よる回帰 分析 を行 ってみた。回帰 を行 うにあた り,説 明変数 に地 域の特性 を表 わす要因 を用 い
て,予 測 が出来 ると同時 にそれ らを都市計画 の際 の制御(政 策)パ ラメー タに して,計 画 サイ
ドか ら火災発生 の防止 ができるか,そ の可能性 を検 討 してみた。
地 域特性 を表 わす 変数 として採用 した ものは,用 途分類,人 口密度,容 積率,不 燃化率 の4
種類 であ り,こ の うち用途 が分類 で与え られ ていることか ら,数 量化 の1類 をベー スに,回 帰
モデル を作成 してみた。
なお今回 は,京 都市 のデー タをもとに回帰 を行 ってい るこ とか ら,こ こで求 めた回帰式に よ
り他 の都 市の火災発生密度 を考察す る場合 は,日 本の全都市 とい う母集 団の中で,一 っのサ ン
プルであ る 「京都」 が,ど のよ うな位置 にあるか を,十 分考慮 す る必要が ある。
2.回 帰モデルについて
ある要因間 の関係 の回帰 に重回帰 モデル を採用す る場合 には,各 説明変数 と基準変数の間 に,
両者が共に間隔尺度*1で計測 され ている と同時に,線 型 の相関関係が あ ることが前提 となる。
また数量化理論*2の1類は,数 学的 には,重 回帰 モデル の説明変数 に,ダ ミー変数*3を用 いた
ものに一致 し,基 準変数が間隔尺度 で与え られ,説 明変数 が名義尺度*4(分類)で 計測 されて













程。襲灘 鼎 聯1議 畿 韮募鴇 搬 蝉 の間隔と距離に加灘が成立す灘 鱒 価・単
*2数 量化理 論(quantificationtheory)は,林 知 己夫 氏 に よ って提 唱 され た方 法 で,1類 か らy類 ま で あ り,そ の詳細
は文 献4),5)を参 照 の こ と。
*3ダ ミー変数(dtrmmyvariable)とは,一 つ の カテ ゴ リー のみ に1が つ い て,他 が す べ て0に な る変数 で あ る。
講 響 搬 黙 罰le)蝋業名・病名な呂 騰 量で数値間嚇 も意味をもた"ア ルフ・べ・・な・の分
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?、:標 本iの 回帰値
R:ア イテ ム(要 因)数
kj:jア イ テ ム の カテ ゴ リー 数
ム
X」k:jア イ テ ム,kカ テ ゴ リー の回帰係 数
δi(jk):反応 パ ター ン
6i(jk)=;:::膿雅jア イテムkカテゴリー に反応しているとき}
なお数量化1類 では,重 回帰 との合成モデルを考 えることによ り,説明変数 の中に間隔尺度
で与え られてい る要因が混在す る場合 も扱 うことができ,1、個の要因が連続量 で与 えられ,R
個の要因が分類 で表 わされている場合 の一般形は,次 の(1.2)式で表 わされ る。
〈LRkj
Yi=卿 ●Ze(i)+終 食,・'δ・(jk)
動:eア イ テ ムの回 帰係 数
Ze(i):1なる もの のeア イテ ムの値(連 続 量)
… … …(1 .2)
しか しこの合成 モデルで も,間 隔尺度 の要因Ze(正)と外的基準Yの 間 には,や は り線型 の相
関関係 が存在 す ることが必要 で,満 足で きる相関関係 が得 られ ない場合 には,こ の間隔尺度 で
与 えられてい る要因 を任意 に分割 して,名 義尺度 である分類,す なわち要因 のカテゴ リー化 と
い う一種 の線 型変換 を行 うことによ り,う ま く回帰できる場合がある。これは,あ る説明変数
xに関 して,1個 の回帰係数 では外的基準yと の間に線型な相関関係が得 られないものを,数
個 のカテゴ リーか らなる要因に変換 し,そ の線型1次 結合で与 えられ る合成変数y'と外的基準
yとの間 に,新 たな線型 の相 関関係 を求 めるものである。 しか し重回帰 も含 め,こ の ような線
型1次 結合のモデル では,説 明変数 の数(カ テ ゴリー数)Pが,サ ンプル数Nに 対 してP≧N
なる関係 にある場合,重 相関係数が1と なる回帰モデル を作成す ることも可能 であ り,単 にカ
テ ゴ リーの数 を増す ことには意味がない。 したがって重回帰分析 において,出 来るだけ少 ない
変数 で重相関係数 を高 めるため,前 進選択手順(fowardselectionprocedure)といった方法で
説明変数の選択が行 われ るの と同様 に,数 量化1類 において も,出 来 るだけ少 ないカテ ゴ リー
数 で重相 関係数 を高 めるよ うアイテムの分割 を行 うことが必要 である。またサ ンプル数Nが 説
明変数 の数Pに 比 してあま り大 き くない場合 には,自 由度 を考慮 した重相関係数 を用 いるなど
の配慮 が必要 であろ う。
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5.変 数 値の作成
京都市 において,用 途地域,人 口密度,容 稜率 な どの地域特性 の経年変化 を調べ た ものと し
て は,京 都市計画 局に よ り作成 され た 「土地利用現況調査資料(1)」8)があ る。 これ は,京 都市
の市街化 区域全般 にわた って調査 された もので,こ の研究 でもその調査 区域 を用 いるこ とにし
たが,総 数380の ゾー ンの うち,昭 和43年 次 の用 途分 類が確定 してお り,か つ農耕地,山 岳,
荒地等 に割 付け られた ゾー ンを除外 した中で,人 口密度,容 積率のデー タと も整 った228の調
査 区をサ ンプル と した。なお,そ の ゾーンの面積には,大 きさに10～80haの開 きがあ る。
3-1基 準変数 の作成
出火の地 域変化 を表 わす値 には,各 ゾー ンの一年 間の出火件数 を,そ の人口(1万 人単位)
で割 って求 める出火率 があ るが,こ こでは説 明変数 に人 口密度 を用 いたので,面 積割 の値 を用
い ることに した。 しか し,都 市域全体 を対象 としたためか1年 間の出火件数 では ゾーン格差が
出 ず,統 計的 に意味 のある量 を得 るために昭和40年 か ら42年までの3年 間に発生 した件数 を
用 いてお り,こ れ をゾー ンの面積(ha単位)で 割 って基準変数 を作成 した。従 って,1年 間の
出火件数 か ら求 めるいわゆる出火密度 とも異 なるので,こ こでは これ を火災発生密度 と呼ぶ こ
とに した。
京都市全体 で火災 として登録 された件数 は,件 数
350
図1-1の ごとく毎年減少傾向にあ る。 しか
し,全 出火件数 か ら走行 中の車輔 火災な どを
除いた建物火災 の うち,さ らに放 火,不 審火
を除外 した出火件数 では,昭 和40～42年 の
値 が238,226,246とほぼ一定になって い











を外的基準 に用いているので,こ の3年 間 を一 っの単位時間 として扱 って も,問 題 はないと考
え られ る。図1-2に,こ の出火件数の地域分布 を示す。
3-2説 明変数 の作成
(1)不燃化率


















図1-3.用 途 分 布
得 られたデータが京都市計画局 の 「建築物 容積現況調査報告書」9)による昭和41年度 の調査結
果だけで,そ れ も市の中心部 のみ(62元学 区)を対 象 とした ものである。 したが って,こ こで
の対象地域 と対応 が とれ た62ゾ ーンにっいてのみ,不 燃化 率 と火災発生 密度 との単相 関 を調
べた ところr=0.036と低い値 となったので,さ らに 「火災発生密度 と不燃化ζ!に母単純相関






結 果はt値 が(1.3)のよ うにな り,有 意水 準に α=O.05をとると,自 由度60の ときのt値
がtα=0.679からto<tαが成立 し,95%の 確 かさで仮説 が採択 され る。 従 って,不 燃化率
は火災 の発生密度 に何 らの影響 も与 えていないことが確 かめ られ たので,こ れ を説 明変数 から
外す こ とに した。
(2)用途分類
用途分類 には,資 料8)に用い られている分類 をそのままカテ ゴ リ 表1-1.
一と して採用 してお り,そ れ を表1-1に 示す 。 また各 ゾー ンには,
昭和43年 次 に確定 してい る用途別面積構成 比の中で,最 も大 きな 住居専用地区
居地区




外的基準 と した火災発生密度 が,昭 和40年 か ら3年 間の 累計値 工業専用地区
工業地区
をもとに作成 されてい るので,説 明変数 の人 口密度 や容積率 にっい
て も,3年 間 の変動 を許 した値 の与 え方 が必要 となって くる。これ
は2つ の ゾー ンの間において,3年 間の変動(経 年 変化)を 越 える以上の値 の差 があった場合
に,は じめてそれ をゾー ン格差 として とらえられ るような測定尺度 を作 ることを意味 してお り,
ここでは以下示す ような区間分割 を行 って,そ の 目盛 を作成 してみ た。
区間分割(目 盛)の 条 件
1・あ るゾー ンiに つ いて,そ の3年 間 の どの時間断 面の値 をとって も,そ れが同 じ一つの区
間に入 るよ うな分割幅 で 目盛 がっけ られてい るこ と。
一62一
皿.さ らに,異 な る ゾー ンe,kに つ い て,あ る時間 断面 で 同 じ値 をと るこ とが あっ た揚 合 に
は,両 ゾー ン と も,そ の3年 間 の どの値 を とって も,同 じ一 っ の 区間 に入 って い る よ うな 目
盛 で あ るこ と。
これ は図1-4で 示 され るよ うに,極 端 な場 合 と して,6ゾ ー ン,kゾ ー ンの間 に,40年 の
値 が等 し く(Xel=Xkl),41,42年度 の値 が,そ れ ぞ れ毎年AXe,dXkだ け変化す る よ うな関
係 が あ って も,ど のXim(i=e,k,m=1,2,3)も,同 じ一 っ の 区間Dに 入 る よ うな分 割方










なお図1-5に 示す ように,ゾ ーンi個 々について生ずる変動 は,毎 年 の変化量 を ∠x、(一
定)と した とき,そ の変化 が連続的 に行 われ るとすれば,3年 間の変動幅 と して3×AXiを考
え ることもできる。 しか し今回 の場合,毎 年 のXiがその年1年 間の値 を代表す る もの とみな し
たので,Si=2×Ax、をもって3年 間 の変動幅 とした。次にこのSi(i=1～228)が全 ゾーン
については正規分布 に従 うとす ると,平 均値 をm,標 準偏差 をσとして,228のうち,95%程
度 の ゾー ンにっいての変動 を内包できる区間は,次 のDで 与 えられ る。
D=max[4σ,Im十2aI,lm-2σ1] ・… 。…(1 ,4)
この うち4σは,経 年変化に併 う変化量(m)より,ゾー ン間での変動(2σ)の方 が大 きい場
合 の区間幅 で,こ れ を図1-6に 示す。一 方,lm+2σi及びlm-2σiは,経年変化 自体 の方













なおこれ を図1-4に っいていえば,昭 和40年 の値 をmと したとき,昭 和42年 の値(Xe3,
Xk3)が平均 どれ くらい離れてい るかが,図1-6あ るいは図1-7の 分布 曲線に従 うことを
意味す る。
以上 のよ うに して求 めた区間Dが,基 準 となる間隔尺度 の最小分割値(目 盛)と な り,連続
変量で与 えられて いるデータをこのような分割 を行 った尺度 にあてはめた場合,各 ゾーンの反
応値 としては,対 応す る区間の中間値 が与 え られることを意味す る。従 って これは連続 変量 を,
その値 の変動 のバ ラツキを考慮 して,離 散変量 に変換 す る処置 であるとい えよう。
このよ うな考 えの もとに行 った,人 口密度及 び容積率 の基準分割 を以下 に示す。
(a)人 口密度
資料8)の人 口密度 か ら単純回帰 によ り,各 ゾー ンの毎年 の変化量(回 帰係数)dXiを求め,
さ らに3年 間 の変化量 と してのSiニ2×dxiの分布 を調 べたところ,平均値m=-2.81人/ha,
標準偏差 σ=14.11人/haとなった。 これが正規分布 に従 うとして,全 体 の95%程度の変動 を
含 む区間 を(1.4)式か ら求 めた ところ,D=4σ=56.4人/haが最大 となったので,こ こでは
50人/haを最小分割値 とした。
(b)容 積 率 表1-2.表1-3.
人 口密 度 と同様 に して 求 めた結 果,mニ5.76%,
σ=6.46%とな り,同 じ く95%の もの を含 む区
間 と して は,D=4σ=25.8%が 得 られ た ので,
こ こ では25%を 最 小 分 割値 と して採 用 した 。
従 って これ らの基 準分 割 は,表1-2,1-3
の よ うに な り,ま た,そ の地 域分 布 の概 略 は,図




















図1-8,人 口 密 度 図1-9.容 積 率 分 布
4.回 帰式の決定
3.で求 めた目盛により計測 した人 口密度 と容積率 につ いて,外 的基準 である火災発生密度 と
の単純相 関係数 を求めてみ たところ,人 口密度rp=0.415,容積率rq=0.466となった。 した
が って線型 関係 が明白でないので,こ れ らを間隔尺度 の まま用 いた合成 モデルで回帰 を行 う一
方,名 義尺度 である分類 に置 き換 えて,数 量化1類 による回帰 も行 ってみ た。
まず合成 モデルの結果 を示 す と,回 帰係数 は表1-4の ようにな り.重 相 関 係 数 に はRニ
0.511が得 られた。なお表1-5の 相関行 列は,回 帰式か ら得 られ た値 をもとに して算 出 され
た もの である。
表1-4.回 帰 係 数 表1-5.相 関 行 列
ア イ テ ム カ テ ゴ リー
回帰係数
(×10'3)




















出火密度 1,000 0332 0,405 0,470
用途分類 1,000 0,280 0,440
人口密度 1,000 0,613
容 積 率 1,000
表1-6.
偏 相 関 係 数
重 相 関 係 数人 口密度(人/ha) 13.7 用途分類 人口密度 容 積 率
容 積 率
(%) 69.5 0,159 0,167 0,241 0,511
次に,す べてカテ ゴ リーに分類 した1類 モデルでは,1.で述べた よ うに,で きるだけ少ない
カテ ゴ リー数 で重相関係数 の高い回帰式 を作成す ることに意味があ るので,こ こでは,得 られ
たカテゴ リー ウエイ ト(回帰係 数)の 値 を比較 し,隣 り合 うカテ ゴ リー間 でその ウエイ ト値が
ほぼ同 じものは,同 一 の分類 として一 っにま とめてい く方針 をとった。 なお,ウ エイ ト値 に急
激 な変化 が生 じてい るところでは,逆 に分割 を細 くす ることに よ り,重 相関係数 を上 げ ること
がで きるが,3.で述 べた3年 間 の変化量 を含 む分割幅 の問題 か ら,基 準 とした尺度 の最 小 目盛
を越 える分割 には意味 がない。従 って,こ こでは,あ る一定水準 の重相関係数 を維持 した上 で,
その要因の カテ ゴ リー数 を減 らす ことのみ を行 ってお り,こ れ は重回帰 モデルにおいて,説 明
変数 を減 ら して い く後退 消去法(backwardeliminationprocedure)に相 当す るもので ある。
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この ような考 えの もとに行 った回帰過程 を,表1-7に 示す。
これによると,最 終段階(3rd)では,カ テ ゴ リー数が1stに比べ4個 減少 しているが,重 相
関係数 はR=0.548とあま り変わっていない.
以上の結果,1類 モデルの方で,多 少なが ら合成モデルよ り高い重相関が得 られ たので,こ
れ を最終的 な回帰 モデル とす ることに した。
表1-7.カ テ ゴ リー 化


























一6 .9 一7.7 一3 .6
一40.0 一40.9 一41 .6
偏相関係数 0,2920,2820,315






















表1-8.カ テ ゴ リー ウエ イ ト













































































表1-9.相 関 行 列










偏 相 関 係 数






数量化1類 によ り,最 終的 に得 られた回帰結果は表1-8,～1-10の よ うになった。 この
うち表1-8の カテ ゴ リー ウエイ トは,回 帰 に よ り直接得 られた係数 を,さ らに規準化(nor-
malization)して,各 アイテ ム内にお けるカテ ゴ リー間の相対的 な効果 を,理 解 しやす いよ う
に した ものである。
表1-10の ごとく,重 相 関係数はR=0.548で十分 な回帰が得 られたわけではないが,そ れ
をふ まえて各要因の考察 を行 うと次のよ うにな る。
a)用途分類
カテ ゴ リー数 が最 も多いのにかかわ らず,偏 相関係数は低い値 とな り,用途分類 は火災発生
密度 にほとんど影響 を与 えて いない結果 となった。
b)人 口密度
密度 の増加 につれ,火 災発生密度 も高 まる傾 向がみ られ るが.あ る値(350人/ha)を越 える
と逆 に低下 の方向に向 かっている。 ただ し,7,8分類 にっいては反応 サ ンプル数 が少な く,ヵ
テ ゴ リー ウエイ トの信頼性 に疑問が残 る。
c)容 積 率
容積率 の増加 と共に,カ テ ゴ リー ウエイ トも増 している。 したが って容積率 の高い地区では
火災発生 の確率が高いこ とになるので,他 への延焼 をな くす ため,建 物 の不燃化や消火設備 な
どの対策 を充実 してお く必要があろ う。
6.ま と め
地域特性 を示 す変数 によ り,火 災発 生密度 の回帰分析 を行 ってみ たわけで あるが,こ の種 の
デー タをもとに した解析 では,ど の様 な資料 が入手 できるかで,適 用 できる回帰モデルや さら
にはその結果 まで決定 されて しまい,非 常にデー タ指向(dataoriented)の強い ことがその特
徴 である。
ここでの回帰結果 については,重 相関係数 がR=0.548とあま り高 くない ので,回 帰式 とし
てはやや説得力 を欠 くこ とになろ う。ただ し,説 明変数 か ら外 した不燃化率 にっいて,そ れが
火災発 生密度 とは何 らの関係 もないとい うこ とは留意 すべきで,こ れは不燃建築物 の中で もよ
く火災が発生 してい ることを意味す るものであろ う。
またこの回帰 とは別 に,こ こで外的基準 と して作成 した各 ゾーンの火災発生密度diを用いて,
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ゾー ンiの 出火確率p1=d、/Σdiを計算すれば,出 火件数の分布予測が可能 となる。これは,
例ば地震時において もこの出火確率が スライ ドで きるとすると,全 市でN件 の出火が予想 され
るとき,ゾ ー ンiで の発生件数は次のniで求め られ る。
n1=N・p1=N・d1/Σd,
最後 に,名 義尺度 の説明変数 を持 っ数量 化1類 では,そ の誤差項 に,重 回帰モデルでは与え
られ る正規分布 の仮定が成 り立 たず,回 帰係数 の検定や信頼区間 の推定 を行えないこ とが問題
点 として残 る。従 って,こ の回帰 において も,1類 モデルか ら算出 され る基準変数値 の微妙 な
違いに,ど のよ うな意味があるのか疑問 の点 もあ り,説 明変数が名義尺度で計測 され ているこ
とか らして,外 的基準 も分類 である数量化 皿類 を用いてみ るこ とも,一 っの方法であろ う。
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第2章 京 都 市 広 域 避 難 計 画
一都市域における避難計画の研究一
1.概 説
京都市 の よ うな大規模 な市街地 において,大 地震 に伴 う同時多発 性の火災が発生 した場合 に
は,現 状 の よ うに建物 の大部分が木造 であ り、かつ,消 防力 もその水利 を主 と して上水 道の消
火栓 に依 存 し,し か も道路交通 の混雑が予想 され る状態 では,火 災 の延焼 は避 け られず,こ れ
らの危険か ら市民の生 命 を守 るためには,安 全な広域避難地へ誘導避難 させ るほかに方法がな
い と考 えられ る。
この研究 では,広 域的な避難計画 をシ ミュ レー シ ョン技法 を用 いて求 めることを目的 と して
お り,以 下 のよ うな前提 のもとにモデル を作成 してみた。
(1)こ の モデルは,地 震時 における都市的規模 の避i難計画,す なわち 「市民全員が安全 と考
え られ る避難地へ可能 な限 り速やかにかっ安全 に避難す るた めには,ど のよ うな経路 を通 って
どこへ誘導 されれば良い か」 とい うことに対 して の,最 適 な計画 を得 ようとす るものである。
(2)避 難者 の行動 は 「目的地 への移動」 のみ に限定 してお り、それ も避難行動 を「計画す る」
とい う立揚 か ら静然 とした移動状態 を前提 と してお り,計 画が達成 され た段階 においては,適
確 な情報 に基 づ く避難が行われ るとして,パ ニ ック的 な行動 は対象 に して いない。
図2-1は,こ の避難計画 シ ミュレーシ ョンの作業過程(ジ ョブフ ロー)を 示 す もので,避
難群集流動 シ ミュ レーシ ョンモデル(EES)と避難地選定 モデル(DSD)の2っ のモデル を作
成 したのち,3段 階にわたるシ ミュ レーシ ョンを行 ってい る。 この うちEESは,種 々の条件
下 の避難状況 をシミユレー トで きるモデルで,ネ ッ トワー ク化 された都市にお ける,時 系列的
な状 態変化 を トレースす ることがで きる。一方,DSDモ デルは,各 避難地 の収容 可能 人員 を越
えることな く,避 難者 を最小の移動量(人 数 ×移動 距離)で 配分 できるO-D(Origin&Des-
tination)を求 めるモデルであ り,STEP3に おいて は,EESモ デル とこの解析的 な特性 を持
っDSDモ デルを組み合わせて用い るこ とによ り,最 適 な避難計画解 の算 出 を試 みてい る。
なお このシ ミュ レー ションでは,避 難状 況 の理解 を容易 にす るため,CRTを 用 いてア ウ トプ
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図2-1.ジ ョ ブ フ ロ ー
2.基 礎データの作成
(a)対 象地域
都市域 の避難計画の場合,ど こ までを対象 とす るかの領域設定は重要な問題 であ り,ケ ー ス
別 の検 討が必要 であろ うが,都 市 は一般 に中心部高密度地域のまわ りに低密度 の地域 を有 し,
周辺に行 く程 延焼 の危険 も少な く,安 全 な区域への避難 も比較的容易に達成 され ると考え られ
る。従 ってここでは要避難対象域 を都市中心部 とし,避 難地 には周辺 の安全城,及 び領域内に
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あ る有効 な空地 を考 えた。京都市 の場合,鴨 川,北 大路,西 大路,国 鉄 京都線 で囲 まれ る上京・
中京,下 京 の3区(62元 学区)を,こ の研究 での対象域 と した。
(b)要 避難人員の推計
対象域内の滞在人 口は,一 日の うちで も各時刻に よ り非常 に流動的 であ り,そ の人数 を各地
区ご と正確iに把握す るためには,さ らに一 つ の群 集 流 動 モ デル*1を作成 す る必要が あろう。
ここでは統計値 として把握 されてい る人 員 を対象 と して,昼 間人 口=常 住人 ロー流出人 口(就
業,就 学)+流 入人 口(就 業,就 学),夜 間人 口=常 住人 口,か ら求 めてお り,京 都市の対象
域では,昼 間約50万 人,夜 間で約35万 人 となったま2従 って買物,観 光 な どの自由目的にょ
る流入人員は考慮 してい ないので,特 に観 光客 な どの出入が多い京都 では,こ れ らも含 めた滞
留人員の推計が今後 の課題 となろ う。
(c)地 区のモデル化
対象地 域は ゾー ンとスペー スに分割 されてお り,そ れ らは リンクと ノー ドか らなるネ ッ トワ
ークで結 ばれてい る。 ゾー ンは避難行動 をとる場合の地 区単位 であ り,そ こか らの出 口として
の ノー ドを1個 持 っよ うに分割 されてい る。スペー スは避難地 で,面 積1ha以上 の空地 をプ ロ
ッ トしてお り,そ の収容可能密度 は0.5人/m2とした。一方避難経路 として の リンクには,原
則 と して幅員20m以 上 の主要 幹線路 をあててお り,ノ ー ドには,そ の交差点,及 び ゾー ン,
スペースの出入 口が対応す る。
京都市 の場 合,62の 元学区 をさらに近接 ノー ドごとに再分割 す ると139個の ゾー ンにな り,
スペースには領域内及び周辺 に存在す る31ケ所の空地 を選出 してみた。 これ を図2-2の ゾ
ー ン,ス ペー ス図 に示す。 またネ ッ トワー クは図2-3の ようにな り,ノ ー ド数 は全部 で50
個である。
(d)リ ンクの有効幅員
避難路線(リ ンク)を 避難者が通過す る速度 は,そ の群集密度 に従 うものとす るが、 これは
リンクの長 さ、有効幅員,及 びそ の区間の滞留者数 によ り決定 され る値 である。ここでは特 に
自動車交通 による昼間の有効幅員 の減少 を取 りあげ てお り,地 震災害によ り道路が遮断 される
と交通停滞が発生す ると考 え,次 式 を用 いて各 リンクの有効幅員 の修正 を行 った。
*1都 乙・部 にお け る一 日の滞 留人 員 の時 刻 変動 を扱 った 研究 と して は,文 献6),7)に示 す シ ミュ レー シ ョンが あ る。
*2こ れ らの値 は,資 料1),2)をも とに して算 出 され た昭和47年10月 現在 の 値 であ る。
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図2-2.ゾ ー ン ・ ス ペ ー ス 図2-3.ネ ッ ト ワー ク
Dn=Dno-S・Nn/Vn
D。:第nリ ン クの有 効 幅 員(m)
Dno:第nリ ン クの幅 員(m)
N。:第nリ ン クの 自動車 交 通量(台/sec)
V。:第nリ ン クの 自動 車 平均 運 行速 度(m/sec)




3-1避 難群集流動 シ ミ"レ ーシ ョンモデル(EES)
このシ ミュレーシ ョンモデルは,避 難路線の密度,通 過状況,及 び避難地 の到着状態の把握
を目的 として作成 したものであ り,避難状態 の時系列的変化 を トレースすることが できる。 さ
らに,避 難地選定モデル(DSD)で定め られた0-Dに よる移動状態 をチ ェック して,そ の結果
を再 び選定 モデル(DSD)にフィー ドバ ックすれば,よ り最適 な避難計画を検 討す ることがで
きる。 モデルにおいて避難群集 は,500人を1単 位 とす る トランザ クシ ョンで表わ され てお り,
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各 ゾー ンか ら発生す る トラ ンザ クシ ョンは,ネ ッ トワーク状 の避難路 の上 を避難地 に向か って
移動す るこ とになるが,そ の行動 は,以 下の条件 に従 って制御 され るもの とした。
(1)ゾー ンか らネッ トワークに達す るまで
各 トランザ クシ ョンが ノー ドに到達す るまでの時間は,地 震 が発生 してか ら避 難 を開始す る
までの準備時間 と,避 難 を開始 してか らノー ドに至 るまでの移動時間 に分 けて考 えることがで
きる。 この うち,避 難開始 までの時間は,災 害規模 や避難情報 の伝達状態,及 び心理的 な要因
か ら各人によ り変動す ることが考 えられ るが.こ こでは避難 を計画 す るとい う立場 か ら,一 応
これ らを無視 して,全 員が同時 に移動 を始 める もの として,シ ミュ レー ションを行 った。避難
開始後,各 トランザクシ ョンと もまず最 も近い ノー ドに向か うことになるが,そ こに至 るまで
の時間は,距 離/移動速度 で与 えられ る。 こ の うち距離 は,要 避難者 が ゾー ン内 に一様 に分布
してい ると仮定 して,次 の様 な方法 で与 えている。
京都の場合,中 心部 の道路網はほぼ東西,南 北 に方向のみに限定 されてい るた め,距 離 は二
方向で測 るもの とした。 ゾーンとノー ドの距離が.図2-4の よ うに,最 短1、a,最長Lb,平
均L,と なる時,ゾ ー ンを次の1、なる値 を一辺 した正方形 に近似す る。





























こ の とき トラ ンザ ク シ ョンに与 え られ る距 離Dは ,図2-5の よ うな分 布 に な り,m個 の ト
ラ ンザ クシ ョンが属 す る ゾー ンのi番 目 の トラ ンザ ク シ ョ ンに は,次 のD(i)が,ノ ー ドまで の







一方,こ の間の移動速度 には,歩 速代表値 である78m/分*1の一定値 を用 いた。
(2)ネッ トワーク上 をスペースに到達す るまで
トランザ クシ ョンは・ 目的 とす る避難地 に向か って,最 短 となる経路 を選 んで移動す ること
になるが,そ の速度 は各 リンクでの群集密度 に従 って変化 させてお り,次 の(2.4)式で与 えた。
なお歩速 の上限値は図2-6に 示す ように,78m/分で打 ち切 っている。
V=Vo・ ρ(n)-o・7954… … ・・(2 .4)*2
V:第nリ ン クで の歩 行速 度(m/分)
Vo:自 然 歩行 速 度,Vo=66m/分
ρ(n):第nリン クの群 集 密 度(人/m2)
なお,あ らか じめ各 トラ ンザ ク シ ョ ンに 目的 ス
ペ ースが 与 え られ て い る場 合(STEP2 ,3)には,
そ こへ の最 短 経路 をそ の ま ま移 動 す るが,非 計 画 図2-6・
時(STEP1)に は,そ の時点 で 目的 としてい る スペ
ー スの収容 状 況 の チ ェ ック を,ノ ー ドに到達 す る こ とに行 って お り,収 容 不 可能(密 度 がO.5
人/m2を越 え てい る)で あれ ば,そ の位 置 か ら最 も近 い,収 容 可能 な スペ ー スに 目的 地 を変 更














この モ デル は,ゾ ー ン単位 の避 難者 を,全 体 と して の移 動 量,Σ(人 数 ×移 動 距 離) ,(n:
ゾー ン数)が 最 小 とな る よ うに,各 避i難地 に配 分 す るこ と を目的 と して作 成 した もの で あ り,
避難 地 の収 容 能力 に制 限 を設 け た こ とか ら,D.P(DynamicProgramming)の方 法 を用 い て,
*1,*2い ずれ も資料4)に よ る。
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ネ ッ トワ ー クテ ー タ







ネ ソ トワー ク上 に いる か
YES
リンク上 のTRをV「
移 動 させ る
目的 スペ ース は
オー バ フロ ー
次に向 うノー トを与える
















各 ゾー ンの目的避難 地 を決定 している・す なわ ち,各 ゾー ン(Origin)には,ま ずそこか ら最
も近 いスペ ースを初期 の 目的地(Destination)として与 える。次に,こ の0-Dで は密度オー
バ(0.5人/m2以上)と なるスペー スが発 生す る場 合には,そ こ を目的地 としてい るゾーンの
中から,行 先 を他 の制限密度以下 のスペースに変更 したときに,移 動量の変化(増 加)が 最 も
少ない ものを選 び出 し,そ の ゾーンの行先だけ を変更す る。以下,全 スペースが制限密度以 下
になるまで この手順 を繰返 して,最 終的 な0-Dを 決定す る。 なお ゾー ンの行先 を変更す る際
に,そ の ゾー ンの人員が流入す ることによ り密度オーバ となるスペースは,目 的 スペースとは






→ 最短スペースをゾーンの 目的地とするr惣 ≠タ
NOオ ーバ フロー の















図2-8.DSDモ デ ル フ ロ チ ャー ト
3-3最 適避i難計画モデル(EES+DSD)
3-2で 述べ たDSDモ デルでは,一 っの収束解 を得 ることはできるが,リ ンク上 の混雑状
況や トランザ クシ ョンの避難地到着状況 などの時間的 な要素 が考慮 されてお らず,従 って最適
な解 とはいえない。 ここではEESとDSDの2つ のモデルを結合 し,EESモ デルによ り得 ら
れ る リンクの混雑状態 を,次 に説明す る 「混雑度」 で表現 してお り,それ をDSDモ デル にお
ける避難地選択 の際の制御条件 として用いている。 また,DSDモ デルで得 られ るO-Dを再び
EESモデルにフィー ドバ ックしてお り,こ の操作 を繰返す ことによ り,ま ず避難完了時刻,次
ロ
に総移動時間 Σ(人数 ×移動時間)の最小のものを収束解として,最適な避難 計画を求めよう
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と した もの で あ る。従 って これ も一 つ のD.Pモ デル を形 成 して い る とい え よ う。
(1)混雑 度
混雑は時間的な遅れ,あ るいは空間的 な密度 などで把握 され るが,こ こでは詳集密度 の増加
に より,歩 速が通常の もの よ り遅 くなった状態 を考え るこ とに した。す なわ ち混雑 がない場合,
速度Vo(=78m/分)でto分で通過 できる距離Loの 区間 を,今,人 々の過度 な集 中のために
速度 がV=Vo-dVに 落 ちて,t=to+tit分を要 した とす る。 この場 合Atが 「遅れ」 となる
ので,そ の比率tit/to,従ってAV/Voをもって 「混雑度」 と定義す ることに した。
混雑度 α=dt/to=dV/Vo… ……(2.5)
次に,こ の混雑 のためdtの遅れ を生 じた区間Loを,速 度Voで(to+∠t)分を要す る距離
L'を持っ区間,と みなせば,混 雑 を距離に換算す ることが でき,従 って,避 難地選定 モデル
での制御条 件 として用 いることが可能 とな る。 ここではこのL,を,仮 想 リンク長 と呼ぶこ と
に した。
1ノ;Vo・(to十dt)=Voto・(1十tit/to)=Lo・(1十ct)…(2.6)
しか し,こ こで用 いた混雑度 に も時間的 な変化があ るわけで,こ れ を選定モ デル(DSD)で
用 いるためには,一 定値に して,時 間性 を消去す る必要が ある。これ には混雑度 を時 間で積分
するなどの方法 も考 え られるが,避 難 計画 としては,平 均値 よ りむ しろ最大 に混雑す る状態 を
考慮 す る必要があ り,従 って,混 雑度 αには,最 大混雑度 αma,に,拡大率r(0≦r≦1)を乗
じた値 を用い るこ とに した。
a=7・ αmax,(0≦7≦1)… … …(2.7)
そ れ 故Lノ は(2.8)式 で 表 わ さ れ,拡 大 率rも ま た 一 っ の 制 御 変 数 と な る 。
1ノ=Lo・(1十 α)=1」o・(1十7・ αmax)… … …(2.8)
(2)アル ゴ リズム
混雑度 に よる仮想 リンク長 を用い るこ とによ り,シ ミュレーシ ョンモデル と避難地選定モデ
ルを結合す ることがで きる。 これは,選 定 モデルか らは 目的避難地 を,シ ミュ レーシ ョンモデ
ルか らは仮想 リンク長 を相互 に与 えあ うこ とによ り,最 適 な避難計画 を得 よ うとす る もので,
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そのアル ゴ リズムは次の ようになる。
1)避難地選定モデル(DSD)に よ り,目 的 スペースを求 める。
2)目的 スペー スをあ らか じめ与えた場合 の避難 を,避 難群集流動 シミュ レーシ ョン(EES)
によ り実行す る。
3)拡大率rを 決める。(例 ば,最 初 はr=1)
4)混雑度 による仮想 リンク長 を,全 リンクにわたって算 出す る。
5)仮想 リンク長 を用いたDSDを 実行 し,目 的 スペース を求める。
6)5)で求 めた0-Dに よる避難 をEESに よ りシミュ レー トす る。但 し,経 路選択 にあたっ
ては仮想 リンク長 を用 い るが,ト ラ ンザクシ ョンの実際の移動 には リンクの実長 を用いる。
7)避難完了時刻 をチェ ックす る。完了時刻が前回のシ ミュ レーシ ョンの時 よ り大き くなって
いる場合は,前 回で収束 してい るのであるか ら,拡 大率 γを変更 して再び4)以下 を実行す る。
また減少 して いる場合には,そ の回で生 じた混雑 に従 う仮想 リンク長の修正 を行 うが,逆 に混
雑 が緩和 され た区間 は前回の仮想 リンク長 をその まま与えておき,再 び5)以下 を実行す る。一
方,避 難完了時刻が前回の ものと差が ない場合には,次 に全移動時間を調 べる。
8)全移動時間([人 数 ×移動 時間]の 総和)が 前回よ りも大か変化がなければ,前 回で収束
しているのであるか ら,新 たに別 の拡大率 を設定 して再び4)以降 を実行す る。 また前回 よ り
も小 さい場合 には,さ らに小 さ くなる可能性があ るので,7)の 時 と同様 に仮想 リンク長 を変
更 して再び5)以降 を実行す る。
9)以上 をい くつかのrに っいて実行 し,rに ついての収束解 を求める。それが最適 な計画解
であ り,避難完了時刻,及 び移動時間が最 も小 さい もの とな っている。




































図2-9.最 適避難 計画 モデルフロチャー ト
4.シ ミュレー シ ョンの実行
4-1STEP1(非 計画時 シ ミュレーシ ョン)
ここでは計画時 におけるシ ミュ レー ションと比較検討す るため,非 計画時 に災害が発生 した
場合 の避難状況 をシ ミユ レー トす る。 しか し避難者 は地理的 関係 を充分把握 している ものとし,
避難 地 も収容可能人員 を越 えて収容す るこ とはな く,収 容可能 か否か とい う程度 の情報 は何 ら
かの方法で伝達 され るもの とす る。従 って,比 較的 に制御が可能 な,パ ニ ック化 していない場
合 の避難 といえよ う。
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これは3-1で 説明 したEESモデルのみを用いて行われ るシミュレーシ ョンであ り,各 トラ
ンザ クシ ョンは,ま ず 出発地 か ら最短距離 にあるスペースに向か って移動 を開始す るが,ノ ー
ドに到達す ることに目的 スペー スの収容状況 を知 ることができ,そ こが収容不可能になった時
点で,現 在地 ノー ドよ り最短 にある収容可能 なスペースに目的地 を変更 し,移 動 を続 けること
になる。
京都市 を対象 と してこの避難 を行 った ところ,結 果は表2-1の ようになった。また人 々の
避難地到着状況 を示す と,昼 間の場合が図2-10,夜 間の場合が図2-11の ような分布 となつ
た。なお縦軸 は避難開始か らの時刻(分)を 表わ し,横軸 は,そ の時間1分 間に避難 を完了 し
た人数(×500人)を 示 している。 これ による と,昼 間 の場合,全 避難完了時刻は190分,95
%が避難 を完了す るために も150分を要すことか ら,避 難計画 の必要性は明らかであるといえ
よう。
表2-1.STEP1









昼 497,487 190 13429.5 27.0 174(150)
夜 351,879 66 5003.0 14.2 62(38)
4-2STEP2(STEP1の 到着地 による計画)
ここでは各 トランザ クシ ョンに,STEP1の 非計画時において最終的 に到達 したスペースを,
あらか じめ目的地 と して与えた場合 の避難 をシ ミュレー トしてみた。計画 と して最適 な解 とは
いえないが,無 駄 な経路 を通 るこ とによる時間 の損失 はなく,ス ペースの密度条件 も満 たされ
ているため,一 応 の計画 としての意味は有 しているものと考 えられ る。なおこのシ ミュ レーシ
ョンも,STEP1と同 じくEESモ デルのみ を用いて行われるものである。
このシ ミユ レーシ ョンの結果は表2-2の ようにな り,STEP1に 比べれば かな りの改善が
みられ る。











昼 57 8165.0 16.4 54(51)













































































































































































































㌧ 噂 つ一 冒-yl曽,一 、 、
図2-11.


















































3-3で 説明 した,最 適避難計画モデル を用 いるSTEP3では,ま ず避難地選定モデルによ
り,初期状態 とな る0-Dを 求 めてお く必要がある。
DSDモデルでの収束過程 を示す と,図2-14の よ うにな り,昼 間人口を対象 と した場合に
は,67個の ゾー ンの行先 を変更 した後,す べてのスペースの密度 をO.5人/m2以下 にす ること
ができた。なお図2-14の 横軸はスペースコー ドを示 し,縦 軸 は変更回数 である。 また各ス
テ ップでい まだ密度 がオーバ してい るスペースは*印 で表わ してお り.右端 の数字は,そ の結
果行先 を変更 させた ゾー ンの コー ドを示す。このDSDモ デルか ら得 られた,STEP3の初期 の
O-D図 を示す と,昼 間 の場合 が図2-15,夜 間が図2-16の ようになった。この0-Dを も
とに,EESモ デルを用 いて行 う第1回 目のシ ミュレーションが,最 適解 を求 める際の初期値 と
な り,こ のとき得 られる最大混雑度 αm。xに,種々 の拡大率rを 乗 じて行 ったシ ミュレーシ ョ
ンの中か ら収束解 を選 び出す ことになる。
拡大率7を い ろいろ変化 させて行 ったシ ミュレーシ ョン結果は,昼 間が表2-3,夜 間 は表
















さい値が得 られたrに ついては・ さらに仮想 リンク長 の修正 を加 えたシミュ レーシ ョンを繰返























1 1 44 8127.5 16.3 41(35)
%
1 41 7897.5 15.9 41(35)
2 39 7780.0 15.6 39(32)
3 ノ' 〃 〃 〃 〃
%
1 40 7733.0 15.5 39(33)
2 41 7835.0 15.8 39(34)
駕
1 41 7897.5 15.9 39(35)
2 39 7802.0 15.7 39(32)

















1 1 39 4326.5 12.3 39(31)
渥
1 39 4326.5 12.3 39(31)
2 〃 〃 〃 〃 〃
表2-3に よれば,昼 間 の避難 の場合,拡 大率r=%で2回 目(STEP3-4)が最 適解 と
な り,避難完了時間が39分 と,STEP1の190分,STEP2の57分に比べて大幅に時間を短
縮することができた。 またSTEP3の段階で,更 に3分 間短縮 されていることから,路 線 の混
雑状況 が影響 を与 えていることがわか り,昼間 の道路状況 は重要 な問題 となろう。昼間の避難
の,初 期状 態(STEP3-1)と最終解(STEP3-4)における避難地到着状況 の比較 を,図2



















































































































一方,夜 間の場合は初期状態 がそのまま最適解 となってお り,避 難 人 口も少ないためか,道
路 での混雑状況が さほ ど影響 を与 えていない結果 となった。 この夜 間の避難地到着状 況 を図2
-19に示す。
以上 の結果,各 ゾー ンには表2-5に 示す スペースが,最 終的 な目的避難地 と して与 え られ,
昼間の避難 については,初 期 の0-D図(図2-15)か ら表2-5で 示 した24個 の ゾー ンの行












図2-19.避 難地到着状況(夜 間,最 適解)
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5.ア ウ トプッ トのグ ラフィック化
前項で示 した0-D図 も含 めて,こ のシ ミュレーシ ョンのアウ トプ ッ トはすべてCRT上 にデ
ィスプ レイす るこ とができ,避 難状況 の時間的 な変化 を連続 して見るこ とが可能 である。参考
までに,昼 間の避難 のSTEP1と最終的 な解(STEP3-4)にっいて,10分 ご との避難状態 を
図2-21と 図2-22に 示 してお く。なお トランザ クシ ョンは,ネ ットワー ク上の矢印(1本 が
500人)で示 されてお り,そ の向 きが移動方向である。 またスペー スは各位置 に正方形 で表示
されてお り,中 に到着 を完了 した人員 を500人単位で示 している。左上 に示 した時間 は経過時
間で,単 位は(分)である。これによるとSTEP1では,リ ンク(33-34)で激 しい混雑が発生

























































































































































































































































































この研究は,避 難完了時 間が最小 となるような避難計画 を求 めることを目的 と したものであ
るが,3-3で 説明 した最適避難計画 モデルか ら得 られ る最終解 は,数 学的 にその最適性 を保
証 しているわけではないので,最 適解 とい うよ りは,む しろある一つの初期条件 から出発 して
求められた一つの収束解 といった方が妥当であろう。 しか し,ゾ ー ン別の人 口の変化や避難 地
の収容制限,及 び道路での混雑状況 など,現 実に存在す る種 々の制約条件 を前提 とした上 で,
ある解決策 を求 めなければな らないこの種 の問題 においては,こ こで作成 したよ うなシミュレ
ーシ ョンモデル を用 いる方法 はきわめて有効 であ り,数 学的 に説明不足の点 を,充 分補い うる
ものと考 える。
次に,こ こで示 した広域避難計画 も京都市 を対象 としたものであるが,最 終案 として京都市
防災会議 に提出 した資料11)は,これ を多少修正 したものである。その概容 は付録 の3に 示 して
あるが,主 な変更点 を述べてお くと,最 終案では,全 体の避難完了時間 に多少の増加があって
も,住 民の心理的 な意向の方 を優先 してお り,避難 地 に隣接する地区の人 々は無条件にそこへ
避難す ることを許 している。 また,こ こでの計画では,一 次避難 地 に面積1ha以上 の空地31ケ
所 をプロッ トしたが,最 終案では避難 地 に,輻 射熱 からも安全 で,人 々が一定期間滞在 できる
場所を考 えたので,面 積20ha以上 の空地6ケ 所 に限定 している。
最後 に,広 域避難 計画 の,都 市防災計画(シ ステム)全 体 での位置づけについて述べると,
広域避難 は,あ る地 区をとった場合,そ の内部では避難地の絶対量が不足 しているため,防 災
システムと して自己完結で きないことから,さ らに領 域 を広げ,そ の中で新 たな再配分 を行 っ
て全体 の安全 を確保 しよ うとす る ものである。従 って都市の防災計画の最終的 な方向 としては,
できるだけ小 さな領域で計画が完結で きるような対策,す なわち,「 建物 の不燃化や防火帯 の
造成などによ り,他 の地区か らの延焼がな く,し かも内部に避難地があ り,そ の地区の住民 を
安全に収容 できる」 とい う恒久的な対策 を念頭 におき,広 域的な避難計画が,地 区の防災計画
に対 して予備的,並 列的な関係 になるように心 がけるべ きであろ う。
なお,広 域避難計画 において,避 難路 の安全確保は不可欠 の条件であ り,も し避難路が通行
不能にな るよ うな事態が発生 した場合 にも対処 できるよ うにす るため,「 オンライ ン方式」 に
よる情報の集収,伝 達 を行 って,即 刻他 の経路(迂 回路)を 指示,伝 達できるような組 織の確
立が必要 となろ う。本論 文では,こ れ に関連す る研究 と して 「リアルタイムシステ ムによる最
短経路選択モデル」 を付録 の4で 紹介 している。
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第3章 京都市三条地 区の安全度評価 シ ミュレー ション
1.概 説
この研究は ケーススタディとして京都市 の三条地区 をと りあげ,そ こを対象 とした防災計画
にょり,人 々の安全が どの程度確保 され るかを,シ ミュ レー シ ョンによ り求 めてみ たものであ
る。
防災システムのシ ミュ レーシ ョンモデルについては,既 に,第1部 の第2章 で詳 しく説明 し
てあるが,こ れはその具体的 な応用 ではな く,む しろ第1部 のモデルは,こ こで行 ったシ ミュ
レーションの結果 を考察す ることによ り,人 々の安全の決定 に大 きな役割 を演 じている要因の
みをとりだ して,よ り一般的 なシ ミ』 レー シ ョンモデル として作成 した ものである。
すなわ ちこのシミュ レーシ ョンでは,火 災 の延焼や人 々の避難 に関係す る要因 をできるだけ
多くと りいれてお り,延焼 を扱 う浜田式については,そ れ を忠実 に再現す ることに して,風 向,
及び延焼速度や延焼限界 距離 の経過時間による増加 も,モ デルに組み入れた。 また,対 象地域
の木造,及 び不燃造建築物 の建築面積 を,100m角のメ ッシュ単位 で算出 してお り,これが延
焼,及 び避難 の際の基本単位 となっているこ とも,第1部 のモデル との相違点 である。
2,対象地域
2-1領 域の設定
対象地域 には,京 都市 の三条地区 をあ らわす1/2500の地図(地 図名,三 条大橋)に 含 まれ
る部分 を用 いてお り(図3-1),そ こは100m角のメ ッシュ300個からなる広 さ1,500m×
2,000mの地 域である。火災の延焼のシ ミュレー ションにはこの全域 を用いたが,避 難 を行 い・
安全度評価 シミュ レーシ ョンの対象 としたのは,そ の中の700m×800mの地区56メ ッシ ュ
(図3-1のA)で ある。そこは外周が,御 池,烏 丸,四 条,河 原町,と い うい ずれ も幅 員 が
20m以上 の道 路 で囲まれてお り,地 区内か らその道路 まで避難できれば,一 次的な安全は確
保 され る もの とした。以下,こ の章では300メッシュか らなる地域 を 「全体」,安 全度 評価の
対象 とした56メ ッシュを 「地区」 と呼ぶことにす る。
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図3-1.対 象 地 域
2-2地 域の構造分類
都市的規模 の延焼 を扱 うため と,地 域 の構造的 な性格 を表わす ために,対 象領 域 を100m角
の メッシュに分割 した。各 メッシュには,地 図上か ら実測 した道路,河 川率,及 びこれ らを含
んだ空地率 と,木 造建ぺ い率,不 燃造建ぺい率 の各値 が原 デー タとして与 え られてお り,そ れ









































図3-2で ・Rは 道路,河 川率,Oは 空地率 を示 し,Wは 木造,Fは 不燃造 の建 ぺい率 を表 わ
してい る。
ここで延焼対象 となるのは,木 造に割付け られ たメッシュであ り,そ れ に は さ らに家屋長
a(m)と隣棟間隔d(m)が,次式 によ り与 えられてい る。 なお防火木造は木造 とみなし,木 造は







ここ にNは 正 規 分布 で,平 均m=8m,標 準 偏差 σ=1Mで 変動 させ た。 また,






す なわ ち木 造 メ ッシ ュで は,一 辺aの 正方 形 に近 似 され た家 屋 が,dの 等 間隔 で並 んで い る と
仮定 して い る こ とに な る。
対象 地 域 で は,不 燃建 築物,及 び空地 が図3-3,3-4の よ うに分 布 してお り,こ れ を図
3-2の パ ター ンに従 って分類 した と ころ,図3-5の よ うな結 果 に な った。
なお,評 価 地 区(56メ ッシ ュ)の 隣 棟 間隔 は,(3.2)式 を用 いて計算 した結 果,平 均1.4m
とな った 。
2-3気 象条件
過去のデー タによると,平 常時 の出火では,火 気 の使用率が高いためか,冬 季に発生す る火
災の件数 が最 も多 くなってい る(表3-1)。 従 って,こ こで も冬季に地震が発生 した場合 を
考 えるこ とに し,そ の時 の風 向,風 速は,京 都地方気象 台の調べ による,昭 和40～50年の12,
1,2の各月における10分間の平均風速 の最大値 とその時の風向のデー タ.33個 をもとに決定
す ることに した。
これ らの頻度分布 は図3-6,3-7の ようにな り.風速 は平均9,2m/sec,風向について












図3-4.空 地 分 布





















































対象地域内の出火件数 の推 定は,文 献 ユ)をもとにして作成 された京都市消防局 による報告書
「京都地震の被害想定」(文献2))に用 い られている方法(1)と,文献3)に示 されている算出方
法の両者 を併用す ることに した1)これ らの予測方法は,既 に第1部第2章 の1,出火モデルの項
でその概略 を説明 してあるが,(Dの方法は,関 東大震災時の出火率(件 数/戸数)を,平 常時
の出火率の時間,及 び都市相互間の変化 で補正 して,現 在 の京都に適用する ものであ り.(皿)の
方法は,関 東大震災 も含 めた過去12の 地震にお ける全壊率 と出火率(件 数/世帯数)の 関係 を,
指数関数 で回帰 した ものである。
(Dによる値 と して,京 都市 で関東大震災 クラスの地震(東 京 にお ける震度6)が 夏季 の昼食
時に発生す ると,そ の出火率 は0.017×10'2(件/戸数)に なるこ とが文献2)で求められてい
る。 また(皿)の方法 による値 と しては,同 じく文献2)において,マ グニチュー ド6.5程度 の地
震が発生 した場合に,京 都 市全体での倒壊率(倒 壊戸数/全戸数)が 約3%(8,000/263.582,
但 し倒壊戸数には非木造 も含 む)に なる結果 が得 られてお り,これを文献3)の研 究にもとつ く
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図3-8.「 出火率～全壊率」 の関係(文 献4)よ り引用)
次 に,こ れ らの出火率 の,地 震発生時刻 と した冬季夕食時 への補正 は,平 常時 の火災発生の
季別(表3-1),及 び時間帯別比率(表3-2)を 用いて行 ってお り,そ の結果 は表3-3の
ようにな る。すなわちここでは戸数=世 帯数 とみ なして,(1)による出火率 を下限値,① による
値 を上限値 と し,こ の間に入 る値 を出火件数 と して用い ることにした。
一方,市 民消火率 については,文 献2)で 求 め られてい る平均値Ct==O.54をその まま採用す
ることに したが,こ れ は昭和40年 か ら42年までの京都市の総建物 火災件数1,053のうち,市
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以上は,京 都市全体 を対象 と した場合 の平均値 であるが,次 にこれ らを今回対象 とした地域
に適用す る際には,さ らに文献2)で行われている,出 火危険 と市民消火力 に関す る地 区の5段
階評価 に対応 させて補 正す ることに した。 この評価 は,出 火に関 しては,過 去の設備器具 を発
火源 とした出火件数,重 要危 険対象物数,戸 数及び採用倒壊率 を考慮 して行われ たものであ り,
評価値 のウエイ トづけは表3-4の ようになっている。従 って,こ こでは評価値3の 「普通」
の項目に表3-3の 冬季夕食時 の値 を対応 させて,他 の評価値 の出火率 を求めた。一方,市 民
消火力は,消 火器設置数,消 防団員数,及 び震度 を考慮 して評価 されているものであるが,同




1 2 3 4 5
火災危険の大 小 一 やや小 普 通 やや大 大
























1 2 3 4 5
市民消火率の大小 小 やや小 普 通 やや大 大
係数(ウ エイ ト) 1.0 1.15 1.32 1.54 1.66
市 民 消 火 率 0.41 0.47 0.54 0.63 0.68
このよ うに して求 めた出火率,市 民消火率に,対 応す る区分(図3-9)の 世帯数 を乗 じて






評価値 対 応地 区 世 帯 数
出 火 件 数 炎 上 件 数





4428 1.73 5.58 9.30 0.64 206 3.44
3 3 16,17.18 2948 1.15 3.71 6.19 0.53 1.71 2.85
3 5 19.2021.22 3348 1.31 4.22 7.03 0.42 1.35 2.25
4 3 4,7.1011.15 3314 1.82 5.83 9.74 0.84 2.68 4.48






評価値 対 応地 区 世 帯 数
出 火 件 数 炎 上 件 数
下 限 平 均 上 限 下 限 平 均 上 限
3 4 a,b 899 0.35 1.13 1.89 0.13 0.42 0.70
4 3 c,d,e 1293 0.71 2.28 3.80 0.33 1.05 1.75
計 Σ 2192 1.06 3.41 5.69 0.46 1.47 2.45
従 って,「 全体」 と 「地 区」 の対応 は,
表3-8の よ うに な り,こ こでは300
メッシュでの炎上件数 に,3(下 限)～
8(平均)～13(上 限)の 値 を採用 し,
市民消火が行われ ない時 の出火件数 には,
最大35件までを考えることに した。 また,
地区(56メッシュ)の 炎上件数はL5程
度で,全 体 に対す る比率 がL47/7.80=
表3-8.「 全体」と 「地区」の対応




















O.188となることから,全 体 の炎上件数Nに 対 してN/5程度が,評価対象地区で発生する火災
となる。
乙 延焼モデル
延焼 モデルは,浜 田博士 によ り求 められ た延焼速度式5)を基本 に して作成 した ものである。
第1部第2章 で述べた延焼モデル と同様 に,こ こでも消防力 による消火は,地 震時 には交通障害
などから不確定 な要素 になると して,モ デルには組み込まなか った。 しか し前項で述べたよう




炎上火災 の出火地点には,対 象地区内のメ ッシュを無作為 に選 んで決定 してお り,そ こが木
造の場合は出火,空 地 の場合は再 びプロ ットをや り直 し,不 燃造 の場合 は出火 して も延焼せず
として,木 造 メ ッシュの出火のみによ り延焼 をシ ミユレー トした。従 って,不 燃建築物 の増加
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による 「延焼防止」 の効果 は,延 焼火災件数 の減少で表 わ され ることに な り,出 火件数 〉炎上
件数 〉延焼件数 の関係 にな ってい る。
(2)延焼過程
このモデルで は8方 向の延焼 を扱 ってお り,そ
の うち風上,風 下,風 側の4方 向 の延焼時間,及
　　
び延焼限界距離 は浜 田式 をそのまま用いた。 残 り
の4方 向につ いては,延 焼が卵形 に広が るとい う
堀内博士の研究6)結果 を用いて,図3-10に 示す
よ うな楕円近似 を行 った。 なお浜 田式に よると,
風下方向 の延焼速度 と延焼限界距離 は時聞経過 と
共 に増加す ることにな ってい るので,本 モデル も
　コ
これに従 った。
一つのメッシュには50m間 隔に9つ のポイ ン ト
を設定 してお り,そ の着火状態 で延焼 を表現 した。
この場合,出 火ポイ ン トが決まれば,そ の位置関
係 と延焼速度 か ら周囲 のポイン トの着火時刻 を求











ときで も,一 っのポイ ン トに各方向か ら与 え られ る着火時刻 の うちで,最 小 となる もの を持っ
よ うに修 正 を繰返 していけば,同 時にすべてのポイ ン トの着火時刻 を計算す るこ とが できる。
しか し,こ こで は時間経過に よる延焼速度や延焼 限界距離 の増加 を考慮 し,さ らに風向や風速
の時間変化 も取 り入れ られ るように したため,毎 時,延 焼速度 を計算 し直す こ とに した。その
ため,あ る時刻に他 のポイ ン トに着火時 刻を与 える操作 を行わせたのは,そ の時刻 に着火 とな
るポイン トに限定 してお り,与 える対象 も図3-11の 位置関係 にあるポイン トに限 った。 しか
し,一 つのメ ッシュの1～8ま でのポイ ン トは,同 時に,隣 接す るメ ッシュのポイ ン トにもな
ってい るので,そ こが着 火 となった場合 には,図3-12で 破線で結んだポイ ン トも着火 となる
ことから,そ れ らは同 じく図3-11の パ ター ンに従 って,自 分の属す るメ ッシュの他 のポイ ン
トに,着 火時刻 を与 えてい る。 なお,出 火 メッシュの出火点 は中央 のポ イン トと してお り,空
地 や不燃造 メ ッシュ,及 び全 ポイン トが着火 して延 焼済 とな ったメ ツシュは,時 間付与 の対象





















































か ら外 している。また平均延焼時間は延焼対象 となる木造 メッシュに属す るポイ ン トの,平 均
着火時間で求 めている。
3-2ア ウ トプ ッ ト
こ こで は,こ の延焼 モ デル か ら得 られ る ア ウ トプ ッ トに つい て説 明す る。
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図3-13. 等時曲線図(単位,分) 条件:北 西の風10m/sec,21地点出火
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表わす等時曲線図 である。なおこのシミュレーション例 では,出 火件数 の決定 を,い ずれ も300
個 のメッシュの中か ら任意 にN個 を選び出 し,そ こが木造 の場合 のみ出火 として,空 地 の場合
に再度 プロッ トしなおす こ とは行 っていない。図3-13で は,30ケ 所 をプ ロッ トした結果,
21ケ所 からの出火 とな り,411分後 に延焼終 了 となった。
次に,こ の状態 か ら,風 向,風 速,プ ロッ ト数 を変化 させた ときの延焼終 了時間は,表3-

















N 363 5 517 10 7 598
NE 330 10 411 20 14 510
E 350 15 316 30 21 411
SE 380 20 243 40 29 411
S 363 50 35 281









この延焼状態の時間変化 は,CRTを用いた グラフィック化 によ り連続 して見 ることができ,
その場合には,各 時刻に延焼 したポイン トが,50m角 の正方形 で順次地図に表示 されてい く。
表3-9の シ ミユレーシ ョンに
っいて,こ のCRTを用いた表示
例 を次に示 すが,い ずれ も図3-
14に示す21ケ 所 か らの 出火 を
初期 状 態 と して お り,図3-15
が北 西 の風10m/sec,図3-16
が北 東 の風10m/sec,図3-17
は北西 の風 で,風 速 を20m/sec
と した とき の,100分 まで の延




















図3-14.出 火 状 態
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ここで扱 う避難 は,対 象地 区内 か らそ の外周 に位置す る広域避難路 に到達す ごまで の状態 で,
そこに至れば あと広域避難地 まで,人 々は安全 に行 けるもの とした。避 難は メッシュ単位 で行
ってお り,出 火か ら避i難完了 までの避難 時間 を指令時間,伝 達時間,準 備時間,移 動時 間の4
っに分割 し,こ の うち避難指令 の発令 には,各 メ ッシュとも同一 の時間 を与 えたが,そ の情報
の伝達及び避難準備 に要す る時間T1,T2は,平均 をm分,標 準偏差 を σ分 と して,そ れぞれ
T1=N(m=5、σ=2),T2=N(m=10,σ=3)の 正規分布 で変動 させた。 ま た避難 経路
には,広 域避難路 に向けて最短 な ものをあらか じめメ ッシュに与 えてお り,移動速度 は50m/分
の一定値 と した。従 って1メ ッシュの移動
に2分 を要することか ら,途 中に通過す る '⑪
30
の よ うな発 散 型 の避 難 を考 えた こ とか ら,2468m窟
各 メ ッシュの移動 時 間 の分布 は図3-19の 図3-18.避 難方向 図3-19.
移動時間分布よ う
に な り,平 均 値 は3.57分とな った。
4-2評 価 モデル
防災計画の評価 は,対 象地 区で火災が発生 して避難 が行 われた時,結 果 として何%の 人の安
全が確保できたかで表 わせる。 しかし,延 焼 との関係 で人々が死 に至 る状 況 を定式化す ることは
難 しく,ここでも第1部第2章 の評価 モデルの場合 と同様 に,避 難途 中に人々が火災現場 を通過
しなければな らない状態 を 「危険」 と定義 し,そ の状態 に遭遇せず避難 で きた人数 の全体 に対
する比率 で安全度 を求 めてい る。 これは,延 焼 と避難 の時 系列変化の重 ね合 わせか ら算定 され
るが,こ のシ ミュ レーシ ョンでは延焼 と避難の基本単位 の大 きさが異 なるので,避 難単位であ
るメ ッシュが移動途中 に重 なった延焼 中のポイ ン ト数 で,こ の危険状態 の計測 を行 うこ とに し
た・すなわち,一 つの メ ッシュには9つ のポイ ン トが対応す るので,あ る時刻の メッシュの中
に1個 の延焼ポイ ン トがあった場 合,そ の1/9の者が罹災 したと考 えることに し,メ ッシュi
が広域避難路 に至 るまでの各時刻 に重な った延焼ポイ ン トの累計値 をkiとした時,そ のメッシ
ユのki/9の者が危険 な状態 に遭遇 したとみな した。なお,移 動途 中に幾度 も延焼 ポイ ン トと重
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なる場合には・そ の度・ メ ッシュ内の新 たな者が出会 うもの と考え,累 計値kiが9個 になった
時点で,そ のメ ッシュは危険度 が100%になるもの とした。 この場合,経 路に どの様 な配置に
しろ3個 以上 の延焼ポイ ン トがす でにあ ると,そ のメ ッシュは危険度100%となる。
このヵウン ト方法によると,地 区 の安全度Yは,避 難 メッシュの総数 をNと して次の(3.4)
式で与え られる。
N
Y=1-1/N・ Σki/9,(ki≦9)・ … 一 ・(3.4)
i=1
5,シ ミ ュレー シ ョン
5-1代 表値 に よる シ ミュ レー シ ョン
ここで は,風 向,風 速 を北 西 の風9.2m/secとし,炎 上 件数 を全体(300メ ッシュ)で8件,
避難指 令 を出火後10分 に発 令 した揚 合 に,地 区(56メ ッシュ)の 安 全度 が どの程度 になるか を
求 めてみ た 。出 火地 点 を ラ ンダ ム に決 定 す るな ど,モ ンテ カ ル ロシ ミー レー シ ョンの形 式 をと
って い るの で,地 区 の安 全度 に は,100回 の シ ミユ レー シ ョンの平均 値 を とる こ とに した。
結果 は,安 全度xの 頻度 分 布f(x)が図3-20の よ うに な り,そ の統計 値 に は表3-10の 値 が
得 られ た。
次 に この標 本 平均Xlを も とに して,正 規 分 布推 定 の方 法 に よ り,母 平均 μ1の区間推 定(in-
tervalestimation)を行 って み た。 標本 数 をn1,母 標 準偏 差 を σ1とした とき,信 頼度95%の
母 平均 μ1の信頼 区 間(confidenceinterval)は,式(3.5)で求 める こ とが で き るが.こ の場
合,標 本 数 がn1・=100>30とい う大標 本 で ある こ とか ら,σ1の 代 りに標 本標 準 偏差s1を用 い
て よ く苧i各 値 を代 入 した結 果,(3.6)の 区 間 が得 られ た 。
σ1σ1
X一1・96'7iii≦ μ1≦ll+1・96.何 。・・・・・…(3 .5)
95.7≦ μ1≦96.7 一 ・・一 …(3 .6)
す なわ ち,風 向,風 速,及 び炎上 件数 に,2.で 求 めた代 表値 を用 いて シ ミュ レー シ ョンを行
った揚 合,地 区 の安 全度 が(3.6)の 区間 に入 る こ と を・95%の 確 か さで言 える こ とに な る・
なお こ の時,地 区 の平均 延 焼 火 災件 数 は1.68件で,全 体 の約1/5(8×1/5=1・6)と なる こ
*1文 献7)P317参 照
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とか ら,ほ ぼ妥 当な出火状況 となって いることがわか る。
舜κ⊃
100%













平 均 値 標準偏差
延焼時間(分) 215.8 114.4
避難時間(分) 27.7 0,002
安 全 度(%) 96.2 2.49
表3-11.統 計値(変 動値)
平 均 値 標準偏差
延焼時間(分) 269.6 211.6
避難時間(分) 27.7 0,002
安 全 度(%) 96.9 3.04
5-2変 動値 によるシ ミュ レーシ ョン
5-1で 一定値 とした風速,風 向について,こ こでは図3-6,及 び図3-7に 示 した分布
傾向 のままの生起確率で とるよ うに し,ま た炎上件数 も,表3-8で 得 られ た3件か ら13件ま
での値 を等確率 でとるとした場合 のシ ミュ レーシ ョンを行 ってみた。その他 の変数値 は5-1
の場合 と全 く同 じであ り,100回のシ ミュレーシ ョンを繰返 した結果,安 全度 の分布 は図3-
21のよ うにな り,そ の統計値 には表3-11の 値 が得 られた。
5-1と 同様 に,安 全度 について,そ の母平均 μ2の区間推 定 を行 った ところ,95%の 信 頼
区間 として(3.7)の値 が得 られ た。
96.3≦ μ2≦97.5 ・・・・…(3 .7)
次に,5-1の 代表値 によるシミュレー シ ョンとこの変動値 の シミュ レー シ ョンについて,














⑤ 従 ・て,1・・,一・,1<。、・ 垂+墜 力、ら仮説 採 択
nln2
す なわち,危 険率5%で μ1=μ2が成 り立ち,こ の程度 の変動 では,出 火地点 をランダムに
決定す ることによる変動 の方が大きいためか,5-1と 大差 がない結果 になるので,代表値 を
用いるシミュレー シ ョンの方法で十分 であるといえよ う。
6,安全度評価式の検証
第1部 第1章 で求めた,地 区の安全度 を求める理論式(1.41)の妥当性 については,既 に第
1部の第2章 において確かめ られてはいるが,こ こでは,京 都市の三条地区を対象 としたシ ミ
ーレーション結果 か らも,同 じことがい えるかを調べてみた。
検証には,第1部 第2章 で行 ったのと同様 の方法 を用いてお り苧iシ ミュレーションより直接
得 られる安全度 をYと し,同 時 に得 られ る平均延焼時間,及 び平均避i難時間 を,理 論式に代入
して求 められ る安全度 を推定値Yノと考 えて,YとY'の 相関係数 を求 めてい る。
ここで も,で きるだけ広 い区間の安全度 を用 いて検証 を行 うため,風 速には5～30m/secま
で・5m/secの間隔で6個 の値 を用い,炎 上件数は全体 で5～60件 まで,5件 間隔で12個 の
ケース,避 難指令時 間には5～20分 まで,5分 間隔で4個 の値 を使用 してお り,その他 のデー
タには,風 向 を北西 に固定す るなど,標 準値 として設定 した ものを与えた。従 って,6×12×
4=288個の組合せ とな り,288個の安全度 をサ ンプルに して相 関を調べ るこ とになる。なお
安全度,及 び理論式に代入 され る平均延焼時間は,さ らに出火地点の変動 も考慮 して求 められ
*1第1部 第2章 の3.3-1「 安 全度 評価 式 の検 証」 を参 照 の こ と。
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る平均値 なので,一 っの入力データの組 合せにつき10回のシミュ レー ションを繰返 してお り,
その算術平均が1ケ ースの値 と して与 えて ある。
結 果は図3-22の よ うな分布 とな り,YとY1の 相 関係数 にはr=0・915が得 られ・ そ の回
帰直線は(3.8)式のよ うになった。
Y=1.94Yノー69.58(3.8)
また,YとYノ の適合度 を調べ るために用いた相関指数 にはf1ρ=0.775が得 られた。
これによると,第1部 第2章 で得 られた結果 の方が高い相関 を示 してい るが,一 つには,こ
こでのモデルの方が,用 いてい るメ ッシュの単位が大 きくて,安 全度 を算 定す る評価 モデルに
おいて誤差 を生 じやす くなってお り,シ ミュレーシ ョンとしての精度 が劣 っていることにもあ
る。 しか し,指令時 間の変化 を同 じ4段 階に して,風 速 と炎上件 数 の変 化 を5～20m/sec(4
?
図3-22.シ ミ ー レー シ ョ ン値 と理 論 値 の 相 関
*1第1部 第2章 の3 .3-1「 安全度 評 価 式 の検 証」 を参照 の こ と。
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段階),5～35件(7段 階)に お さえ,全 体 で112個 の安全 度 で 同 じ解 析 を行 った揚合(図3
-22,0印 で表示)に は,相 関 係数 はr=0.942ま で上 が り,回 帰 直 線 も(3.9)式のよ うに,
288個の とき よ り傾 き も45。に近 づ く結 果 とな り,相 関 指数 には ρ=0.808が得 られ た。
Y=1.42Yノ ー26.56 ・… 。…(3 .9)
以上のことか ら,実 際 に問題 となる安全度 の範囲 では,京 都市 を対象 とした揚合 でも理論式
は有効 とみなせ,こ れ を用 いて地区の安全性 の概算 を行 って もさしっかえない といえよう。
Z感 度解析
ここでは,風 速,炎 上件数,避 難時間などが,安 全度や平均延焼時間にどの様 な影響 を与 え
ているかにっいての感度解析 を行 ってみた。なお風向にっいては,そ の他の変数 の値 を一定 と
して,8方 向にっ き,各 々10個のシミュレーションを行 って安全度 を求めた ところ,平 均値が
表3-12の よ うにな り,8方 向の間では,平 均が95.4%,標準偏差が1.41%とほとん ど差 が
ない。従 って,こ こで扱 ったよ うな広 さでその構成形態がほぼ均一な地区では,風 向の違いが
安全度 に大 した影響 を与 えていなか ったので,以 下 の解析 ではこれを説明変数か ら外 し,北 西
の風に固定 して求 めた前節6の288ヶ 一スの シミ;レ ーション結果 をもとに,重 回帰分析の方
法 を用いて,各 変数の外的基準に対す るウエイ トを調べた。
表3-12.風 向 の 影 響
風 向 N NE E SE S SW W ㎜
安全度 96.2 94.8 95.7 94.7 95.9 95.0 95.4 95.4
備 考 風 速 一・・漁 饗圭欝 一・・㎞ 指令時間一・・臨
シ ミAレ ー シ ョンで用いた各変数 の従属関係は図3-23の ようになってお り,破 線で囲んだ
部分が今回一 定 とした変数 である。
この うち延焼速度 は,浜 田式 を用 いて計算 され る値であ り,地 区の建ぺい率 などの違 いが与
える影響 を調べ るために採用 した変数 であ る。
各変数 と安全度,及 び平 均 延焼 時間 との単相関数 は表3-13の ようにな り・重回帰分析 の






















＼ 延焼時間 避難時間 延焼速度 延焼件数(地区) 風 速 炎上件数(全体) 指令時間
安 全 度 0,720
■
一 〇.259 一 〇.789 一 〇.485 一 〇.796
一 〇.464 一 〇.258
延焼劇 一 〇.567 一 〇.556 一 〇.599 一 〇.545
表3-14.重 回帰分析







































5が平均延焼時 間をそれ ぞれ外的基準に した場合であ り,上 段 には偏回帰係数 を,下 段 には偏
相関係数 を示 した。
ヶ一ス1,2とも,高 い重相関で各変数 の影響力 を調べ るこ とができ,こ の地 区の場合,安 全
度には風速が一番強い影響 を与えてい る結果 となったゴ なおこの解析 では,同 一地区が対象な
のでサンプル した288ケースの間には地域差が なく,従 って,風 速 と延焼速度,炎 上件数(全
体)と 延焼件数(地 区),及 び指令時間 と避難時間の間では,外 的基準 に対す るウエイ トに差
がない結果 になってい る。 また,安 全度 を平均延焼時間,及 び平均避難時 間の線型重合 で回帰
したこ とにな るケー ス3の 重 相 関係 数 は,R=0.765で,前節6.「安全度評価式の検証」で
求めた相 関係数 の方がはるか に高 くなってお り,こ れか らも理論式の方がす ぐれた回帰 を示 し
ていることがわかる。
この うち,指 令時間 を10分 とした場合 の,安 全度,及 び平均延焼時間 の変化傾向 を図3-
24,3-25に示 してお く。なお,い ずれ も延焼件数(地 区)を 横軸に とり,5～30m/secの
各風速についての結果 をプ ロッ トした ものである。
図3-24.安 全 度 図3-25.平 均延焼時間




京都市の三条地区 を対象 と して,安 全度評価 のシ ミュ レー ションを行 ってみたわけであるが,
現在 可能な予測方法では,出 火件数 にかな りの変動が あるこ とがわか る。このこ とについては,
地震や火災 とい うものが本来的に確率的 な事象 であるこ とか らして も,そ の変動 を前提 として
計画 を考 えることは,む しろ当然 であろ う。 しか し,今 回行 った シ ミュ レーシ ョンでは,代 表
値 を用いた場合で も,出 火地点の任意性 をモデルに取 り入れておけば,そ の変動 を十分表現で
きる結果 となった。
三条地 区の場合,指 令 に10分,伝 達,準 備 にそれぞれ5分,10分,従 って地震発生後,約
25分くらいで移動 を開始すれば,火 災の延焼 に対 して約95%程 度 の安全が得 られ る結 果 とな
った。 しか しこの地 区の場合,外 周が広い道路 に囲 まれていて発散型 の避難 が出来 るな ど,木
造家屋が多 くて も,防 災計画 の対象地 区と しては恵 まれ た条件 の場所 である。
感度解析か らは,安 全度 を決定 してい る主要変数 が,延 焼速度,延 焼件数,避 難 開始時間の
3つに要約 され る結果が得 られた。第1部 第2章 の シミ』 レー シ ョンモデル は,こ の結果 をも
とに作成 されてお り,安 全度決定 のプロセスが よ り簡潔 に表現 されてい る。
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お わ り に
この論文は,日 本建築学会論文報告集,及 び 日本都市計画学会学術研究発表会論文集等 にお
いて,既 に発表 して きた もの をまとめた ものであ り,結論 を要約す ると次のよ うになろう。
(1)地震時 に発生す る同時多発 の火災につ いて,そ の発生場所 を予測す ることはきわめて難 し
い問題 となる。従 って,こ こでは① 出火地点 の任意性,及 び② 緊急時 に人間 がと りうる単純
な行動に基づ く避難計画,の2つ を前提 に した防災計画 を考 えてお り,シ ステムとしては,延
焼と避難 を独立 に考 えて,延 焼 防止及び消防力に よる消火などか らなる 「延焼遮断」 のシステ
ムと,「避難」のシステムが,並 列系 をなす よ うに扱 っている。
(2)この システム構成 によ り,対 象地 区の人 々が火災の延焼か ら安全に避難 できる確率 を,安
全度=平 均延焼時間/(平均延焼時 間+平 均避難時間)と して表 わせ ることが理論的に算出 さ
れ る。さらに,地 区の平均延焼時間にっいては,出 火地点 の任意性か ら順列 ・組合せの問題 と
して確率的 に推定 でき,決 定論的 に算出 され る平均避難時間 と共 に用 いて,上 記 の安全度 を解
析的に算定す るこ とが可能 である。従 って,こ の方法 を用いて各地区のランク付 けを行い,防
災対策 を行 う際の優先順位 を決 めることがで きる。
(3)シミュレー ション値 をもとに した感度解析に よると,上 記 の安全度 を決定 している主要因
が、 「火災発 生の防止」のシステムで決 まる出火件数,「 延焼遮断」の システムか ら求まる延
焼速度,及 び 「避難」の システムにお いてきまる避難開始時間の3つ であ り,こ のうち特 に避
難開始時間の影響度 が大 きいことか ら,こ の値の決定が,防 災対策の重要 なポイン トになって
いる。
④ 地区の安全度 に対 して,建 物 を不燃化 してい った場合 の効果が大 きく現われ るのは,延 焼
速度が早 くかっ避難 が遅れた場合 であ り,こ のときさらに防火帯 を構成す るようにして地域 を
分割 してお くと,よ り大 きな安全度 が得 られ,そ の効果は同 じく組合せの問題 として解析的に
算定できる。
⑤ これ らの算定方法 に従 えば,木 造家屋 の連続 す る地域を,路 線防火帯によ り互いに延焼す
る危険がない700～800m角程度 のブ ロックに分割 し,か つその中で延焼拡大する火災 を1件
程度 に押 さえた上 で,少 くと も出火後20分 程度 で避難 を開始す ることが・8割 方 の安全度 を
確保す る場合 の目安 となろ う・
以上は,一 次的な避難 を もとに した街 区 レベルの防災計画 であ り,これ には広域的 な避難計
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画 も整 ってい る必要がある。 しか し広域避難 は,あ る地 区を とった場合 にその内部 では避難地
の絶対量が不足 しているため,防 災 システムと しては 自己完結 で きず,さ らに領域 を広げた中
で新 たな再配分 を行 って,全 体の安全 を確保 しよ うとい うものである。従 って・防災計画の最
終的な方向 としては,路 線防火帯 に囲 まれ た地 区内に も,そ この住民 を安全 に 又容 で きるよ う
なスペースを設 け,で きるだけ小 さな領域で計画 が完結す るような対策 を施 して,広 域避難が,
地区の防災計画に対 して予備的,並 列的 な関係 になるよ うに心 がけるべ きであろ う。以上のこ
とをシステ ムか らいえば,こ と安全に関す るような問題 において は,で きるだけ小 さな領域で
システムを設定 し,さ らにそのシステムの状態(安 全)を 決定 している変数(延 焼,避 難)が,
外部 か らの影響 が少な くそのシステム内 で独立 に操作で きるように し,か つその変数間の関係
も,個 々の 目的値 の最大化,あ るいは最小化 が,シ ステム全体 としての 目的(安 全 の確保)に
直接連が るように設定す るこ とが重要 である。これは,都 市全体 の地震 防災 とい う複雑で不確
定要素 の極 めて多い問題 を,そ の まま複雑なシステ ムと して扱 うのではな く,相 互 に独立 な,
できるだけ簡単なサブシステムの問題 に分割 して扱 う方が,最 終 的な全体 の目的達成 のために
は,よ り適切であるとい う考えに基づ くものである。
なお この研究では,解 析方法の一つ と してシ ミュ レーシ ョンを用 いているが,こ こで扱 うよ
うな,規 模 が大き く,人 間的要素 を多分に含む社会科学的 な問題 では,シ ミュ レー シ ョンしか
実験 の手立てがないこ とが多い。 その場合,シ ミュ レーシ ョンでは現実 をなるべ く忠実 に表現
しようとす る考 えか ら,複 雑なプ ロセ スや確率過程 を含 むことにな り,モ デル の構成 か ら直接
変数間の関係 を求 めることは難 しくなっている。 しか し,多 変量解析法 な どを併用 して,シ ミ
ュレー ションか ら得 られ るデー タに統計的 な処理 を施せば,要 因間 の因果関係 の推 定や,理 論
的 に算 出された関数 の検証には有効な方法 とな り,本 研究 で も,現 実 の値 を推定す るとい うよ
りは,む しろ問題把握 のための方法論 として,シ ミュ レー シ ョンを用 いた ものであ る。
終 わ りに,こ の研究 をまとめるにあた り終始,御 指導 と御鞭捷 をいた だいた京都 大学教授
堀内三郎先生,並 びに 日頃か ら多 くの御教示 をいただいてい る京都 大学教授 天野光三先生に













ここでいう浜 田式 とは,昭 和26年6月に故浜
田稔博士 によ り 「火災の延焼速度 にっいて」 と
して,「火災の研究」P35に発表 された もので
あり,裸木造家屋 を対象 に,建 物 の規模,階 数,
間隔,風 速,風 向,小 火災か ら大火災への推移,
などの条件 を考慮 して求 め られた延焼速度 であ
る。これは実験等 をもとに した経験式であ り.
風上,風 下,風 側 の各方向 の延焼時間は,次 式
により与 えられ てい る(図 一1)。 ただ しこれ
は1階 か ら1階 へ の延焼 の場合である。
この うち風下側 の延焼 にっいて上式が成立す
るのは,出 火後10分 以 内,そ れ以後 は飛火 に
よる延焼 の増大 を考慮 して,延 焼速度(a+d)/
T,及び延焼 限界距離Dを,そ れ ぞれ図一2,
図一3の 倍率 に従 って増加 させている。なお延
焼時間Tを 求 め るためのDに ついては,時 間経
過に関係 な く,い っ もD=5+v/2で ある。
ここでは本論文 に特 に関係 のある,風 下側延
焼速度 をと りあげ,そ の関数 としての性格 を述









































浜 田式に よると,風 下側延焼速度V(m/分)は,延 焼 距離(a+d)mを,延 焼時間Tで 除す




こ こでVが,実 際 に どの程 度 の値 を と るの か をみ るた め,(1)のvを5～35m/sec,aを5～
ユOm.dをlmか ら,風 下 側延 焼 限界 距 離D,(D=5+v/2)の 最 小値5mま で,そ れ ぞれ 変
化 させ て求 め たVの 値 を表 一1に 示 す 。
oT=5
表 一1.延 焼速度m/分(a:家 屋長,d:隣 棟間隔,v:風 速)
o■e
N 5 10 15 20 25 30 35 N 5 10 15 20 25 30 35
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⊥ 2.OQ 」.36 う.≧o 7.5310.36 1,ゐo↓7噂硲9 1 2.36 」.り3 b.u7 6.76 ユ2.02 ↓5.85 20.2砧
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次 に,こ の3つ の変 数a,d,vか らな る延 焼 速 度V=F(a,d,v)に お いて,計 画 的 に操作 で
きる と考 え られ るa,dの 増 減 が,Vに どの様 な影響 を与 えて い るか を調 べ るた め,Vをa及 び
dで 偏 微 分 して み た。
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(1)家 屋 長aの 影 響











ここで ∂V/∂a>0の ときはaの 増加 にっ れ てVも 増加 し,逆 に負 の ときは減 少 す る。(3)式に
おい て,そ の正負 が問題 に な る のは分 子 のC1,C2か らな る項 で あ り,そ れ を さ らにf(d,v)
とお く。
・(…)-C・ 一 暮Ci-・+(1♂ 旱
。一 巷)・・ …… …(・)
これか らf(d,v)>0に な る よ うなd,vの 組 合 せ の ときは,aの 増 加 につ れ てVも 増加 す るこ
とに な り,例 ばdの 係 数 が 正,す なわ ちv〈32.67m/secのときは,家 屋 長 の増加 につれ延 焼
速度 も必 ず増 加 す るこ とに なる。
(ii)隣棟 間 隔dの 影 響
















aの場 合 と同 じ く,K>0,(C4+kd)2>0か ら,(6)式 で そ の正 負 が 問 題 とな る の は残 りの
C4,C3か らな る項 で,そ れ をf(a,v)と お く、
・(・,・)-C・一 ・C・一 ・+書 ・-Tl"'.a。一 ・+(昔 一,一■/。)・ … … …(・)
従 ってf(a,v)>0とな るa,vの組合せ のときは,dの 増加 につれ てVが 増加 す ることにな り,
aの係数 が正,す なわ ちv>32.67のときは,ど のよ うな家屋長 に もかかわ らず,隣 棟間隔が
増加す るにっれて必ず延焼速度が増す ことになる。
これによると,組 合 せによ り多少 の違 いはあるに して も延焼速度 を低 く押 え るためには,家
屋長 を小 さ くす ると同時 に隣棟間隔 も小 さ くした方がよい とい う結論 になる。 このことは,家
屋の隣棟間隔 をで きるだけあけた方が良い とい う従来 の防火対策の常識 と逆行す るように考え
られるが,こ れは浜田式 における延焼限界距離に満 たない5m以 下 の隣棟間隔 の場合 に起 こる
問題 である。従 って浜田式に もとつ く限 り,隣棟 間隔が延焼 防止 に効果が あるのは,5m以 上
離れてい る場合であることに注意す べきである。 しか し家屋 の焼失面積 の速度 に対 しては,次
に述べ るよ うな関係 にな って いる。
B.隣棟間隔の家屋焼失面積に与 える影響
延焼速度 がvm/分 の とき,延 焼が円形 に拡大す るとした揚合の時刻tに お ける焼失面積S(t)
は,次 の(8)式で表 わされ る。
S(t)==π(Vt)2… 。・・…(8)
この 時,家 屋 の み の焼 失面 積 は,(8)に 建 ぺ い率 δを乗 じて 次 のS。(t)で表 わ され る。
Sa(t)=πt2・V2・δ … … …(9)
ここ で家屋 長a,隣 棟 間 隔 をd,風 速 をvと す る と,建 ぺ い率 δ,及 び風 下 側 延 焼 速度Vは 次
式 で表 わ され る。
a2
δ=(
。+d)・ … … …(1・)
V=(1+01v+O・007v2)'言辛 註
。d-(U)
(10),(11)式でdの 与 える影響 をみ ると,建 ぺい率 δは,dの 増加 につれて減少 し,延 焼速
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度Vは 前 項 で述 べ た よ うに,a,vの 条 件 に よ って はdの 増 加 と と もに増 え る こ とが あ る。従 っ
て δが減 少,Vが 増加 とい うこ とか ら,dの 増 加 に よ るS。(t)の変化 は一意 的 に決 め られ な い
よ うに考 え られ る。 しか し(9)式に お い てV2と δ を掛 け合 わ せ る と,両 者 か ら(a+d)2の 項







次 に,(12)式 で,dを 含 ま な い 分 子 の 方 をKと お い て,S、(t)をdで 偏 微 分 して み る 。
∂S・(t)/6d=K.(-2●「f6
・)'(
、+書 。+壽 。d)2〈0… 。13)
この∂Sa(t)/∂d〈0の関係 か ら,Sa(t)はdにっいて減少関数 となってい ることがわかる。従っ
て,浜 田式に もとつ く(11)式で延焼 が行 われる場合,延 焼速度 に多少 の増加がみ られて も,
家屋焼失面積 を少な くす るためには,い っ も隣棟間隔dを 大 き くした方が良いとい う結論 にな
る。
付録2出 火確 率PK(n,r)の一 覧 表
K個 の等面積の ゾー ンに分割 された対象地域 において,出 火地点が全 く任意 なn件 の火災 が
予想 され るとき,そ の中の一つの ゾー ンに,n件 の うちのr件 が発生す る確率 は次式で与 えら
れ る。
・・(・,・)㍉C,・(長)・ ・(1一 長)一 ・





こ のPK(n,r)にっ いて,分 割 数Kが,K・=2--10の 各 場 合 につ き,
,r=1～n,ま で 変化 させ た場 合 の値 を示 す 。
K=2
n,rをそれ ぞ
＼ o 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
ユ うo.oo 50.OO
2 25.00 50.DO 25.oo
3 12.50 37.50 37.50 12.50
畠 6.25 25.OO 37●うo 25.OO 6.25
5 3.13 15曾63 ⊃1.25 31.25 15.63 3.13
6 1.う6 9.38 23."ら 31.25 23.44 り.38 工.56
7 0.78 5.ら7 16.も1 27.3侮 27.3ら 16.ら1 5。ら7 ∩.78
8 o.39 3.13 10.9も 21.8B 27。3ら 21.a8 10.9ら 3●13 0●39
9 り.20 1・76 '・03 16.ら1 2ら.61 2ら,61 16.ら1 7.03 1.76 0.20
ユo り,10 0.98 ら.39 11・72 20.51 2ら.61 20.51 11.72 邸.39 o.98 o.10




2 もら,噸 ら 畠 ら.ら 畠 11911
3 29.63 ら ら.ら も 22.22 3.70
畠 19.75 ⊃9.51 29.63 9.88 工.23
5 13.17 32.92 32.92 16。ら6 等.ユ2 0.ら1
6 8.78 26・⊃4 32.92 21.95 8.23 1.65 o.工ら
7 5985 20.畠8 ⊃o.73 25.6ユ 12.80 3.8ら り.6ら o●05
83.go 15ゐ 工 2丁.⊃1 27.31 17.07 b.83 1●71 o,2ら o.02
9 2.60 11・71 23凶1 27.31 20.ら3 10.2ら 3,邸1 o.73 o.09 o.oo
10 ↓●73 5.67 ↓9.う1 26.0ユ 22.76 13.66 5.69 1.6⊃ o.30 0.03 o.oo
K醤4




・1・ …9 ら2.19 1亀.06 1.56
ら 31.6も 亀2.19 21.09 ら.69 o.39
5 23.73 39。.う 26●37 8.79 1。ら6 0.ユO
・i・ ・… 35.60 29.66 13.18 3.30 u。 ら 畠 O.02
7h3,35
「
31●15 31.1う 17..o 5.77 1.15 u。13 u.00
8 10.0エ 26.70 31.15 20.76 8.65 2.31 o.38 o.o◎ o.oo
9 7.う工 22・う⊃ 30●03 23.⊃6 11●68 ,.89 O.87 o●12 o.o工 o.oo
10
■
5.63 18.77 28.16 2う.03 1ら●60 5.8ら 1.62 o●⊃1 O.0畠 O.OO O.OO
K■5＼ o 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
1 80.00 20.00
2 6ら.oo 32●oo ら●OO
⊃ 51・20 ⊃8.もO り.60 O.80
ら らO.96 らo.96 15.36 2.ら6 o.ユ6
5 32.77 らo.96 20.ら6 5.12 o●64 o.03
6 26.21 39謄32 2ら.53 8.19 1.5ら o.工5 o.oo
7 20.97 ⊃6.70 27953 ユ1.ら7 2.87 o。り o.o鼻 O.OO
8 ユ6.78 3,.55 29.⊃6 ユ6.66 辱・59 u.92 o.↓1 o.oo 0.OO
9 ユ,.ら2 30.20 30.20 17.62 6.6ユ 1.65 o.28 0・O, o.oo 0.OO
10 工o.7ら 26。8◎ 30●20 20.13 8.8ユ 2●6ら o.55 o.08 o.oo O.OO O.OO
一122一
Kn6＼ 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 lo
1 e3.33 16.67 .
2 69。らら 27.78 2.76
3 57.87 3畠.72 6●9畠 0."6
亀 も8.2⊃ 38..8 工1.57 1.5ら o.08
5 "o.19 らO.19 16.06 3.22 O.32 ∪.01
6 339ら9 亀O。19 20.09 5.36 0.80 o.06 o.oo
7 21.91 39.07 23●邸ら 丁.81 1.56 ∪.19 o.01 o.oo
8 23.26 37.2ユ 26.oう 10.ら2 2.60 O。畠2 O.0ら 0.00 O.00
9 19.38 3ら●』9 27.91 13.02 3.91 ∪.了8 0.工O o.oo O.00 u.OO
10 16●工5 ⊃2.30 29.07 15.50 5.隔3 1.30 O.22 O.02 o.oo O.00 O.OO
K=7＼ 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
工 6う.7ユ 1も.29
2 73.亀7 2亀・ら9 2.0ら
3 62.97 ⊃1.ら9 う.25 0.29
ら 53.98 35.99 り.00 1.oo 0.0ら
5 硲6.ど7 ⊃8。.6 12.8う 2.1硲 u.18 0●00
6 39・66 39.66 16.う2 ,.67 o.ら6 ∪.03 o.oo
7 33.99 39.66 工9.83 5.51 u.92 O.09 o.oo O.00
8 29.1ら ⊃8.助 22.66 7.55 Lう7 O.21 o.02 o.oo o.oo
9 24.97 37、邸b 2ら●97 9.71 2.ら3 O.ら0 O●04 o.oo O謄00 o.oo
10 21.ら1 ⊃5.68 26r76 11・89 3●47 o●69 u.10 O.00 0.00 o.oo O.00
K=8＼ 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
1 87.うo 12,.O
2 76.56 21.88 工.り6
、 66.99 28.71 ら.10 O.20
畠 58暉62 ⊃3.うo 7.18 O.68 0.02
5 51.29 36.6嶋 10."7 ⊥.50 u.11 0.00
6 4ら.88 38.南7 13.7晦 2.62 O.28 0.02 O.OO
7 39.27 39.2" 16.83 聾.01 0.57 O.05 0.00 o.oo
8 3畠.36 39.27 19.03 5.bユ 1.OO o.11 o.oo u.oo
o.oo
9 30.07 38.6b 22.09 7.⊃6 1.58 O.23 o.02
u.OO 0.OO 0.00
工o 26.31 37.58 24.16 り.zo ム30 O.39 u.05 O.OO u.00
O.OO o.oo
K=9
N 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9
10
1 88.89 1141
2 79.Q1 ユ9。乃 1.23
3 70.23 26.34 3.29 0.14
" 62.4⊃ 31.21 5.eう 0.ら9 0.02
5 う5。畠9 3ら噛b8 8.67 1.08 u.07
o.oo
6 ら9.⊃3 37.oo 11.56 1.93 0.18
o●oo 0.00
7 ら3.85 38.⊃7 1ら939 3.oo o.37 O・03 o.oo
O・00
e 38.97 38.97 17.Oう 蒔。26 O.67
O.07 o.oo リ.oo 0.OO
9 3ら,64 38.97 工9凶9 5・68 1.07 O.13 O.01
u.oo o.oo u.oo
10 30.79 36●も9 21.6う 7.22 1.58 o.2ら o・02
u●oo O・00 O.00 O.OO
一123一
K=10NN」o
1 2 3 ` 5 6 7 8 9 10
190・OO 10.OO
2 8工.OO 18.00 ⊥.00
ら
3 72.90 2ら.30 2.70 u.10
ら 65.61 29.ユ6 6.06 u.36 0.01
5 59.05 32.81 」29 0.81 o.04 0.00
6 53、1ら 35."⊃ 9.8ら 1.侮b O.ユ2 o.oo o.oo
7 67.83 37.20 ユ2.らO 2.30 O.26 O.02 o.oo O.00
8 ら3.05 38。∠b 1ら.86 3.31 u.ら6 0.O畠 0.CO 0.00 O・OO
91 38.7ら 38.74 17.22 砧.ら6 0.7畠 O.08 o.oo O.00 o.oo o.oo
10⊃ ら.87 38.7為 工9.37 5.7ら 1.12 0.15 0.O工 0.00 0.り0 O.00 0.OO
付録3京 都市広域避難計画最終案
この計画 は,「 京都市 における大震災時 の避難計画 の研究」*1として,京 都市防災会議に提
出 され た資料 であ り,方 法論的 には,第2部 第2章 「京都市広域避難計 画」で説 明 した もの と
何 ら変わ りはないが,対 象領域,避 難地,及 び集結方法な どに変更,修 正 した点 がある。
1.避難計画対象地 域
避難計画の対象地域には,鴨 川以東の地 区 も一部加 えてお り,ま た同一 の目的避難地 を持っ
避難単位 には,元 学区 を考 えたので,全 体で70地 区(ゾ ー ン)か らなる地 域が対象 となった。
(図一1参 照)
要避難人 口は,夜 間人 口をもとに算定 してお り.総 数 で393,594人とな った。また避難地に
直接隣接 している地 区の人 々は,そ こに優先的 に避難 させ ることに してい る。
2.広 域避難地
広域避難地 は,図 一1,及 び表 一1に 示す6ケ 所 に限定 してお り,そ の安全 区域には,周 辺
の木造市街地が全面的 に火災 となった場合 で も,輻 射熱 の影響 を受けない区域 の面積 を採用す
ることに した。 また,収 容可能人 口密度 には,「 内部通路 を含 めた全面積 に対 して平均0.6人/
m2」を用 いた。





















































































































































表 一1広 域 避 難 地
Nα 広 域避焼地名 全体の概略面積(ha)
左のうち安全区
域の面積(ha)
収 容 可能人 数
(万 人)
1 植 物 園 45 6.3 3.78
2 御 所 91 24.7 14.82
3 二 条 城 35 1.7 1.02
4 梅 小 路 操 作 場 30 24.0 14.40
5 西 京 極 運 動 場 25 5.4 3.24
6 桂大橋附近河川敷 20 20.0 12.00
合 計 246 82.1 49.26
3.各 地区内要避難 者 の集結状況の計算法
避難 の最小単位 を元学区に広げたので,各 地 区 内の要避難者全員 が一定 の節点 に集結す る状
況にっいては,次 のよ うな仮定の もとに下記 の計算方法で求 め るこ とに した。
〈仮定 〉
(1)地区内要避難者 は,各 地区内に一様 に分布 している もの とし,そ の人 口密度 ρ(人/m2)は
一定 とす る。
(2)面積Am2な る地区 の代 りに等面積 の円形 を仮想す る。従 って円の半径rは,πr2=Aか ら
r=Jlili/711一で与 え られ る。
(3)要避難者 は,ま ず距離xを 通 って 円の中心Cに 向かい,次 に距離Dを 通 って最寄 りの節点
(ノー ド)に出てい くもの とす る。
以 上 の関係 は図 一2の よ うに な る。 次 に,地 区 内 の人 口
をN人 と した時,そ のi番 目の人(i=1～N)に は,中
心Cま で の距 離x、が 以 下 の方 法 で 与 え られ る。
まず,中 心 か らの距 離 に長 さxを 持 っ人 数n.は,図 一
3か ら(1)式 で与 え られ,従 って,あ る人iが ,距 離xを








次 に,こ のP(x)の累積 確 率f(x)は,xで 積 分 して(3)
式,及 び図 一4の よ うな グラ フに な る。
　 　　
f(・)={2・/r2●d・=7・ … ・… ・(3)
こ こで,Rをo≦R≦1な る一 様 乱数 とす れ ば ,i番
目の人 に与 え られ る累 積 確 率 は,Riで 表 わす こ とが で き
る。故 に,(3)式 のf(x)をRにお きか え,i番 目の人 に与
え られ る距 離Xiは,次 の(4)式 で求 め られ る。
面 謙R≦ 、なる一様乱数}・一(4)
なお,こ の段 階 で の歩 行 速度 は78m/分 の一 定 値 と し
てお り,合 計 距 離(x、+D)を これ で割 った時 間Ti,T、






最適計画モデル(EES+DSD)*1を用いた収束過程は表 一2の ようにな り,拡大率rをr=
0.10にした時 に,所 要時間が最 も短 く,さ らに総移動距離 が最小 となる収束解が得 られた。
表 一2最 適収束解 を求める計算(rを変化させた場合)
ケー ス(回 数) 係 数7 所要避焼時間 備 考
(1) 一 102分
(2) 0.05 101分
(3) 0.10 100分 最適解に決定
(4) 0.20 105分
この時 の,各 地 区ごとの最適避難経路,及 び目的避難地 を表 一3,及 び図一5に 示す。また,
参考のため,本 計画 による各 目的避難 地 ごとの収容人員数,及 びその場合 の人口密度 を表 一4
に示す。
*1第2部 第2章3の3-3を 参照 。
一127一



















































































































































































































































































































































































































































表一4広 域避難地別 ・収容(計 画)人数及び人口密度
Nα
＼ 広域灘 名









1 植 物 園 63,000 37,714 0,598












5 西 京 極 運 動 場 54,000 31,036 0,574
6 桂大橋附近河川敷 200,000 38,965 0,195
合 計 821,000 393,594 一
(注)(内 ………)は,各 避難地 に直接 隣接す る地 区で,あ らか じめその避難地 へ
避難す ることに定 められ ている人数 を内数 として掲 げた もの。
次に,こ の最適 避難経路 を通 って避難 した場合 の道路 の混雑状況 を示す ため,各 区間 を通行
(渋帯)の 中の避難群集 の概略数 を,時 間1分 刻み に表示 した ものが、 表 一5,及 び図 一6で
ある。 なお表 一5で は,5000人を1単 位 として表示 してある。
この避難計画で も,図 一5で 明 らか なよ うに,避 難 地相互 間の中間 に位 置す る地 区が,例 え
ばNo,22,28が植物 園へ,No.46が二条城 へ.ま たNo.10,18,34,35,44,45が桂 大橋附近へ.そ
れぞれ遠距離 を避難 しなければな らない ことになった。 これ らの 「不適 当さ」 を取除 くために
は・二条城避難 地 の収容能力 を増大す るとと もに,現 在は欠 除 してい る北西部 と南東部 にも広
域避難地 を新設す るなどの対策 が必要 とな ろう。
一130一
表 一5 各区間別 ・経過時間(1分毎)別 ・通行避難者数
〔印字な しの欄は0人(通 行人なし)の区間を示す〕
〔
0=500人 ～2,000人,1=2,500人 ～7.000人,2=7,500人 ～12,000人,3=12,500人 ～17,000人,





10 20 30 40 50 60 70 80 90
刻(分 12345678901234567890 1234567890 1234567890 12345678901234567890 12345678901234567890 123456789012345
1
2 0 0
3 0 0 0 0
4 0 0 1 0
5 0 Ol 0 0 10 1
6 1 0 011 01 0 11 1
7 20 0 011 01 0 10 11 010
8 020 0 0011 101 001 11 11 0100
9 021 0 000101 101 011 11 11 1111
10 122 1 011101 110 011 110 011 1111
11 122 1 111111 11 1011 121 1101 1111
12 132 1 211111 21 1002 121 1211 11101
13 233 1 211111 21 1102 221 1211 22101
14 233 1 211111 21 2103 131 2211 22111
15 234 1 211121 21 2113 141 2210 22111
16 0 324 0 312120 21 2113 151 211 320111
17 1 424 00 31211 22 210003 151 211 221110
18 1 0324 0 31211 220 211003 i51 211
22111
19 1 0324 1 41211 22021113 151 221 23101
20 1 1324 1 41211 12021222 152 221 2301
21 1 1313 01 41311 12021223 152 121
2301


























































29 1 221 41 3200 11352
13 2 611

















































































































1 5 12 4
45 1 11 5 11 4
46 0 11
1 5 20 3
47 10 2 3
48 2
4
4 2 1 2
49 1 4 3 11
50 1 1 3 3 1 0
5正 1
3 4 1
52 1 1 2 4 0153 1 2 4 11
54 1
6 11
























































































網 を表示 し,任 意の2点 を指定す ると,そ の間 の最短距離及 び経路 が即時得 られ ると共 に,区
間の状態変化に も直 ちに対応で きるシステム を目的 として,作 成 した ものである。
(2)応 用
このシステムは,最 短経路問題 を含む種 々の交通計画 に適用 できるが,混 雑,渋 帯,及 び不
通箇所 などの情報 を随時入力で きて,そ の変化 に応 じた最短経路 をす ぐさまCRT上 に得 られ
ることか ら,地 震等 の災害 によ りネ ッ トワー クに変化が生 じた場合 の避難 地 の指定や,消 防,
警察な どの緊急活動 に役立っ もの と考 えられ る。
(3)システム構成
モデルは,D.P(DynamlcProgramming)の手法 によ り2点 間の最短距離 を求 める部分 と,
その経路 をCRTに 表示す る部分 か ら成 ってい るが,シ ステ ムとしては,G.D装置等のハー ド
ウエァと一体 となった形で構成 されている・す なわち・.1-0(Input-Output)はネ ッ トワー
クの初期値以外はすべてG.D装 置 を介 して行われ,デ ータのイ ンプ ットにはライ トペン及び文
字のキーボー ドを,ま た各 ジ ョブステ ップへの移行にはファンクションキーを用 いてお り・ア
ウ トプッ トは全てCRTに 表示 され る。
2.ジ ヨブ フ ロー及 び操 作
ジ ョブは,図 一1に 示 す よ うに全 体 で4つ の ステ ップか らな り,各 ス テ ップ の概容 は次 の通
りであ る。
(1)STEPO
この シ ステ ムの初期 状 態 で,ノ ー ド間 の通 常 距離,及 びCRT上 に 表示 す る ため の座 標 をカ
ー ドか ら読 み込 ん だ後 ,各 ノー ドに エ レメ ン ト名 を与 え て,図 一2の ネ ッ トワー ク をデ ィスプ
レイす る。STEPOは,こ の段 階 で"命 令 待 ち"の 状 態 とな り,以 下 の1～3の ステ ップへ の
移行 は フ ァ ン クシ ョ ンキー(以 下F.Kと 略す)の 操 作 で行 わ れ,そ れ らの ステ ップの ジ ョブが
































図 一1ジ ョブ フロー
(2)STEPl
STEPOで,F.K1を 押 す とSTEP1に
入 る。 こ こで は,ネ ッ トワー クの任 意 の2
点 を ライ トペ ンで ピ ッキ ン グす る と,そ の
間 の最 短 距離 を画 面 の左 上 に表 示 し,リ ン
クで結 ん だ最 短 経路 を明 滅 させて示 す(図
一3)。 次 に,F.K12を 押 す と静 止 した画
面(輝 度 は上 が るが 明滅 しない)と な り,
F.K10を押 す とこ のSTEP1の 初 期 状 態
に戻 って,新 た な2点 の最 短経 路 をデ ィスプ
レイす ることができる。また,F.K11を押 した
場合 には,STEPOの 状 態 に戻 ることになる。
(3)STEP2
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更 を扱ってお り,STEPOか らはF.K2を
押す ことによ り移行す る。変更箇所 の ノー
ドコー ド及び距離 は,文 字 キーボー ドを用'
いて打込 んでお り,イ ンプッ トされ ると画
面の下方 に,図 一4の よ うに表示 され る。
もし誤ったデー タを打込んだ場合には,F.
K21を押す とリセ ッ トされ,こ の操作 は消
去されて以前の距離が再び入 る。F.K23
を押す と,タ イプインした値 でもって指定
の区問の距離 データを変更 し,このSTEP
2の初期状 態に戻 る。文字 キーによるタイ
OIS可員配 【125r28};50000
プインとF.K23の操作 を繰 返す と,同 時




すことによ り移行 し,STEP2で 変更 された距離デー タに基 づいて,ネ ッ トワークのすべての
ノー ド間の最短距離 を計算 している。計算が終了す ると,自 動的にSTEPOの段階が戻 るが,
その際には完了 コー ドとしてF.K5が点灯 され,次 の操作に移れることを知 らせてい る。なお,
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i9コ2 =5
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3.最短経路選択 のア ルゴ リズム
任意の地 図の最短経路 を求める問題 は,逐 次近似法 を用いて,以 下 に述べ るよ うに して解法
され る。
地図 に,1,2,3,…Nとラベルが付 けられたN個 の交点が あるとき,tijを,iとjとの間 に





なお最小値 は,点iか ら直接行 けるすべての点jに ついて検 討す る。





②f!1)からfi(2)を計算す るな ど,一 般にf!k-1)からf!k)を次の回帰関係 を用 いて計算す る。
:郭=罫(t`j+f'(k'1))〔=1:::'.'N一1}㈲
このよ うに して求め られ るf!k)は,頂点iか ら頂点Nに 至 るたかだか(k-1)本 の辺 をもっ
経路 に関す る最短距離 となる。
この証明 は,数 学的帰納法 を用 いて次 のよ うに行わ れる。
「k=2の とき,fi(2)=tiNであるから,こ の主張は明 らかに正 しい。 ある整数kに っいて
この主張 は正 しいと仮定す る。任意 の頂点1(i≒N)を 考 え,孟 か らNに たか だかk本 の辺で
至るすべて の経路 の集 合をCkとす る。 これ らの経路の中には直接Nに 至 る もの もある。 この
ときの経路 の距離 は
tiN=t、N+f㎡k)
である。Ckに属す る他 の経路は,iか ら,あ る頂点jG≒j≒N)を 通 ってNに 至 る。iと1
を固定 して考 えれば,全 距離は,jか らNに 至 る経路が たかだか(k-1)本 の辺 を持 っ最適 の
ものであるとき,す なわち仮定によ りそ の距離 がf」(k)である場合 に最小 となる。 したがって,
最初に1を 通 り,た かだかk本 の辺 を持 っ最短経路 の距離 はtiJ+fj(k)となる。これか ら,集 合
Ckに属す る経路 で最適 な ものの距離 は,
min(tij+fj(k))(1=1,…,N,j≒i)
とな り,定 義 に よ りこれ はfi(k+1)であ る。以 上 で,fi(k+1)が高 々k本 の辺 を もつ 経路 に関 す る
最短 距 離 で ある こ とが い え る。[証 明終 り]」*1
(2),(3)式で定 義 され る繰 返 し手 順 は,計 算機 に対 して は,次 の よ うな ア ル ゴ リズ ムに従 つ
て プ ロ グラ ミング され て い る。 これ は一 般 に,ラ ベ リン グァ ル ゴ リズ ム(1abellingalgorithm)
*1文 献1)P84よ り引用 。 な お文 献1)で は 「距 離」 が 「所 要 時 間」 となっ てい る。
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と よば れ る もの で あ る。
計算 手順*1
[ステ ップ1]
最終 頂 点Nの そば に0を,他 の各 頂 点 の そば に は。。を書 く。
[ステ ップ2]
N以 外 の各 頂 点iに つ い て,t、」と頂点jの ラベ ル との和 をj≒iに っ いて計 算 す る。これ ら
の和 の うち最 小 の もの をm且と し,記 録 してお く。
[ステ ップ3]
N以 外 のす べて のiに つ いて ステ ップ2が 終 了 した ら,頂 点iの ラベ ル をス テ ップ2で 得 た
miに書 き換 え る。
[ステ ップ4]
ステ ップ2,3に もど り,新 しい ラベ ル を計 算す る。 ラベ ル の更新 が起 きな くなる までス テ ッ
プ2,3を繰 り返 えす 。
4.実 行
次 に,こ の シ ステ ム を用 い た経 路 選択 の例 を図 す 。図 一5は,ネ ッ トワー クに何 らの障 害 も
な い時 の[23,28],[12,28],[2,29]の 最短 経 路 で,距 離 はそ れ ぞれ820m,2850m,
6310mとな った。 こ こで,区 間(23,28),(27,28),(28,29)を通 行 不能 と した揚 合 に は,
同 じ区間 の最 短経 路 は 図 一6の よ うに な り,そ の距 離 に は,3890m,5880m,6520mが 得 ら
れ た。
なお,こ こ で は区 間長 に実 距 離 を用 い て い るが,こ れ を時 間距 離 にお き か えれ ば,交 通 渋滞
な どに よ る影 響 も扱 うこ とが で き,さ らに それ らネ ッ トワー クの状態 に関す るデー タ をオ ンラ
イ ン化 して,た えず 入力 で き る よ うに して お けば,よ り効 果 的 な利 用 が可能 とな ろ う。
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図一5変 更前の最短経路 図一6変 更後の最短経路
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備 考
このモデルは,京 都大学大型計算機セ ンターの,昭 和48年 当時 のSYSTEM皿 を用 いて作
成 した ものであ り・その時使用 した機器 を以下 に示すが,現 在 は別 な機種が設置 されてい る。
中央処 理 装置FACOM270-30,CPU
コ ァ メモ リー32Kw,16ビ ッ ト/w
サ イ クル タイ ム900ns
グラフ ィツ クデ ィスプ レイ装 置 FACOM6233A
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Asimulationmodeldevisedforthisplanningconsistsofthefollowingthreeparts.
(1)EES(EmergencyEscapingSimulationmodel)
Thi、i、a、 。,,。f、p,d,、td・nH・w・im・1・ti・nm・d・1・ndth・ ・t・t・f・・capi・g・n・netw・「ked'
citycanbesimulated.
(2)DSD(DestinationSearchingDynamicmodel)
1。thi,m。d,1,th,d,、ti。、ti。n・pace・feach・e・id・nti・1・・n・i・decid・d・・th・tthetotalmove
(Σpers。n×di・t・nce)・h・uldbec・m・ ・h・ ・m・ll・tund・・th・limit・c・・ditionofmaぬmumspace
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capacity(o.5person/m2).
(3)Optimumplanningmodel
Abovetwomodelsarecombinedatthisstageandbesidesthedistance,thetimelagduetothe
trafficcongestiononthewayistakenintoconsiderationtogettheoptimumsolution・Andthe
convergentsolutionasthebestplanningistohavetheminjmumevacuationtimeandrnove,satisfy-
ingthespacescondition・
ByusingaCathodeRayTubeconnectedtoacomputer,theoutputofthissimulationisdis.
Playedgraphicalyandthestateofevacuatingineachtimecanbeobservedvisually,whichisstored
inl6mmmms.
Chapter3KyotoSanjodistrictsafetyestimationsimulation
Inthischapter,acasestudyofthesafetyestimationissimulatedonasampieareainSanjo
districtofKyoto.Andtheverificationofthesafetyevaluationfunctionandthesensitivityanalysis
oftheparametersarealsotriedbymeansofaregressionanalysis.
Thesimulationmodelisalmostthesamew童ththeonestatedinchapter20fPartl,except
thatthespreadingofafireissimulatedaccordingtothevelocityfbrmulatedbyDr.Hamada.
Theimputdatafbr亡hissimulationarepredictedbyaregressionandstatistics.Thenumber
offireswhichwillspreadinthesamplearea(700mX800m)bytheearthquakeofmagnitude6 .5
intheeveningofawinterdayrangesbetweenO.5to25becauseofthedifficultiesinprediction .
AndaccordingtothestatisticsofthewinterwindinKyotocityfbrtenyears,themeanmaximum
velocityis9.2m/secandthemostfrequentdirectionisnorth・west,andthesedatahavenaturally
theprobablefluctuations。
Asaresultofthissimulation,ifthefirebreakingoutpositionsareselectedatrandom
,the
outputsafetyistocoverthedeviationwhichiscausedbytheprobablefluctuationsofthefireoccur-
rencenumberandthewind.Theappropriatenessofthesafetyevaluationfunctionisalsoascertained
bythissimulation.Andonthesensitivityanalysis,thepartialcorrelationcoefficientsofthefactors
whichaffectthesafetyoftheinhabjtantsare1.windvelocity(-0.94),2.numberofthespreadjng
fires(-0.85),3.announcementtimeofanevacuationorder(-0.66).
Conclusion
Asthecountermeasuresagainstmanyfiresatatimeinagreatearthquake
,itWillbeaneffective
strategytodivideanareainwhichwoodenhousesaredenselybuilt-upintosmallblockssurrounded
withfirebreaks・Inadditiontothis
,fbrthefinalgoalofadefensiblecity,it'salsonecessarytoPlace
aspaceofrefugewithintheeachindiVidualblockinwhichalltheinhabitantsoftheblockcanbe
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evacuatedsafely,andastheresult,itisexpectedthattheevacuationoveracityareashouldbecomea
preliminarycountermeasure・Thatis,todealwithalargeproblemofthefiredisasterspreventing
planningoveracityarea,itisbetternottograspitasalargesystemasitiswhichwillbecomecom-
plicatedandhavemuchindeterminancy,buttodivideitintotheproblemsofsubsystemswhichare
independenteachotherandwhoseobjectisrelateddirectlytotheattainmentofthetotalaim.
Thismeansthatontheproblemsofhumansafety,itisimportanttosetasysteminasmall
domainandmakeitscompositionassimpleaspossible,whichwillbeacluetoproduceasteady
solutionthatstandslonguse.
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